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北九州市告示第９２号 

 北九州市が管理する港湾施設の概要（昭和５８年北九州市告示第７８－１０

号）の一部を次のように改正する。 

  令和２年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

３ 係留施設の岸壁の表の門司の田野浦２号岸壁の項中「－６．０」を「－

８．０」に改める。 

６ 荷さばき施設の軌道走行式荷役機械の表の門司の太刀浦７号クレーンの

項中「５５．５」を「５７．０」に改める。 

１４ 港湾施設用地の倉庫敷の表の小倉の項中 

日明６号倉庫敷 小倉北区西港町 １，００１．０７

日明１２号倉庫敷 小倉北区西港町 １，７４７．１２

日明６号倉庫敷 小倉北区西港町 １，００１．０７

改める。 

１４ 港湾施設用地の港湾厚生施設敷の表の小倉の項中 

日明１号港湾厚生施設敷 小倉北区西港町 ６６．８７

日明２号港湾厚生施設敷 小倉北区西港町 ５０．０６

日明２号港湾厚生施設敷 小倉北区西港町 ５０．０６

改める。 

「

」

を

「

」
に

「

」

を

「

」
に
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北九州市告示第９３号

 北九州市歴史的建造物等保存整備補助金交付要綱の一部を改正する告示を次

のように定める。

令和２年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市歴史的建造物等保存整備補助金交付要綱の一部を改正す

る告示

北九州市歴史的建造物等保存整備補助金交付要綱（平成９年北九州市告示第

７４号）の一部を次のように改正する。

第５条第１項中「歴史的な景観の保存及び整備を内容とする建築協定（建築

基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７０条第１項又は同法第７６条の３第

２項の認可を受けているものに限る。）の目的となっているものの区域内にお

いて」を削る。

付 則

この告示は、令和２年４月１日から施行する。
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北九州市告示第９４号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市立第２夜間・休日急患センターにおける使用料及び手数料の徴収事

務を次のとおり委託した。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

有限会社医療事務研究

会 

北九州市小倉北区浅野

三丁目８番１号 

令和２年４月１日から

令和３年３月３１日ま

で 
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北九州市告示第９５号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のと 

おり道路の区域を変更する。 

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお 

いて、一般の縦覧に供する。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 道路の種類 国道 

２ 路線名等 

整理番号 路線名 変更

前後

の別 

区域変更の区間 幅員 

(ｍ) 

延長 

(ｍ) 

３２２ ３２２ 

号 

前 北九州市小倉北区片野四丁 

目２０１番地先から 

北九州市小倉南区大字呼野 

３４番１地先まで 

6.7

～

65.6

26,137.9

  後 北九州市小倉北区片野四丁 

目１９６番地先から 

北九州市小倉南区大字呼野 

３４番１地先まで 

6.7

～

65.6

26,138.2
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北九州市告示第９６号

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次のと

おり令和２年３月３１日から道路の供用を開始する。

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお

いて、一般の縦覧に供する。

  令和２年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

１ 道路の種類 国道

２ 路線名等

整理番号 路線名 供用開始の区間

３２２ ３２２号 北九州市小倉北区片野四丁目１９６番地先から

北九州市小倉南区大字呼野３４番１地先まで
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北九州市告示第９７号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のと 

おり道路の区域を変更する。 

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお 

いて、一般の縦覧に供する。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 道路の種類 県道 

２ 路線名等 

整理番号 路線名 変更

前後

の別 

区域変更の区間 幅員 

(ｍ) 

延長 

(ｍ) 

２５ 門司行 

橋線 

前 北九州市門司区本町３番３ 

地先から 

北九州市小倉南区大字朽網 

３９１４番５４地先まで 

4.0

～

97.3

26,663.8

  後 北九州市門司区本町３番３ 

地先から 

北九州市小倉南区大字朽網 

３９１４番５４地先まで 

4.0

～

97.3

26,663.3

２５４ 須磨園 

南原曽 

根線 

前 北九州市小倉南区大字朽網 

９３番３地先から 

北九州市小倉南区下曽根四 

丁目２１１２番１地先まで 

3.4

～

22.2

4,930.2

  後 北九州市小倉南区大字朽網 

９３番３地先から 

北九州市小倉南区下曽根四 

丁目２１１２番１地先まで 

4.1

～

22.2

4,868.6
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北九州市告示第９８号

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次のと

おり令和２年３月３１日から道路の供用を開始する。

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお

いて、一般の縦覧に供する。

  令和２年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

１ 道路の種類 県道

２ 路線名等

整理番号 路線名 供用開始の区間

２５ 門司行橋

線

北九州市門司区本町３番３地先から

北九州市小倉南区大字朽網３９１４番５４地先ま

で

２５４ 須磨園南

原曽根線

北九州市小倉南区大字朽網９３番３地先から

北九州市小倉南区下曽根四丁目２１１２番１地先

まで
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北九州市告示第９９号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のと 

おり道路の区域を決定する。 

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお 

いて、一般の縦覧に供する。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 道路の種類 市道 

２ 路線名等 

整理番号 路線名 区域決定の区間 幅員 

(ｍ) 

延長 

(ｍ) 

３４００ 大手町 

１１号 

線 

小倉北区大手町２６番３地先 

から 

小倉北区大手町２７番１地先 

まで 

9.9

～

10.0

52.4

５８２１ 朽網東 

１９号 

線 

小倉南区朽網東三丁目１３１ 

０番２地先から 

小倉南区朽網東三丁目１３１ 

０番１地先まで 

3.8

～

4.3

23.2

６２７２ 葛原東 

６３号 

線 

小倉南区葛原東三丁目１２５ 

１番４地先から 

小倉南区葛原東三丁目１２７ 

２番１地先まで 

5.8

～

6.9

212.2

６３３９ 朽網東 

４０号 

線 

小倉南区朽網東三丁目１３０ 

５番６地先から 

小倉南区朽網東三丁目１３１ 

０番１地先まで 

4.0

～

5.3

114.7

３７８１ 塩屋１ 

２３号 

線 

若松区塩屋一丁目１番１０１ 

地先から 

若松区塩屋一丁目８番１０６ 

地先まで 

6.0 294.7

３７８２ 塩屋１ 若松区塩屋一丁目５番１１７ 6.0 170.6
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２４号 

線 

地先から 

若松区塩屋一丁目２番１０１ 

地先まで 

３８８３ 塩屋１ 

８３号 

線 

若松区塩屋一丁目１番１０７ 

地先から 

若松区塩屋一丁目１番１０１ 

地先まで 

5.8

～

6.0

92.1

３８９２ 塩屋１ 

８６号 

線 

若松区塩屋一丁目２番１０８ 

地先から 

若松区塩屋一丁目２番１０７ 

地先まで 

4.0 17.0

１８０７ 桃園２ 

１号線 

八幡東区桃園二丁目１６番４ 

地先から 

八幡東区桃園二丁目１０番３ 

０地先まで 

3.3

～

6.2

383.1

５８５２ 則松１ 

９１号 

線 

八幡西区泉ケ浦一丁目８６７ 

番４０５地先から 

八幡西区泉ケ浦一丁目８６６ 

番７７地先まで 

6.0

～

6.1

118.0

５８５３ 則松１ 

９２号 

線 

八幡西区則松七丁目８６５番 

１０地先から 

八幡西区則松七丁目８４３番 

１３地先まで 

6.0 150.5

５８５４ 則松１ 

９３号 

線 

八幡西区則松七丁目８６５番 

７地先から 

八幡西区則松七丁目８６５番 

１０地先まで 

6.0

～

6.4

46.2

７０３５ 真名子 

７号線 

八幡西区真名子二丁目３５４ 

番１地先から 

八幡西区真名子二丁目３０５ 

番１５７地先まで 

5.1

～

6.6

83.3

７０３６ 真名子 八幡西区真名子二丁目３０５ 6.0 138.3
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８号線 番１１５地先から 

八幡西区真名子二丁目３０５ 

番１５７地先まで 

７０３７ 真名子 

９号線 

八幡西区真名子二丁目３０５ 

番１５３地先から 

八幡西区真名子二丁目３０５ 

番８２地先まで 

6.0 21.0

７０６１ 真名子 

１１号 

線 

八幡西区真名子一丁目６１２ 

番６地先から 

八幡西区真名子一丁目６１９ 

番１地先まで 

4.0

～

5.0

55.7
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北九州市告示第１００号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のと 

おり道路の区域を変更する。 

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお 

いて、一般の縦覧に供する。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 道路の種類 市道 

２ 路線名等 

整理番号 路線名 変更

前後

の別 

区域変更の区間 幅員 

(ｍ) 

延長 

(ｍ) 

７２３ 吉志１ 

号線 

前 門司区大字吉志１７１７番 

１地先から 

門司区大字吉志１４７９番 

地先まで 

3.5

～

9.9

479.7

  後 門司区吉志四丁目１７１７ 

番１地先から 

門司区大字吉志１４７９番 

地先まで 

3.5

～

9.6

479.5

１４１０ 吉志３ 

９号線 

前 門司区大字吉志１７１６番 

１地先から 

門司区大字吉志１０５４番 

６地先まで 

2.4

～

4.8

37.7

  後 門司区吉志四丁目１７１６ 

番１地先から 

門司区吉志四丁目１７１７ 

番２地先まで 

2.7

～

2.9

36.7

１４１８ 吉志４ 

７号線 

前 門司区大字吉志１７２０番 

１４地先から 

門司区大字吉志１００６番 

３地先まで 

2.2

～

8.5

361.8
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  後 門司区吉志四丁目１７２０ 

番１４地先から 

門司区大字吉志１００６番 

３地先まで 

2.2

～

8.5

361.7

１５１７ 吉志１ 

４６号 

線 

前 門司区大字吉志１７１６番 

１地先から 

門司区大字吉志１２６２番 

２地先まで 

5.6

～

10.4

1,149.5

  後 門司区吉志四丁目１７１６ 

番５地先から 

門司区大字吉志１２６２番 

２地先まで 

5.6

～

7.8

1,149.9

１３３２ 大手町 

６号線 

前 小倉北区大手町３３番地先 

から 

小倉北区大手町２１番４地 

先まで 

4.0

～

26.0

443.0

  後 小倉北区大手町３３番地先 

から 

小倉北区大手町２１番４地 

先まで 

4.0

～

12.1

443.0

１５００ 片野３ 

３号線 

前 小倉北区片野四丁目２７１ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２０７ 

番地先まで 

5.6

～

7.0

364.4

  後 小倉北区片野四丁目２７１ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２０３ 

番地先まで 

5.6

～

5.9

364.8

１５０１ 片野３ 

４号線 

前 小倉北区片野五丁目１４２ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２０６ 

番地先まで 

5.0

～

6.8

392.7
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  後 小倉北区片野五丁目１４２ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２０６ 

番地先まで 

5.9

～

6.8

392.5

１５０３ 片野３ 

６号線 

前 小倉北区片野四丁目１５２ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２７８ 

番地先まで 

5.8

～

10.4

152.1

  後 小倉北区片野四丁目１５２ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２７８ 

番地先まで 

5.8

～

6.0

152.1

１５０４ 片野３ 

７号線 

前 小倉北区片野三丁目４０番 

地先から 

小倉北区片野四丁目２３３ 

番地先まで 

5.6

～

8.2

842.9

  後 小倉北区片野三丁目４０番 

地先から 

小倉北区片野四丁目２３３ 

番地先まで 

5.6

～

8.2

842.9

１５０５ 片野３ 

８号線 

前 小倉北区片野四丁目２２６ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２２７ 

番地先まで 

3.7 24.9

  後 小倉北区片野四丁目２２６ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目２２７ 

番地先まで 

3.7

～

3.8

24.8

１５０６ 片野３ 

９号線 

前 小倉北区片野四丁目２０９ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目１９７ 

番地先まで 

5.7

～

5.8

20.1
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  後 小倉北区片野四丁目２０９ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目１９７ 

番地先まで 

5.7

～

6.0

20.1

１５１２ 片野４ 

５号線 

前 小倉北区片野四丁目１８８ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目１７１ 

番地先まで 

3.7

～

4.0

84.5

  後 小倉北区片野四丁目１８８ 

番地先から 

小倉北区片野四丁目１７１ 

番地先まで 

3.7

～

4.1

84.4

２７６５ 日明１ 

３号線 

前 小倉北区日明三丁目１１６ 

５番１地先から 

小倉北区日明三丁目１８７ 

６番地先まで 

1.1

～

5.5

197.4

  後 小倉北区日明三丁目１１６ 

５番１地先から 

小倉北区日明三丁目１８７ 

６番地先まで 

0.8

～

5.5

199.1

２９５２ 若富士 

町３号 

線 

前 小倉北区若富士町５番地先 

から 

小倉北区若富士町３２番地 

先まで 

5.8

～

6.1

198.7

  後 小倉北区若富士町５番地先 

から 

小倉北区若富士町３２番地 

先まで 

5.8

～

6.1

198.4

５３５ 湯川飛 

行場線 

前 小倉南区湯川五丁目８６３ 

番５地先から 

小倉南区大字曽根３３２６ 

番３地先まで 

29.9

～

60.5

4,369.7
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  後 小倉南区湯川五丁目８６３ 

番５地先から 

小倉南区大字曽根３３２６ 

番３地先まで 

29.9

～

60.5

4,369.7

７０４ 中吉田 

吉田１ 

号線 

前 小倉南区中吉田二丁目１３ 

２３番１０地先から 

小倉南区中吉田四丁目１６ 

５５番１地先まで 

7.2

～

13.0

1,027.2

  後 小倉南区中吉田二丁目１３ 

２３番１０地先から 

小倉南区中吉田四丁目１６ 

５５番１地先まで 

9.9

～

24.8

1,032.4

７１４ 朽網３ 

号線 

前 小倉南区朽網東一丁目１３ 

２９番３地先から 

小倉南区大字朽網３３４２ 

番３地先まで 

3.3

～

15.0

1,724.8

  後 小倉南区朽網東一丁目１３ 

２９番３地先から 

小倉南区大字朽網３３４２ 

番３地先まで 

3.3

～

15.0

1,728.1

７１５ 朽網４ 

号線 

前 小倉南区朽網東二丁目７２ 

０番２地先から 

小倉南区朽網東一丁目９６ 

５番１地先まで 

4.1

～

13.1

287.7

  後 小倉南区朽網東二丁目７２ 

０番２地先から 

小倉南区朽網東一丁目９６ 

５番１地先まで 

9.5

～

12.7

308.3

１４３４ 北方７ 

号線 

前 小倉南区北方一丁目８８８ 

番９地先から 

小倉南区北方一丁目８９７ 

番４地先まで 

1.7

～

3.1

147.5
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  後 小倉南区北方一丁目８８８ 

番１地先から 

小倉南区北方一丁目８９７ 

番４地先まで 

1.7

～

3.1

147.7

１４３５ 北方８ 

号線 

前 小倉南区北方二丁目９０８ 

番１８地先から 

小倉南区北方二丁目８７６ 

番１地先まで 

1.5

～

3.2

102.2

  後 小倉南区北方二丁目９０８ 

番１８地先から 

小倉南区北方二丁目８７６ 

番１地先まで 

1.5

～

3.4

102.2

１４３９ 北方１ 

２号線 

前 小倉南区北方一丁目８７９ 

番２地先から 

小倉南区北方一丁目８８５ 

番３地先まで 

3.0

～

4.7

91.5

  後 小倉南区北方一丁目８７９ 

番１３地先から 

小倉南区北方一丁目８８５ 

番３地先まで 

3.0

～

4.9

91.7

１４４０ 北方１ 

３号線 

前 小倉南区北方二丁目８７７ 

番１３地先から 

小倉南区北方二丁目８７５ 

番３地先まで 

4.0

～

4.9

97.3

  後 小倉南区北方二丁目８７７ 

番１３地先から 

小倉南区北方二丁目８７５ 

番３地先まで 

4.0

～

4.9

97.2

１４４１ 北方１ 

４号線 

前 小倉南区北方一丁目９２６ 

番２地先から 

小倉南区北方一丁目９２９ 

番１地先まで 

4.4

～

5.0

95.9
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  後 小倉南区北方一丁目９２６ 

番２地先から 

小倉南区北方一丁目９２９ 

番１地先まで 

4.4

～

4.9

96.5

１５４１ 朽網８ 

号線 

前 小倉南区大字朽網１３１５ 

番１地先から 

小倉南区大字朽網２２８４ 

番１地先まで 

1.9

～

5.4

392.1

  後 小倉南区朽網東三丁目１３ 

１５番１地先から 

小倉南区大字朽網２２８４ 

番１地先まで 

1.9

～

5.4

391.3

１５５２ 朽網１ 

９号線 

前 小倉南区朽網東一丁目２０ 

５９番１地先から 

小倉南区大字朽網２０９５ 

番４地先まで 

3.0

～

5.6

216.1

  後 小倉南区朽網東一丁目２０ 

５９番１地先から 

小倉南区大字朽網２０９５ 

番４地先まで 

3.0

～

5.6

216.2

１５７２ 朽網３ 

９号線 

前 小倉南区朽網東一丁目１３ 

７０番５地先から 

小倉南区大字朽網１３３４ 

番４地先まで 

1.7

～

7.1

173.0

  後 小倉南区朽網東一丁目１３ 

７０番５地先から 

小倉南区大字朽網１３３４ 

番４地先まで 

1.7

～

7.1

173.0

１５８６ 朽網５ 

３号線 

前 小倉南区朽網東一丁目９５ 

８番１地先から 

小倉南区朽網東一丁目１３ 

７４番３地先まで 

1.5 28.6
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  後 小倉南区朽網東一丁目９５ 

７番１地先から 

小倉南区朽網東一丁目１３ 

７４番３地先まで 

1.5 6.9

１５８８ 朽網５ 

５号線 

前 小倉南区大字朽網１３７５ 

番１地先から 

小倉南区大字朽網１３７７ 

番２地先まで 

4.6

～

6.6

43.8

  後 小倉南区朽網東一丁目１３ 

７５番３地先から 

小倉南区大字朽網１３７７ 

番２地先まで 

4.6

～

7.0

28.1

１８５７ 葛原東 

２号線 

前 小倉南区葛原東三丁目１３ 

１２番１地先から 

小倉南区葛原東四丁目１３ 

２６番３５地先まで 

2.5

～

7.8

646.0

  後 小倉南区葛原東三丁目１３ 

１２番１地先から 

小倉南区葛原東四丁目１３ 

２６番３５地先まで 

3.1

～

7.8

645.6

２１３４ 下城野 

２号線 

前 小倉南区下城野一丁目６１ 

１番６地先から 

小倉南区下城野一丁目１７ 

０番１地先まで 

3.6

～

4.3

100.3

  後 小倉南区下城野一丁目６１ 

１番１０地先から 

小倉南区下城野一丁目１７ 

０番１地先まで 

3.6

～

4.3

100.0

２２１０ 城野２ 

号線 

前 小倉南区城野四丁目６１２ 

番３地先から 

小倉南区城野四丁目６６６ 

番１地先まで 

8.3

～

9.9

418.3
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  後 小倉南区城野四丁目６１７ 

番１１地先から 

小倉南区城野四丁目６６６ 

番１地先まで 

8.3

～

9.9

418.3

２２２２ 城野１ 

４号線 

前 小倉南区城野四丁目６２１ 

番１１地先から 

小倉南区城野二丁目７６８ 

番２地先まで 

3.5

～

6.7

404.0

  後 小倉南区城野四丁目６２１ 

番１１地先から 

小倉南区城野二丁目７６８ 

番２地先まで 

3.5

～

6.6

403.8

３１１８ 中吉田 

２７号 

線 

前 小倉南区中吉田二丁目１３ 

２９番１地先から 

小倉南区中吉田二丁目１３ 

３３番３地先まで 

5.3

～

7.3

107.9

  後 小倉南区中吉田二丁目１３ 

３１番１地先から 

小倉南区中吉田二丁目１３ 

３３番３地先まで 

5.3

～

6.5

92.0

３１１９ 中吉田 

２８号 

線 

前 小倉南区中吉田三丁目１３ 

３５番４３地先から 

小倉南区中吉田三丁目１４ 

０５番地先まで 

2.4

～

8.0

363.9

  後 小倉南区中吉田三丁目１３ 

３５番６地先から 

小倉南区中吉田三丁目１４ 

０５番地先まで 

2.3

～

8.0

364.5

３１２０ 中吉田 

２９号 

線 

前 小倉南区中吉田二丁目１３ 

８５番４地先から 

小倉南区中吉田二丁目１７ 

０５番１地先まで 

2.7

～

4.0

242.8
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  後 小倉南区中吉田二丁目１７ 

０８番１地先から 

小倉南区中吉田二丁目１７ 

０５番１地先まで 

2.7

～

4.0

237.8

３１２１ 中吉田 

３０号 

線 

前 小倉南区中吉田四丁目１３ 

８８番５地先から 

小倉南区中吉田三丁目１４ 

０６番３地先まで 

2.6

～

5.8

153.2

  後 小倉南区中吉田三丁目１３ 

８７番９地先から 

小倉南区中吉田三丁目１４ 

０６番３地先まで 

2.6

～

5.8

153.7

３１４３ 中吉田 

５２号 

線 

前 小倉南区中吉田二丁目１３ 

４４番１地先から 

小倉南区中吉田二丁目１３ 

８５番１地先まで 

8.2

～

8.7

77.6

  後 小倉南区中吉田二丁目１３ 

４４番１地先から 

小倉南区中吉田二丁目１３ 

８５番１地先まで 

8.3

～

8.8

73.1

３１４４ 中吉田 

５３号 

線 

前 小倉南区中吉田二丁目１３ 

５３番１地先から 

小倉南区中吉田二丁目１３ 

５０番地先まで 

2.3

～

2.4

16.7

  後 小倉南区中吉田二丁目１３ 

５３番１地先から 

小倉南区中吉田二丁目１３ 

５０番１地先まで 

1.6

～

1.8

5.6

３１５６ 中吉田 

６５号 

線 

前 小倉南区中吉田三丁目１３ 

４１番１３地先から 

小倉南区中吉田三丁目１３ 

４１番１０地先まで 

5.1

～

5.6

59.7
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  後 小倉南区中吉田三丁目１３ 

４１番１３地先から 

小倉南区中吉田三丁目１３ 

４１番１０地先まで 

4.9

～

5.8

59.4

３７３６ 富士見 

２号線 

前 小倉南区富士見一丁目７９ 

２番１１地先から 

小倉南区富士見一丁目６２ 

８番２地先まで 

1.5

～

5.8

138.7

  後 小倉南区富士見一丁目７９ 

２番１地先から 

小倉南区富士見一丁目６２ 

８番２地先まで 

1.5

～

5.8

138.9

３７３７ 富士見 

３号線 

前 小倉南区富士見一丁目８０ 

０番１地先から 

小倉南区富士見一丁目８３ 

８番１０地先まで 

3.9

～

6.7

274.6

  後 小倉南区富士見一丁目８０ 

０番１地先から 

小倉南区富士見一丁目８３ 

８番１０地先まで 

3.9

～

5.8

275.2

３７３８ 富士見 

４号線 

前 小倉南区富士見二丁目５６ 

８番１地先から 

小倉南区富士見二丁目５７ 

１番２地先まで 

5.7

～

7.3

74.7

  後 小倉南区富士見二丁目５６ 

８番１地先から 

小倉南区富士見二丁目５７ 

１番２地先まで 

5.1

～

7.3

75.0

３７３９ 富士見 

５号線 

前 小倉南区富士見二丁目５６ 

６番３地先から 

小倉南区富士見二丁目５６ 

１番２地先まで 

11.9 92.0
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  後 小倉南区富士見二丁目５６ 

６番３地先から 

小倉南区富士見二丁目５６ 

１番２地先まで 

11.9

～

12.1

92.4

３７４０ 富士見 

６号線 

前 小倉南区富士見二丁目５８ 

１番１地先から 

小倉南区富士見二丁目５８ 

７番２地先まで 

5.5

～

7.5

172.1

  後 小倉南区富士見二丁目５８ 

１番１地先から 

小倉南区富士見二丁目５８ 

７番２地先まで 

5.5

～

7.5

172.1

３９９１ 湯川１ 

４号線 

前 小倉南区湯川三丁目１９３ 

番６地先から 

小倉南区湯川三丁目１９６ 

番２５地先まで 

2.3

～

8.5

244.7

  後 小倉南区湯川三丁目１９３ 

番６地先から 

小倉南区湯川三丁目１９６ 

番２５地先まで 

2.3

～

7.1

244.6

４４６７ 北方５ 

６号線 

前 小倉南区北方二丁目９０８ 

番１地先から 

小倉南区北方二丁目９１１ 

番８地先まで 

1.7

～

12.5

100.4

  後 小倉南区北方二丁目９０４ 

番４地先から 

小倉南区北方二丁目９１１ 

番８地先まで 

1.6

～

12.5

100.4

４６９４ 朽網東 

４号線 

前 小倉南区朽網東一丁目９５ 

５番１地先から 

小倉南区朽網東一丁目９６ 

１番１地先まで 

4.0 37.2
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  後 小倉南区朽網東一丁目９５ 

５番１地先から 

小倉南区朽網東一丁目９６ 

１番１地先まで 

4.0 19.9

４８０５ 朽網東 

６号線 

前 小倉南区朽網東三丁目１３ 

１１番１地先から 

小倉南区朽網東三丁目１３ 

０６番３地先まで 

8.5

～

12.4

111.6

  後 小倉南区朽網東三丁目１３ 

１１番１地先から 

小倉南区朽網東三丁目１３ 

０７番３地先まで 

4.1

～

8.3

47.1

５１６２ 中吉田 

１２２ 

号線 

前 小倉南区中吉田三丁目１３ 

８７番９地先から 

小倉南区中吉田三丁目１３ 

８７番５地先まで 

3.6

～

5.5

48.0

  後 小倉南区中吉田三丁目１３ 

８７番９地先から 

小倉南区中吉田三丁目１３ 

８７番５地先まで 

3.6

～

4.0

48.6

５８６７ 朽網東 

２０号 

線 

前 小倉南区朽網東四丁目５９ 

番１地先から 

小倉南区朽網東四丁目９０ 

番１３地先まで 

8.0

～

13.3

86.9

  後 小倉南区朽網東四丁目５９ 

番１地先から 

小倉南区朽網東四丁目９０ 

番１３地先まで 

7.3

～

9.2

87.1

５０１ 中央桃 

園１号 

線 

前 八幡東区中央二丁目３０番 

２地先から 

八幡東区桃園四丁目２番地 

先まで 

14.5

～

34.2

3,060.7
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  後 八幡東区中央二丁目３０番 

２地先から 

八幡東区桃園四丁目２番地 

先まで 

14.5

～

34.2

3,060.6

１６０４ 春の町 

２１号 

線 

前 八幡東区春の町二丁目３３ 

番４地先から 

八幡東区春の町二丁目３０ 

番２地先まで 

1.8

～

4.2

51.9

  後 八幡東区春の町二丁目３３ 

番４地先から 

八幡東区春の町二丁目３０ 

番２地先まで 

1.8

～

4.2

52.0

７６０ 野面金 

剛１号 

線 

前 八幡西区大字野面８６４番 

１地先から 

八幡西区大字金剛１０２７ 

番３地先まで 

2.7

～

17.2

1,982.9

  後 八幡西区大字野面８６４番 

１地先から 

八幡西区大字金剛１０２７ 

番３地先まで 

2.7

～

16.7

1,983.3

２７６２ 楠橋１ 

６０号 

線 

前 八幡西区大字楠橋４０６番 

２地先から 

八幡西区大字楠橋３０５番 

１０地先まで 

2.0

～

5.2

329.6

  後 八幡西区大字楠橋４０６番 

２地先から 

八幡西区大字楠橋３０５番 

１０地先まで 

2.0

～

8.1

328.5

２７６４ 楠橋１ 

６２号 

線 

前 八幡西区大字楠橋４５３番 

７地先から 

八幡西区大字楠橋３１８番 

１地先まで 

8.0

～

12.1

453.1
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  後 八幡西区大字楠橋４５３番 

７地先から 

八幡西区大字楠橋３１８番 

１地先まで 

8.0

～

12.1

453.4

３６６９ 大膳１ 

号線 

前 八幡西区大膳一丁目８９番 

７１地先から 

八幡西区大膳一丁目６５番 

１地先まで 

4.0

～

7.3

183.9

  後 八幡西区大膳一丁目８９番 

７１地先から 

八幡西区大膳一丁目７３番 

２地先まで 

4.0

～

7.3

173.6

３６７０ 大膳２ 

号線 

前 八幡西区大膳一丁目１４２ 

９番地先から 

八幡西区大膳一丁目６８番 

１地先まで 

4.8

～

8.5

400.8

  後 八幡西区大膳一丁目１４２ 

９番地先から 

八幡西区大膳一丁目定格橋 

まで 

4.8

～

8.5

416.2

３６７３ 大膳５ 

号線 

前 八幡西区大膳一丁目６５番 

１地先から 

八幡西区大字折尾５８番３ 

地先まで 

4.8

～

6.3

128.3

  後 八幡西区大膳一丁目みよし 

橋から 

八幡西区大字折尾５８番３ 

地先まで 

5.3

～

6.2

140.4

３６７４ 大膳６ 

号線 

前 八幡西区大膳二丁目９１９ 

番１３地先から 

八幡西区大膳二丁目９５６ 

番１地先まで 

3.4

～

6.7

684.6
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  後 八幡西区大膳二丁目９１９ 

番１３地先から 

八幡西区大膳二丁目９５６ 

番１地先まで 

3.4

～

6.7

683.6

３６７５ 大膳７ 

号線 

前 八幡西区大膳二丁目１０９ 

４番２地先から 

八幡西区大膳二丁目９２４ 

番１３地先まで 

2.6

～

8.1

387.1

  後 八幡西区大膳二丁目１０９ 

４番２地先から 

八幡西区大膳二丁目９２４ 

番１３地先まで 

2.6

～

8.1

387.2

４２２５ 野面３ 

８号線 

前 八幡西区野面二丁目２４１ 

５番３地先から 

八幡西区野面二丁目２２６ 

９番１地先まで 

4.1

～

5.6

229.2

  後 八幡西区野面二丁目四郎丸 

小橋から 

八幡西区野面二丁目２２６ 

９番１地先まで 

4.1

～

5.6

229.2

５５４１ 若葉８ 

３号線 

前 八幡西区若葉三丁目５３５ 

番１地先から 

八幡西区若葉三丁目５３３ 

番３地先まで 

4.6

～

6.0

108.7

  後 八幡西区若葉三丁目５３４ 

番７地先から 

八幡西区若葉三丁目５３３ 

番３地先まで 

4.6

～

6.0

112.8

５８１４ 真名子 

１号線 

前 八幡西区真名子一丁目６０ 

９番１地先から 

八幡西区真名子一丁目６１ 

５番１地先まで 

2.9

～

6.3

263.9
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  後 八幡西区真名子一丁目６０ 

９番１地先から 

八幡西区真名子一丁目６１ 

５番１地先まで 

2.9

～

6.4

263.6
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北九州市告示第１０１号

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次のと

おり令和２年３月３１日から道路の供用を開始する。

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお

いて、一般の縦覧に供する。

  令和２年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

１ 道路の種類 市道

２ 路線名等

整理番号 路線名 供用開始の区間

７２３ 吉志１号

線

門司区吉志四丁目１７１７番１地先から

門司区大字吉志１４７９番地先まで

１４１０ 吉志３９

号線

門司区吉志四丁目１７１６番１地先から

門司区吉志四丁目１７１７番２地先まで

１４１８ 吉志４７

号線

門司区吉志四丁目１７２０番１４地先から

門司区大字吉志１００６番３地先まで

１５１７ 吉志１４

６号線

門司区吉志四丁目１７１６番５地先から

門司区大字吉志１２６２番２地先まで

１３３２ 大手町６

号線

小倉北区大手町３３番地先から

小倉北区大手町２１番４地先まで

１５００ 片野３３

号線

小倉北区片野四丁目２７１番地先から

小倉北区片野四丁目２０３番地先まで

１５０１ 片野３４

号線

小倉北区片野五丁目１４２番地先から

小倉北区片野四丁目２０６番地先まで

１５０３ 片野３６

号線

小倉北区片野四丁目１５２番地先から

小倉北区片野四丁目２７８番地先まで

１５０４ 片野３７

号線

小倉北区片野三丁目４０番地先から

小倉北区片野四丁目２３３番地先まで
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１５０５ 片野３８

号線

小倉北区片野四丁目２２６番地先から

小倉北区片野四丁目２２７番地先まで

１５０６ 片野３９

号線

小倉北区片野四丁目２０９番地先から

小倉北区片野四丁目１９７番地先まで

１５１２ 片野４５

号線

小倉北区片野四丁目１８８番地先から

小倉北区片野四丁目１７１番地先まで

２７６５ 日明１３

号線

小倉北区日明三丁目１１６５番１地先から

小倉北区日明三丁目１８７６番地先まで

２９５２ 若富士町

３号線

小倉北区若富士町５番地先から

小倉北区若富士町３２番地先まで

３４００ 大手町１

１号線

小倉北区大手町２６番３地先から

小倉北区大手町２７番１地先まで

５３５ 湯川飛行

場線

小倉南区湯川五丁目８６３番５地先から

小倉南区大字曽根３３２６番３地先まで

７０４ 中吉田吉

田１号線

小倉南区中吉田二丁目１３２３番１０地先から

小倉南区中吉田四丁目１６５５番１地先まで

７１４ 朽網３号

線

小倉南区朽網東一丁目１３２９番３地先から

小倉南区大字朽網３３４２番３地先まで

７１５ 朽網４号

線

小倉南区朽網東二丁目７２０番２地先から

小倉南区朽網東一丁目９６５番１地先まで

１４３４ 北方７号

線

小倉南区北方一丁目８８８番１地先から

小倉南区北方一丁目８９７番４地先まで

１４３５ 北方８号

線

小倉南区北方二丁目９０８番１８地先から

小倉南区北方二丁目８７６番１地先まで

１４３９ 北方１２

号線

小倉南区北方一丁目８７９番１３地先から

小倉南区北方一丁目８８５番３地先まで

１４４０ 北方１３

号線

小倉南区北方二丁目８７７番１３地先から

小倉南区北方二丁目８７５番３地先まで
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１４４１ 北方１４

号線

小倉南区北方一丁目９２６番２地先から

小倉南区北方一丁目９２９番１地先まで

１５４１ 朽網８号

線

小倉南区朽網東三丁目１３１５番１地先から

小倉南区大字朽網２２８４番１地先まで

１５７２ 朽網３９

号線

小倉南区朽網東一丁目１３７０番５地先から

小倉南区大字朽網１３３４番４地先まで

１５８６ 朽網５３

号線

小倉南区朽網東一丁目９５７番１地先から

小倉南区朽網東一丁目１３７４番３地先まで

１５８８ 朽網５５

号線

小倉南区朽網東一丁目１３７５番３地先から

小倉南区大字朽網１３７７番２地先まで

１８５７ 葛原東２

号線

小倉南区葛原東三丁目１３１２番１地先から

小倉南区葛原東四丁目１３２６番３５地先まで

２１３４ 下城野２

号線

小倉南区下城野一丁目６１１番１０地先から

小倉南区下城野一丁目１７０番１地先まで

２２１０ 城野２号

線

小倉南区城野四丁目６１７番１１地先から

小倉南区城野四丁目６６６番１地先まで

２２２２ 城野１４

号線

小倉南区城野四丁目６２１番１１地先から

小倉南区城野二丁目７６８番２地先まで

３１１８ 中吉田２

７号線

小倉南区中吉田二丁目１３３１番１地先から

小倉南区中吉田二丁目１３３３番３地先まで

３１１９ 中吉田２

８号線

小倉南区中吉田三丁目１３３５番６地先から

小倉南区中吉田三丁目１４０５番地先まで

３１２０ 中吉田２

９号線

小倉南区中吉田二丁目１７０８番１地先から

小倉南区中吉田二丁目１７０５番１地先まで

３１２１ 中吉田３

０号線

小倉南区中吉田三丁目１３８７番９地先から

小倉南区中吉田三丁目１４０６番３地先まで

３１４３ 中吉田５

２号線

小倉南区中吉田二丁目１３４４番１地先から

小倉南区中吉田二丁目１３８５番１地先まで
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３１４４ 中吉田５

３号線

小倉南区中吉田二丁目１３５３番１地先から

小倉南区中吉田二丁目１３５０番１地先まで

３１５６ 中吉田６

５号線

小倉南区中吉田三丁目１３４１番１３地先から

小倉南区中吉田三丁目１３４１番１０地先まで

３７３６ 富士見２

号線

小倉南区富士見一丁目７９２番１地先から

小倉南区富士見一丁目６２８番２地先まで

３７３７ 富士見３

号線

小倉南区富士見一丁目８００番１地先から

小倉南区富士見一丁目８３８番１０地先まで

３７３８ 富士見４

号線

小倉南区富士見二丁目５６８番１地先から

小倉南区富士見二丁目５７１番２地先まで

３７３９ 富士見５

号線

小倉南区富士見二丁目５６６番３地先から

小倉南区富士見二丁目５６１番２地先まで

３７４０ 富士見６

号線

小倉南区富士見二丁目５８１番１地先から

小倉南区富士見二丁目５８７番２地先まで

３９９１ 湯川１４

号線

小倉南区湯川三丁目１９３番６地先から

小倉南区湯川三丁目１９６番２５地先まで

４４６７ 北方５６

号線

小倉南区北方二丁目９０４番４地先から

小倉南区北方二丁目９１１番８地先まで

４６９４ 朽網東４

号線

小倉南区朽網東一丁目９５５番１地先から

小倉南区朽網東一丁目９６１番１地先まで

４８０５ 朽網東６

号線

小倉南区朽網東三丁目１３１１番１地先から

小倉南区朽網東三丁目１３０７番３地先まで

５１６２ 中吉田１

２２号線

小倉南区中吉田三丁目１３８７番９地先から

小倉南区中吉田三丁目１３８７番５地先まで

５８２１ 朽網東１

９号線

小倉南区朽網東三丁目１３１０番２地先から

小倉南区朽網東三丁目１３１０番１地先まで

６２７２ 葛原東６

３号線

小倉南区葛原東三丁目１２５１番４地先から

小倉南区葛原東三丁目１２７２番１地先まで
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６３３９ 朽網東４

０号線

小倉南区朽網東三丁目１３０５番６地先から

小倉南区朽網東三丁目１３１０番１地先まで

３７８１ 塩屋１２

３号線

若松区塩屋一丁目１番１０１地先から

若松区塩屋一丁目８番１０６地先まで

３７８２ 塩屋１２

４号線

若松区塩屋一丁目５番１１７地先から

若松区塩屋一丁目２番１０１地先まで

３８８３ 塩屋１８

３号線

若松区塩屋一丁目１番１０７地先から

若松区塩屋一丁目１番１０１地先まで

３８９２ 塩屋１８

６号線

若松区塩屋一丁目２番１０８地先から

若松区塩屋一丁目２番１０７地先まで

５０１ 中央桃園

１号線

八幡東区中央二丁目３０番２地先から

八幡東区桃園四丁目２番地先まで

１８０７ 桃園２１

号線

八幡東区桃園二丁目１６番４地先から

八幡東区桃園二丁目１０番３０地先まで

７６０ 野面金剛

１号線

八幡西区大字野面８６４番１地先から

八幡西区大字金剛１０２７番３地先まで

２７６２ 楠橋１６

０号線

八幡西区大字楠橋４０６番２地先から

八幡西区大字楠橋３０５番１０地先まで

２７６４ 楠橋１６

２号線

八幡西区大字楠橋４５３番７地先から

八幡西区大字楠橋３１８番１地先まで

３６６９ 大膳１号

線

八幡西区大膳一丁目８９番７１地先から

八幡西区大膳一丁目７３番２地先まで

３６７０ 大膳２号

線

八幡西区大膳一丁目１４２９番地先から

八幡西区大膳一丁目定格橋まで

３６７３ 大膳５号

線

八幡西区大膳一丁目みよし橋から

八幡西区大字折尾５８番３地先まで

３６７４ 大膳６号

線

八幡西区大膳二丁目９１９番１３地先から

八幡西区大膳二丁目９５６番１地先まで
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３６７５ 大膳７号

線

八幡西区大膳二丁目１０９４番２地先から

八幡西区大膳二丁目９２４番１３地先まで

４２２５ 野面３８

号線

八幡西区野面二丁目四郎丸小橋から

八幡西区野面二丁目２２６９番１地先まで

５５４１ 若葉８３

号線

八幡西区若葉三丁目５３４番７地先から

八幡西区若葉三丁目５３３番３地先まで

５８１４ 真名子１

号線

八幡西区真名子一丁目６０９番１地先から

八幡西区真名子一丁目６１５番１地先まで

５８５２ 則松１９

１号線

八幡西区泉ケ浦一丁目８６７番４０５地先から

八幡西区泉ケ浦一丁目８６６番７７地先まで

５８５３ 則松１９

２号線

八幡西区則松七丁目８６５番１０地先から

八幡西区則松七丁目８４３番１３地先まで

５８５４ 則松１９

３号線

八幡西区則松七丁目８６５番７地先から

八幡西区則松七丁目８６５番１０地先まで

７０３５ 真名子７

号線

八幡西区真名子二丁目３５４番１地先から

八幡西区真名子二丁目３０５番１５７地先まで

７０３６ 真名子８

号線

八幡西区真名子二丁目３０５番１１５地先から

八幡西区真名子二丁目３０５番１５７地先まで

７０３７ 真名子９

号線

八幡西区真名子二丁目３０５番１５３地先から

八幡西区真名子二丁目３０５番８２地先まで

７０６１ 真名子１

１号線

八幡西区真名子一丁目６１２番６地先から

八幡西区真名子一丁目６１９番１地先まで
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北九州市告示第１０２号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市立第１緑地保育センター及び北九州市立第２緑地保育センターの親

子宿泊事業における使用料の徴収事務を次のとおり委託した。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治  

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

社会福祉法人北九州市

福祉事業団 

北九州市八幡東区中央

二丁目１番１号 

平成３１年４月１日か

ら令和元年６月３０日

まで 
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北九州市告示第１０３号 

 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３９条第１項の規定により、北九州

広域都市計画臨港地区の分区を次のとおり変更する。 

その関係図面は、北九州市港湾空港局港湾整備部計画課において一般の縦覧

に供する。 

  令和２年３月３１日 

北九州港港湾管理者 北九州市      

代表者 北九州市長 北 橋 健 治   

１ 分区の種類及び範囲 

（１） 商港区 

  北九州市門司区 

   新門司北一丁目の全部並びに新門司一丁目、新門司北二丁目、新門司北

三丁目、大字今津、大字猿喰、大字白野江、太刀浦海岸、大字田野浦、田

野浦海岸、大久保二丁目、旧門司一丁目、旧門司二丁目、浜町、東港町、

港町、西海岸一丁目、西海岸二丁目、西海岸三丁目、片上海岸、小森江一

丁目、大里本町一丁目、大里本町二丁目及び松原二丁目の各一部 

  北九州市小倉北区 

   末広二丁目、浅野二丁目、浅野三丁目及び西港町の各一部 

  北九州市若松区 

   大字二島、久岐の浜、本町一丁目、本町二丁目、北湊町、大字安瀬、響

町一丁目、響町二丁目、響町三丁目及び響町三丁目地先の各一部 

  北九州市八幡西区 

   洞北町の一部 

  北九州市戸畑区 

   大字中原、川代一丁目、川代二丁目、北鳥旗町及び銀座二丁目の各一部 

（２） 工業港区 

  北九州市門司区 

   新門司一丁目、新門司二丁目、新門司三丁目、新門司北三丁目、白野江

三丁目、大字田野浦、田野浦二丁目、田野浦海岸、新開、大久保二丁目、

大久保三丁目、瀬戸町、大里元町及び大里本町一丁目の各一部 

  北九州市小倉北区 

   浅野三丁目、許斐町、東港二丁目及び西港町の各一部 

  北九州市若松区 

柳崎町の全部並びに大字二島、赤岩町、藤ノ木二丁目、藤ノ木三丁目、

北浜一丁目、北浜二丁目、桜町、大字安瀬、響町一丁目、響町一丁目地先
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、響町二丁目、向洋町及び大字小竹地先の各一部 

北九州市八幡東区 

大字枝光、大字尾倉及び大字前田の各一部 

北九州市八幡西区 

東浜町、築地町、屋敷二丁目、舟町、大字藤田、大字熊手及び洞南町の

各一部 

北九州市戸畑区 

大字戸畑、大字中原、飛幡町、銀座二丁目、牧山五丁目及び牧山海岸の

各一部 

（３） 特殊物資港区 

北九州市小倉北区 

末広二丁目の一部 

（４） 漁港区 

北九州市門司区 

新門司二丁目、太刀浦海岸、大字田野浦、旧門司二丁目及び大里本町三

丁目の各一部 

北九州市小倉北区 

末広一丁目、末広二丁目及び西港町の各一部 

北九州市若松区 

浜町一丁目の一部 

北九州市戸畑区 

川代二丁目及び銀座二丁目の各一部 

（５） 保安港区 

北九州市門司区 

新門司二丁目及び瀬戸町の各一部 

北九州市小倉北区 

末広二丁目及び西港町の各一部 

北九州市戸畑区 

大字中原の一部 

（６） マリーナ港区 

北九州市門司区 

新門司北二丁目の一部 

（７） 修景厚生港区 

北九州市門司区 

 新門司北三丁目の一部 
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北九州市若松区 

本町一丁目及び響町一丁目の各一部 

北九州市八幡東区 

大字枝光の一部 

２ 北九州広域都市計画臨港地区分区指定図 

次の図面のとおり 
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藍島漁港区域

山口県

下関市

小倉南区

柄杓田漁港区域
門司区

小倉北区

戸畑区

若松区

八幡東区

八幡西区

脇田漁港区域

脇之浦漁港区域

北九州市

北九州広域都市計画臨港地区分区指定図

商 港 区

工 業 港 区

特 殊 物 資 港 区

漁 港 区

保 安 港 区

マ リ ー ナ 港 区

修 景 厚 生 港 区

無 分 区

凡　　例

4
1



北九州市告示第１０４号 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第６条第

１項の規定により、令和２年度の一般廃棄物処理実施計画を定めたので、北九

州市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成５年北九州市条例第２８号

）第１１条第１項の規定により、次のとおり告示する。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

令和２年度一般廃棄物処理実施計画 

１ 一般廃棄物の区分 

 （１） ごみ 

ア 市の施設で処分するもの 

区分 廃棄物の内容 

家庭ごみ 家庭から排出される日常生活に伴って生ずる生ごみ

、プラスチック類及び紙くず並びにこれらと性状が

同等に取り扱い得るもの 

家庭の住居と事業所が建物の構造上一体で、家庭か

ら排出されるものと事業活動に伴って排出される一

般廃棄物との区別が難しく、家庭並みのごみ量の事

業所から排出される一般廃棄物 

資源化物 家庭から排出されるかん、びん、ペットボトル、紙

製の容器包装（飲料を充てんするための容器（原材

料としてアルミニウムが利用されているものを除く

。）に限る。以下「紙パック」という。）及び発泡

スチロール製食品用トレイ（以下「トレイ」という

。） 

粗大ごみ（特

定家庭用機器

廃棄物を除く

。） 

家庭から排出される家具、寝具、電化製品、厨房器

具、自転車等で、家庭ごみ及び資源化物として収集

しないもの 

引越し等に伴い一時的に多量に家庭から排出される

もの 

動物の死体 犬、猫等小動物の死体 

その他 環境保全上処理を必要とする不法投棄ごみ等 

自己搬入ごみ

（特定家庭用 

事業活動に伴って排出される一般廃棄物であって、

家庭ごみ及び粗大ごみと同等のごみで、家庭から排 
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機器廃棄物並

びに事業活動

に伴って排出

される資源化

可能な紙くず

及び木くずを

除く。） 

出されるごみの処理に支障のない量のもののうち、

許可業者又は排出者自らが収集運搬するもの 

家庭から排出される資源化物以外のごみで、許可業

者又は排出者自らが収集運搬するもの 

注 特定家庭用機器廃棄物とは、特定家庭用機器再商品化法（平成１

０年法律第９７号）第２条第５項に定めるものをいう。以下同じ。 

イ 許可業者の施設で処分するもの 

区分 廃棄物の内容 

許可業者処理

ごみ 

家庭から排出される蛍光管、一次電池、水銀体温計

及び水銀血圧計で、許可業者により再資源化される

もの 

家庭から排出される家庭用電化製品（特定家庭用機

器廃棄物を除く。）で、許可業者により再資源化さ

れるもの 

家庭及び事業所から排出される紙くず、木くず及び

繊維くずで、許可業者により再資源化されるもの 

家庭から排出されるかん、びん及びペットボトルで

、許可業者により再資源化されるもの 

一般廃棄物焼却施設から排出される焼却灰及びばい

じんで、許可業者により再資源化されるもの 

事業所から排出される食品廃棄物で、許可業者によ

り再資源化されるもの 

リサイクル法

又は広域認定

制度により資

源化するもの 

家庭から排出される使用済小型電子機器等（以下「

小型家電」という。）及び使用済二次電池（以下「

二次電池」という。） 

特定家庭用機器廃棄物 

 家庭から排出されるプラスチック製容器包装 

家庭から排出されるパーソナルコンピューター、二

輪自動車及びＦＲＰ船 

注１ 使用済小型電子機器等とは、使用済小型電子機器等の再資源化の

促進に関する法律（平成２４年法律第５７号）第２条第２項に定める
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ものをいう。 

注２ 使用済二次電池とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規

則（昭和４６年厚生省令第３５号）第６条の１３各号のいずれにも該

当する一般廃棄物として環境大臣が定めるもののうち、廃密閉型蓄電

池をいう。 

ウ 製造業者等の再資源化施設で処分するもの 

区分 廃棄物の内容 

資源化物 家庭から排出される小型の金属類（粗大ごみとして定

めているものを除く。以下「小物金属」という。） 

特定家庭用

機器廃棄物 

家庭から排出される又は事業活動に伴って排出される

ユニット形エアコンディショナー（ウィンド形エアコ

 ンディショナー又は室内ユニットが壁掛け形若しくは

床置き形であるセパレート形エアコンディショナーに

限る。）、テレビジョン受信機（ブラウン管式並びに

液晶式及びプラズマ式のもの（液晶式のものについて

は、電源として一次電池又は蓄電池を使用しないもの

に限り、建築物に組み込むことができるように設計し

たものを除く。）に限る。）、電気冷蔵庫、電気冷凍

庫、電気洗濯機及び衣類乾燥機 

エ 市が処理委託した再資源化業者の施設で処分するもの 

区分 廃棄物の内容 

資源化物 家庭から排出される水銀使用廃製品（蛍光管、水銀体温

計、水銀血圧計及び水銀温度計に限る。以下同じ。） 

家庭から排出されるプラスチック製容器包装 

（２） し尿 

区分 廃棄物の内容 

市収集し尿 家庭から排出されるし尿で収集が必要なもの 

事業活動に伴って排出されるし尿で収集が必要なも

ののうち、計画収集が可能なもの 

自己搬入し尿 事業活動に伴って排出されるし尿で収集が必要なも

の 

（３） 浄化槽汚泥 

区分 廃棄物の内容 

浄化槽汚泥 浄化槽汚泥 
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２ 計画処理の概要 

区分 計画処理量 

ご
み

市収集ごみ ２０１，３００ｔ

自己搬入ごみ １５８，０００ｔ

許可業者処理ごみ １７，４００ｔ

動物の死体 ５，１００個

し
尿

市収集し尿 ６，０００ｋｌ

自己搬入し尿 ８，０００ｋｌ

浄化槽汚泥 １９，０００ｋｌ

   注 市収集ごみは、家庭ごみ、資源化物、粗大ごみ及びその他 

３ 処理計画 

  北九州市循環型社会形成推進基本計画に基づき、ごみの減量・資源化と適

正処理の取組を行う。 

 （１） ごみの排出抑制・再使用・再資源化計画 

  ア 排出抑制・再使用・再資源化の方法 

（ア） 家庭ごみの指定袋制度の実施 

指定袋による家庭ごみの収集を実施し、家庭ごみの排出量抑制を図

る。 

（イ） 資源化物の指定袋制度の実施 

指定袋による資源化物（市長が別に定めるものを除く。）の収集を

実施し、資源化物の排出抑制及び分別促進を図る。 

（ウ） 古紙リサイクルの促進 

家庭から排出される古紙が資源としてリサイクルされるよう、古紙

回収奨励金制度、回収用保管庫貸与制度、新聞販売店回収等により、

地域の実情に応じて雑がみを含めた古紙回収を促進する。また、事業

所から排出される古紙については、民間の古紙リサイクル施設へ収集

運搬されるように働きかけるほか、商店街等に古紙回収用保管庫を貸

与するオフィス町内会等により古紙回収を促進する。 

（エ） 古着リサイクルの促進 

  家庭から排出される古着のリサイクルを進めるため、回収奨励金制

度等により、分別排出に取り組みやすい体制づくりを図る。また、回
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収した古着の一部をリユースする。 

（オ） 生ごみ等食品廃棄物の３Ｒの促進 

家庭から排出される生ごみの減量化及び資源化を推進するため、生

ごみコンポスト化容器活用講座等の実施や、コンポストの用途拡大に

取り組む。また、「食品ロス」の削減に向け、「残しま宣言」運動に

よる周知啓発等を通じて、生ごみの排出抑制を図る。さらに、食品循

環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成１２年法律第１１６号

）を踏まえ、公共施設等の事業所から排出される食品廃棄物の減量及

び資源化の促進を図る。 

（カ） 小型家電リサイクルの促進 

  回収方法の拡充により、家庭から排出される小型家電のリサイクル

促進を図る。 

（キ） 適正包装等の促進 

家庭から排出されるごみの減量化を推進するため、マイバッグの利

用の促進を図る。また、簡易包装の普及等を通じて、過剰包装の抑制

を図る。 

（ク） 事業系一般廃棄物の減量化及び資源化の促進 

北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例に基づき、排出事

業者に対し、ごみの減量化及び資源化に関する指導を徹底し、事業系

一般廃棄物の減量化及び資源化を促進する。 

ａ ごみ処理マニュアルの作成や事業所戸別訪問による、ごみ減量化

・適正排出に向けた指導及び啓発 

ｂ 市の処理施設における搬入ごみ検査の強化による、適正処理と減

量・リサイクルの促進 

ｃ 古紙、かん、びん、廃木材、被服等資源化物のリサイクルの促進 

ｄ オフィス町内会の組織化の促進による古紙の減量化及び資源化の

促進 

ｅ 事業所から排出されるごみの組成調査 

ｆ 市役所内から排出されるごみの減量化及び資源化の徹底 

ｇ 事業者・市民・行政の連携による食品廃棄物の減量・資源化の促 

 進 

（ケ） ごみの減量・資源化及び適正処理に関する市民及び事業者に対

する広報及び啓発活動の実施 

ａ 環境ミュージアムの活用 

ｂ 「出前講演」の実施 
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ｃ ホームページの活用 

ｄ 環境情報誌「ていたんプレス」の発行 

ｅ 「大都市減量化・資源化共同キャンペーン」の実施 

ｆ 市民リサイクル啓発用映像の活用 

ｇ 「北九州市の環境」の発行 

ｈ ごみ処理施設等の施設見学の受入れ 

ｉ 北九州市３Ｒ活動推進表彰制度の推進 

ｊ 家庭ごみステーションにおける排出指導・啓発及び地域の取組支

援の実施 

ｋ その他 市民等がごみ問題に取り組むために必要な広報活動及び

情報提供 

  イ 再資源化の方法及び量 

再資源化の方法 計画処理量 

資源化物のうち、かん、びん及びペットボトルを

選別し、再資源化業者に引き渡す。 

９，１００ｔ

資源化物のうち、プラスチック製容器包装を選別

し、再資源化業者に引き渡す。 

７，２００ｔ

資源化物のうち、紙パック及びトレイを選別し、

再資源化業者に引き渡す。 

２２０ｔ

資源化物のうち、水銀使用廃製品を再資源化業者

に引き渡す。 

７０ｔ

資源化物のうち、小物金属を再資源化業者に引き

渡す。 

１６０ｔ

資源化物のうち、小型家電を再資源化業者に引き

渡す。 

１０ｔ

粗大ごみのうち、小型家電を再資源化業者に引き

渡す。 

   １６０ｔ

家庭から排出される古紙及び古着を地域で回収し

、再資源化業者に引き渡す。 

１９，１００ｔ

家庭から排出されるせん定枝を地域で回収し、再

資源化業者に引き渡す。 

１５０ｔ

家庭から排出される廃食用油を地域で回収し、再

資源化業者に引き渡す。 

     ６ｔ

家庭から排出される生ごみ等を家庭で堆肥化し利       ―
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用する  

家庭から排出されるインクカートリッジを市役所

及び区役所で回収し、再資源化業者に引き渡す。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の９

に基づく広域認定制度） 

      ―

家庭から排出される古着を区役所等公共施設、北

部九州・古着地域循環推進協議会に参加する事業

者の店頭等で回収し、再資源化業者に引き渡す。 

２９０ｔ

新門司工場に搬入されるごみを溶融処理した後に

スラグ及びメタルを回収し、再資源化業者に引き

渡す。 

スラグ  

１６，５００ｔ

メタル  

 ３，３００ｔ

日明工場（粗大ごみ資源化センター）に搬入され

るごみの中から鉄を回収し、再資源化業者に引き

渡す。 

８７０ｔ

皇后崎工場に搬入されるごみを焼却した後に発生

した焼却主灰を、再資源化業者に引き渡す。 

３００ｔ

事業活動に伴って排出される古紙を事業者版の集

団資源回収組織である「オフィス町内会」で回収

し、再資源化業者に引き渡す。 

２８０ｔ

事業活動に伴って排出される廃木材及びせん定枝

をチップ化し、再資源化する。 

１２，５００ｔ

事業活動に伴って排出される紙くずを再資源化す

る。 

 ４，０００ｔ

事業活動に伴って排出される食品廃棄物を再資源

化する。 

９００ｔ

  注 ペットボトル、トレイ、プラスチック製容器包装及びびん（白び

ん及び茶びんを除く。）については、公益財団法人日本容器包装リ

サイクル協会に引き渡して再資源化する。 

ウ 再資源化関連施設の概要 

施設名 処理

する

者 

再資源化

対象物 

所在地 処理方式 処理能力 

新門司 市 紙パック 門司区新 ストックヤード  
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工場  紙パック

及びトレ

イ 

門司区新

門司三丁

目７９番

地 

日明工

場（粗 

市 鉄 小倉北区

西港町９ 

クロスベルト角型

電磁式 

６ｔ／１

時間 

大ごみ

資源化

センタ

ー） 

  ６番地の

２ 

日明か

んびん

資源化

センタ

ー 

市 かん、び

ん及びペ

ットボト

ル 

小倉北区

西港町９

６番地の

２ 

アルミ缶の選別 

永久磁石回転プ

ーリー式 

スチール缶の選別

 クロスベルト角

型電磁式 

びん及びペットボ

トルの手選別 

５２．５

／５時間 

 直線ベルトコン

ベア式 

  紙パック

及びトレ

イ 

小倉北区

西港町９

６番地の

２ 

ストックヤード  

本城か

んびん

資源化

センタ

ー 

市 かん、び

ん及びペ

ットボト

ル 

八幡西区

洞北町７

番１０号 

アルミ缶の選別 

 永久磁石回転プ

ーリー式 

スチール缶の選別

電磁永磁併用吊

り下げ方式 

びん及びペットボ

トルの手選別 

 直線ベルトコン

ベア式 

６３ｔ／

５時間 
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  紙パック

及びトレ

イ 

八幡西区

洞北町７

番１０号 

ストックヤード  

北九州

市プラ

スチッ 

市 プラスチ

ック製容

器包装 

小倉北区

西港町８

６番地の 

揺動式ふるい 

直線ベルトコン

ンベア式 

６０ｔ／

１２時間 

ク資源

化セン

ター 

  １３   

木材開

発株式

会社の

施設 

許可

業者 

廃木材 若松区南

二島五丁

目３番２

号 

ハンマー式 １２０ｔ

／８時間 

ホクザ

イ運輸

株式会

社の施

設 

許可

業者 

廃木材 

せん定枝 

小倉北区

西港町７

２番地の

３２、３

３、３４

、３５及

び４２ 

ハンマー式 ７００ｔ

／８時間 

梅﨑礦

業株式

会社の

施設 

許可

業者 

廃木材 門司区新

門司三丁

目６７番

地１６ 

回転ナイフ式 １８ｔ／

８時間 

株式会

社金田

商店の

施設 

許可

業者 

廃木材 門司区新

門司三丁

目６７番

地６１ 

一軸破砕機 

（自走式） 

二軸破砕機 

（自走式） 

１７９．

９ｔ／８

時間 

株式会

社守恒

造園建

設の施

設 

許可

業者 

廃木材 

せん定枝 

小倉南区

大字堀越

４８３番

地の１及

び５１０

番地の１ 

回転ナイフ式 ４ｔ／８

時間 
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株式会

社野原

商会の 

施設 

許可

業者 

木くず 

紙くず 

繊維くず 

門司区新

門司三丁

目２５番

地 

二軸破砕機 

一軸破砕機 

圧縮梱包機 

４４．２

ｔ／５時

間 

株式会

社野原

商会の

施設 

許可

業者 

木くず 

紙くず 

繊維くず 

門司区新

門司三丁

目５２番

地 

二軸式破砕機 

圧縮梱包機 

１１４．

７ｔ／５

時間 

株式会

社坪井

商店の

施設 

許可

業者 

紙くず 小倉北区

高浜二丁

目７番４

７号 

油圧プレス式 １００ｔ

／８時間 

北九資

源株式

会社の

施設 

許可

業者 

紙くず 小倉北区

青葉一丁

目２番７

号 

油圧プレス式 ６０ｔ／

５時間 

株式会

社ジェ

イ・リ

ライツ

の施設 

許可

業者 

蛍光管 

一次電池 

水銀体温

計 

水銀血圧

計 

若松区響

町一丁目

６２番地

の１７ 

湿式二軸せん断破

砕機 

乾式スクリュー型

破砕機 

ハンマー式 

２３．９

ｔ 

／１２時

間 

九州メ

タル株

式会社

の施設 

許可

業者 

特定家庭

用機器廃

棄物（電

気冷蔵庫

及び電気

冷凍庫を

除く。使

用済ＦＲ

Ｐ船 

使用済パ

ーソナル

コンピュ 

小倉北区

西港町６

２番地４ 

破砕機 

選別機 

磁選機 

ふるい機 

２９６．

１ｔ／５

時間 
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  ーター 

使用済自

動二輪車 

小型家電 

西日本

家電リ

サイク

ル株式

会社の

施設 

許可

業者 

特定家庭

用機器廃

棄物 

若松区響

町一丁目

６２番地 

破砕機 

選別機 

磁選機 

減容機 

２９２．

８ｔ／２

４時間 

株式会

社リサ

イクル

テック

の施設 

許可

業者 

家庭用電

化製品（

特定家庭

用機器廃

棄物を除

く。） 

若松区響

町一丁目

６２番地

の１３及

び１４ 

縦型一軸せん断式

油圧プレス式 

３８．４

１ｔ／２

４時間 

九州製 

紙株式

会社の

施設 

許可 

業者 

紙 八幡東区 

大字前田

２１４２

番地の１ 

パルパー １３５ｔ

／２４時

間 

株式会

社西日

本ペー

パーリ

サイク

ルの施

設 

許可

業者 

紙 若松区響

町一丁目

６２番地 

横型ハンマー式 

縦型せん断式 

油圧プレス式 

９０．１

ｔ／５時

間 

株式会

社丸清

の施設 

許可

業者 

紙 若松区南

二島四丁

目２番１

８号 

油圧プレス式 １０２ｔ

／５時間 

有限会

社ＫＡ

ＲＳの

許可

業者 

かん、び

ん、ペッ

トボトル

若松区響

町一丁目

６２番地

アルミ缶の選別 

 高磁力回転ドラ

ム方式 

９６ｔ／

２４時間 
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施設 及び紙コ

ップ 

の１９ スチール缶の選別

吊り下げ磁石方

式 

びん、ペットボト

ル及び紙コップの

手選別 

 直線ベルトコン

ベア式 

西日本

ペット

ボトル

リサイ

クル株

式会社

の施設 

許可

業者 

ペットボ

トル 

若松区響

町一丁目

６２番地 

フレーク処理 

ペレット処理 

９８．３

ｔ／２４

時間 

日本製

鉄株式

会社の

施設 

許可

業者 

プラスチ

ック製容

器包装 

八幡東区

大字前田

２１４５

番地の２ 

破砕機 

選別機 

減容成形機 

２１６ｔ

／２４時

間 

三菱マ

テリア

ル株式

会社の

施設 

許可

業者 

焼却灰 八幡西区

洞南町１

番１号 

水洗設備 

ロータリーキルン

式焼成炉 

１２０ｔ

／２４時

間 

北九州

アッシ

ュリサ

イクル

システ

ムズ株

式会社

の施設 

許可

業者 

ばいじん 戸畑区牧

山五丁目

１番１号 

水洗設備 

ロータリーキルン

式乾燥炉 

１１６ｔ

／２４時

間 

日本磁

力選鉱 

許可

業者 

小型家電 

二次電池 

若松区響

町一丁目 

小型家電 

回転式破砕 

小型家電 

４２．５ 
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株式会

社の施

設 

  ７９番地

の４、５

、６、７

、８及び

９ 

磁力選別 

ふるい選別 

二次電池 

 蒸気加熱式熱分

解炉 

ｔ／５時

間 

二次電池 

４．５ｔ

／２４時

間 

山光金

属株式

会社の

施設 

許可

業者 

小型家電 若松区響

町一丁目

１３番地

４ 

二軸破砕機 

シュレッダー 

分級選別 

６９．９

ｔ／５時

間 

楽しい

株式会

社 

許可

業者 

食品廃棄

物 

若松区向

洋町１０

番地１ 

粉砕機 

脱水機 

４．５ｔ 

/ ２４時

間 

エ リサイクルの推進、地域全体のゼロ・エミッションの実現及び循環 

型社会構築に資するために、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（昭和４６年政令第３００号）第４条に基づき、本市が承諾した場合に

広域的な受入れ処理を行うことができる再資源化施設の概要 

施設名 処理

する

者 

再資源化

対象物 

所在地 処理方式 処理能力 

日明か

んびん

資源化

センタ

ー 

市 ペットボ

トル 

小倉北区

西港町９

６番地の

２ 

ペットボトルの手

選別 

直線ベルトコン

ベア式 

５２．５

ｔ／５時

間 

本城か

んびん

資源化

センタ

ー 

市 ペットボ

トル 

八幡西区

洞北町７

番１０号 

ペットボトルの手

選別 

直線ベルトコン

ベア式 

６３ｔ／

５時間 

北九州

市プラ

スチッ

ク資源 

市 プラスチ

ック製容

器包装 

小倉北区

西港町８

６番地の

１３ 

揺動式ふるい 

直線ベルトコン

ベア式 

６０ｔ／

１２時間 
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センタ

ー 

木材開

発株式

会社の

施設 

許可

業者 

廃木材 若松区南

二島五丁 

目３番２

号 

ハンマー式 １２０ｔ

／８時間 

ホクザ

イ運輸 

株式会

社の施

設 

許可

業者 

廃木材 

せん定枝 

小倉北区

西港町７

２番地の

３２、３

３、３４

、３５及 

び４２ 

ハンマー式 ７００ｔ

／８時間 

株式会

社ジェ

イ・リ

ライツ

の施設 

許可

業者 

蛍光管 

一次電池 

水銀体温

計 

水銀血圧

計 

若松区響

町一丁目

６２番地

の１７ 

湿式二軸せん断破

砕機 

乾式スクリュー型

破砕機 

ハンマー式 

２３．９

／１２時

間 

株式会

社リサ

イクル

テック

の施設 

許可

業者 

家庭用電

化製品（

特定家庭

用機器廃

棄物を除

く。） 

若松区響

町一丁目

６２番地

の１３及

び１４ 

縦型一軸せん断式

油圧プレス式 

３８．４

１ｔ／２

４時間 

有限会

社ＫＡ

ＲＳの

施設 

許可

業者 

かん、び

ん、ペッ

トボトル

及び紙コ

ップ 

若松区響

町一丁目

６２番地

１９ 

アルミ缶の選別 

 高磁力回転ドラ

ム方式 

スチール缶の選別

吊り下げ磁石方

式 

びん、ペットボト

ル及び紙コップの

手選別 

９６ｔ／

２４時間 
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     直線ベルトコン

ベア式 

九州製 

紙株式

会社の

施設 

許可 

業者 

紙 八幡東区 

大字前田

２１４２

番地の１ 

パルパー １３５ｔ

／２４時

間 

三菱マ

テリア

ル株式

会社の

施設 

許可

業者 

焼却灰 八幡西区

洞南町１

番１号 

水洗設備 

ロータリーキルン

式焼成炉 

１２０ｔ

／２４時

間 

北九州

アッシ

ュリサ

イクル

システ

ムズ株

式会社

の施設 

許可

業者 

ばいじん 戸畑区牧

山五丁目

１番１号 

水洗設備 

ロータリーキルン

式乾燥炉 

１１６ｔ

／２４時

間 

（２）持ち出し、収集運搬の方法等及び量 

  ア ごみ 

区分 収集

する

者 

収集区

域の範

囲 

収集

回数 

持ち出し及び

収集運搬の方

法 

収集運搬する量 処分の

方法 

家庭

ごみ 

市 市全域 週２

回 

ポリ袋ステー

ション方式に

より収集する

。排出者は、

収集日当日の

午前８時３０

分までに市長

が指定する袋

に入れて所定

の家庭ごみス

１７６，０００

ｔ 

焼却 
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    テーションに

持ち出す。 

※ふれあい収

集にあっては

、週１回戸別

収集する。排

出者は、収集

日当日の午前

８時３０分ま

でに市長が指

定する袋に入

れて所定の場

所に持ち出す

。 

資源

化物

（か

ん及

びび

んに

限る

。） 

市 市全域 週１

回 

ポリ袋ステー

ション方式に

より収集する

。排出者は、

収集日当日の

午前８時３０

分までに市長

が指定する袋

に入れて所定

の資源化物ス

テーションに

持ち出す。 

※ふれあい収

集にあっては

、週１回戸別

収集する。排

出者は、収集

日当日の午前

８時３０分ま

でに市長が指

６，８００ｔ 選別処

理の後

再資源

化 
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    定する袋に入

れて所定の場

所に持ち出す

。 

資源

化物

（ペ

ット

ボト

ルに 

限る

。） 

市 市全域 週１

回 

ポリ袋ステー

ション方式に

より収集する

。排出者は、

収集日当日の

午前８時３０

分までに市長

が指定する袋

に入れて所定

の資源化物ス

テーションに

持ち出す。 

※ふれあい収

集にあっては

、週１回戸別

収集する。排

出者は、収集

日当日の午前

８時３０分ま

でに市長が指

定する袋に入

れて所定の場

所に持ち出す

。 

２，３００ｔ 選別処

理の後

再資源

化 

資源

化物

（プ

ラス

チッ

ク製 

市 市全域 週１

回 

ポリ袋ステー

ション方式に

より収集する

。排出者は、

収集日当日の

午前８時３０

７，２００ｔ 選別処

理の後

再資源

化 
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容器

包装

に限

る。

） 

   分までに市長

が指定する袋

に入れて所定

の資源化物ス

テーションに

持ち出す。 

※ふれあい収

集にあっては

、週１回戸別

収集する。排

出者は、収集

日当日の午前

８時３０分ま

でに市長が指

定する袋に入

れて所定の場

所に持ち出す

。 

資源

化物

（紙

パッ

ク及

びト

レイ

に限

る。

） 

市 市全域 随時 拠点回収方式

により収集す

る。排出者は

、回収拠点の

回収ボックス

に投入する。

２２０ｔ 選別処

理の後

再資源

化 

資源

化物

（小

物金

属に

限る 

市 市全域 随時 拠点回収方式

により収集す

る。排出者は

、回収拠点の

回収ボックス

に投入する。

１６０ｔ 再資源

化 
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。）       

資源

化物

（水

銀使

用廃

製品

に限

る。

） 

市 市全域 随時 拠点回収方式

により収集す

る。排出者は

、蛍光管又は

水銀使用廃製

品（蛍光管を

除く。）ごと

に設置する回

収拠点の回収

ボックスに投

入等する。 

７０ｔ 再資源

化 

資源

化物

（小

型家

電に

限る

。） 

市 市全域 随時 拠点回収方式

により収集す

る。排出者は

、回収拠点の

回収ボックス

に投入する。

１０ｔ 再資源

化 

粗大

ごみ

（特

定家

庭用

機器

廃棄

物を

除く

。） 

市 市全域 月１

回（

ただ

し、

引越

ごみ

につ

いて

は必

要に

応じ

てそ

の都

度、

馬島 

戸別収集方式

（馬島及び藍

島については

、ステーショ

ン方式）によ

り収集する。

（１） 一般

収集にあっ

ては、排出

者は、一般

収集の処理

手数料に見

合った額の

北九州市粗

大ごみ処理

３，８００ｔ １ 焼

 却 

２ 破

砕し

、鉄

類を

回収

した

後焼

却 

３ 小

型家

電の

一部

を選
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   及び

藍島

につ

いて

は年

６回

） 

手数料納付

券に氏名又

は受付番号

を記入の上

、粗大ごみ

に明確に分

かるように

貼付して、

粗大ごみ受

付センター

で受け付け

た場所に持

ち出す。 

（２） 特別

収集にあっ

ては、排出

者は、特別

収集に見合

った額の北

九州市粗大

ごみ処理手

数料納付券

に氏名又は

受付番号を

記入の上、

粗大ごみに

明確に分か

るように貼

付して、粗

大ごみ受付

センターの

指示に従っ

て、市に引

き渡す。 

 別し

、再

資源

化 
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動物

の死

体 

市、

排出

者及

び許

可業

者 

市全域 必要

に応

じて

その

都度 

飛散流出しな

い方法 

５，１００個 焼却 

その

他 

市 市全域 必要

に応

じて

その

都度 

飛散流出しな

い方法 

４，８００ｔ １ 焼

 却 

２ か

ん、

びん

及び

ペッ

トボ

トル

を選

別処

理の

後再

資源

化 

３ 破

砕し

鉄類

を回

収し

た後

焼却

４ 埋

立て

自己

搬入

ごみ

（特 

排出

者及

び許

可業 

市全域 必要

に応

じて

その 

飛散流出しな

い方法 

１５８，０００

ｔ 

１ 焼

却 

２ 破

砕し
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定家

庭用

機器

廃棄

物並

びに

事業

活動

に伴

って

排出

され

る資

源化

可能

な紙

くず

及び

木く

ずを

除く

。） 

者  都度   、鉄

類を

回収

した

後焼

却 

３ 埋

立て

許可

業者

処理

ごみ

（廃

木材

及び

せん

定枝

に限

る。

） 

排出

者及

び許

可業

者 

市全域 必要

に応

じて

その

都度 

飛散流出しな

い方法 

１２，５００ｔ 再資源

化 
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許可

業者

処理

ごみ

（紙

に限

る。

） 

市、

排出

者及

び許

可業

者 

市全域 必要

に応

じて

その

都度 

飛散流出しな

い方法 

４，０００ｔ 再資源

化 

許可

業者

処理

ごみ

（食

品廃

棄物

に限

る。

） 

許可

業者 

市全域 必要

に応

じて

その

都度 

飛散流出しな

い方法 

９００ｔ 再資源

化 

   注１ 家庭ごみの持ち出しに使用する市長が指定する袋 

区分 材質 容量 色、文字等 製造者 

大袋 高密度

ポリエ

チレン 

４５Ｌ 無色半透明 

北九州市家庭ごみ用指定袋（

大）その他市長が指定する文

字等 

市 

中袋 高密度 

ポリエ

チレン 

３０Ｌ 無色半透明 

北九州市家庭ごみ用指定袋（

中）その他市長が指定する文

字等 

市 

小袋 高密度 

ポリエ

チレン 

２０Ｌ 無色半透明 

北九州市家庭ごみ用指定袋（

小）その他市長が指定する文

字等 

市 

特小袋 高密度 

ポリエ 

１０Ｌ 無色半透明 

北九州市家庭ごみ用指定袋（ 

市 
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 チレン  特小）その他市長が指定する

文字等 

   注２ 資源化物（市長が別に定めたものを除く。）の持ち出しに使用す

る市長が指定する袋 

区分 材質 容量 色、文字等 製造者 

かん・

びん用 

高密度

ポリエ

チレン 

２５Ｌ 無色半透明 

北九州市かん・びん用指定袋

その他市長が指定する文字等 

市 

ペット

ボトル

用（大 

袋） 

高密度

ポリエ

チレン 

４５Ｌ 無色半透明 

北九州市ペットボトル用指定

袋（大）その他市長が指定す

る文字等 

市 

ペット

ボトル

用（小

袋） 

高密度

ポリエ

チレン 

２５Ｌ 無色半透明 

北九州市ペットボトル用指定

袋（小）その他市長が指定す

る文字等 

市 

プラス

チック

製容器

包装用

（大袋

） 

高密度

ポリエ

チレン 

４５Ｌ 無色半透明 

北九州市プラスチック製容器

包装用指定袋（大）その他市

長が指定する文字等 

市 

プラス

チック

製容器

包装用

（小袋

） 

高密度

ポリエ

チレン 

２５Ｌ 無色半透明 

北九州市プラスチック製容器

包装用指定袋（小）その他市

長が指定する文字等 

市 

   注３ 家庭ごみ及び資源化物（かん、びん、ペットボトル及びプラスチ

ック製容器包装に限る。）の町ごとの収集曜日は、別表のとおりとす

る。ただし、年末年始（１２月２９日から１月３日まで）の収集日に

ついては、排出者に別途周知する。 

注４ ふれあい収集の対象者 

     家庭から出るごみ及び資源化物を自ら又は親族、地域住民、ボラン
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ティア等の協力により、ステーションに持ち出すことが困難な者で

、次の各号のいずれかで構成される世帯 

    （１） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２７条の規定によ

る要介護認定において、要介護認定等に係る介護認定審査会によ

る審査及び判定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第４

８号）第１条第１項に規定する要介護２以上に該当すると認めら

れた者 

    （２） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条に規定する障害福祉サー

ビスの受給認定を受けている者 

   注５ 粗大ごみの一般収集及び特別収集の区分 

区分 説明 

一般収集 粗大ごみ受付センターで受け付けた場所に持ち出された

粗大ごみを収集すること。 

特別収集 次項の表に掲げる者で構成される世帯に属する者の求め

に応じ、当該世帯の住居から粗大ごみを収集すること。

   注６ 粗大ごみの特別収集の対象者 

区分 対象者 

高齢者 満６５歳以上の者 

身体障害者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４

条に規定する身体障害者 

知的障害者 児童相談所又は障害福祉センターにおいて知的障害者

との判定を受けている者 

精神障害者 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）第５条に規定する精神障害者 

傷病者 傷病又は疾病のため、一時的に体力の低下している者

妊産婦 妊婦又は産後８週間の期間にある者 

年少者 満１６歳未満の者 

その他 その他体力の面から粗大ごみの持ち出しが困難と市長

が認める者 

   注７ 粗大ごみの特別収集の対象とならない物 

    （１） 人手（３人）により持ち出すことができない物 

    （２） 取外し作業、解体作業その他特別な作業を行わなければ、持

ち出すことができない物 
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   注８ 収集運搬業については、現状の体制で市内で発生する一般廃棄物

を収集運搬する能力が充足しているため、基本的に新規の許可は行

わない。ただし、能力が不足する場合は、この限りではない。 

   注９ 許可業者処理ごみ（紙に限る。）において、市が収集する物 

    （１） 市立小学校及び市立中学校から排出される紙パック 

    （２） 市立幼稚園、市立小学校、市立中学校及び特別支援学校から

排出される機密古紙 

  イ し尿及び浄化槽汚泥 

   （ア） 収集運搬及び処分の方法並びに量 

区分 収集 

する

者 

収集区 

域の範

囲 

収集 

回数 

収集

運搬

の方

法 

収集運搬する

量 

処分の方法 

市収

集し

尿 

市 市全域 おお

むね

２０

日に

１回 

バキ

ュー

ム車

によ

る。 

６，０００ｋ

ｌ 

中継施設へ投

入後、浄化セ

ンターへ圧送

し、消化処理

自己

搬入

し尿 

排出

者 

市全域 必要

に応

じて

その

都度 

バキ

ュー

ム車

によ 

８，０００ｋ

ｌ 

中継施設へ投

入後、浄化セ

ンターへ圧送

し、消化処理

る。 

浄化 

槽汚

泥 

許可 

業者 

市全域 必要

に応

じて

その

都度 

バキ

ュー 

１９，０００

ｋｌ 

中継施設へ投

入後、浄化セ

ンターへ圧送

し、消化処理

ム車

によ

る。 

  注 浄化槽汚泥のうち馬島及び藍島から排出されるものについては

、市及び許可業者が収集する。 

   （イ） 中継施設の概要 

施設名 所在地 浄化センターへの

圧送能力 

西港し尿圧送所 小倉北区西港町２４番地 ２５０ｋｌ／日 
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皇后崎し尿投入所 八幡西区夕原町２番４号 ５００ｋｌ／日 

 （３） 中間処理 

  ア 処理施設の概要 

施設名 処理す

る者 

処理

区分 

所在地 処理方式 処理能力 

日明工

場（粗

大ごみ

資源化

センタ

ー） 

市 破砕 小倉北区西

港町９６番

地の２ 

横型回転式及び

せん断式 

横型回転式

１５０ｔ／

５時間 

せん断式 

５０ｔ／５

時間 

新門司

工場 

市 焼却 門司区新門

司三丁目７

９番地 

シャフト炉式ガ

ス化溶融炉 

７２０ｔ／

２４時間 

日明工

場 

市 焼却 小倉北区西

港町９６番

地の２ 

連続燃焼式 ６００ｔ／

２４時間 

皇后崎

工場 

市 焼却 八幡西区夕

原町２番１

号 

連続燃焼式 ８１０ｔ／

２４時間 

光和精

鉱株式

会社の

施設 

(休止中

) 

許可業

者 

焼却 戸畑区大字

中原４６番

地９３ 

ロータリーキル

ン方式 

廃プラスチ

ック類 

６４．４ｔ

／２４時間

紙くず 

１１２ｔ／

２４時間 

木くず 

１２８ｔ／

２４時間 

繊維くず 

１１２ｔ／

２４時間 

新門司 市 選別 門司区新門 ストックヤード 
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工場   司三丁目７

９番地 

日明か

んびん

資源化

センタ

ー 

市 選別 小倉北区西

港町９６番

地の２ 

アルミ缶の選別 

永久磁石回転

プーリー式 

スチール缶の選

別 

 クロスベルト 

５２．５ｔ

／５時間 

   角型電磁式 

びん及びペット

ボトルの手選別 

 直線ベルトコ 

ンベア式 

紙パック及びトレイの選別 

ストックヤード 

本城か

んびん

資源化

センタ

ー 

市 選別 八幡西区洞

北町７番１

０号 

アルミ缶の選別 

 永久磁石回転 

プーリー式 

スチール缶の選

別 

電磁永磁併用 

吊り下げ方式 

びん及びペット

ボトルの手選別 

 直線ベルトコ 

ンベア式 

６３ｔ／５

時間 

紙パック及びトレイの選別 

ストックヤード 

北九州

市プラ

スチッ 

市 選別 小倉北区西

港町８６番

地の１３ 

揺動式ふるい 

直線ベルトコ

ンベア式 

６０ｔ／１

２時間 

ク資源

化セン

ター 
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  イ 処理する量 

   （ア） ごみ 

    ａ 破砕 

区分 処理する量 

市収集ごみ ２，９００ｔ 

自己搬入ごみ ７，５００ｔ 

計 １０，４００ｔ 

     注 市収集ごみは、粗大ごみ及びその他 

     備考 上記以外に直方市の粗大ごみを搬入する。 

    ｂ 焼却 

区分 処理する量 

市収集ごみ １８４，０００ｔ 

自己搬入ごみ １４８，０００ｔ 

計 ３３２，０００ｔ 

動物の死体 ５，１００個 

     注 破砕後の残さを含む。市収集ごみは、家庭ごみ、資源化物、粗

大ごみ及びその他 

     備考 上記以外に直方市、行橋市、みやこ町、中間市、芦屋町、水

巻町、岡垣町及び遠賀町の可燃ごみを搬入する。また、災害廃棄

物について、発生元の地方公共団体から北九州市に処理の要請が

あり、北九州市又は許可業者の施設で処理が可能であると判断で

きる場合は当該廃棄物を処理する。 

     ｃ 選別 

区分 処理する量 

市収集資源化物 １６，５００ｔ 

     備考 上記以外に直方市の資源化物（ペットボトル及びプラスチッ

ク製容器包装）を搬入する。 

    （イ） し尿 

区分 処理する量 

市収集し尿 ６，０００ｋｌ 

自己搬入し尿 ８，０００ｋｌ 

計 １４，０００ｋｌ 

     注 全量を浄化センターで消化処理する。 

  （４） 最終処分 
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   ア 埋立処分 

    （ア） 処分場の概要 

処分場名 響灘西地区廃棄物処分場 

処理する者 市 

所在地 若松区響町三丁目地先 

埋立面積  ３７１，１５０ｍ２

全体容量 ４，５７１，０００ｍ３

埋立区域 ２区画 

埋立方法 浮桟橋等による埋立て整地 

    （イ） 処分する量 

区分 処理する量 

市収集ごみ ２，３００ｔ 

自己搬入ごみ ２，５００ｔ 

焼却灰 ４２，０００ｔ 

計 ４６，８００ｔ 
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別表 町名ごとの収集曜日

区 町名 家庭ごみ プラスチック

製容器包装 

門司区 老松町、花月園、上本町、大字吉志（一部）、吉志一丁目（一

部）、吉志四丁目、吉志五丁目、吉志六丁目、吉志七丁目、吉

志新町一丁目、吉志新町二丁目、吉志新町三丁目、旧門司一丁

目、旧門司二丁目、清滝三丁目、清滝四丁目、清滝五丁目、清

見一丁目、清見二丁目、清見三丁目、清見四丁目、清見佐夜町

（一部）、大字黒川（一部）、栄町、庄司町、谷町一丁目、谷

町二丁目、長谷一丁目、長谷二丁目、鳴竹一丁目（一部）、西

海岸一丁目、西海岸二丁目、西海岸三丁目、錦町、大字畑（一

部）、畑田町、浜町、東本町一丁目、東本町二丁目、東港町、

東門司一丁目、東門司二丁目、法師庵、本町、丸山一丁目、丸

山二丁目（一部）、丸山三丁目、丸山四丁目、港町及び大字門

司 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

 青葉台、泉ケ丘、稲積一丁目、稲積二丁目、梅ノ木町、上藤松

一丁目、上藤松二丁目、上藤松三丁目、上馬寄一丁目、上馬寄

二丁目、上馬寄三丁目、黄金町、小松町、下二十町、下馬寄、

社ノ木一丁目、社ノ木二丁目、新原町、大字大里（一部）、大

里新町、大里戸ノ上一丁目、大里原町、大里東一丁目、大里東

口、大里本町一丁目、大里本町二丁目、大里本町三丁目、大里

桃山町、高田一丁目、高田二丁目、中町、西新町一丁目、西新

町二丁目、原町別院、東新町一丁目、東新町二丁目、東馬寄、

光町一丁目、光町二丁目、藤松一丁目、藤松二丁目、藤松三丁

目、不老町一丁目、不老町二丁目、別院、松原一丁目、松原二

丁目、松原三丁目、緑ケ丘、桃山台、柳原町、柳町一丁目、柳

町二丁目、柳町三丁目及び柳町四丁目 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 

 大字伊川、大字今津、大久保一丁目、大久保二丁目、大久保三

丁目、大字大積、奥田一丁目、奥田二丁目、奥田三丁目、奥田

四丁目、奥田五丁目、風師一丁目、風師二丁目、風師三丁目、

風師四丁目、春日町、片上海岸、片上町、上ニ十町、大字吉志

（一部）、吉志一丁目（一部）、吉志二丁目、吉志三丁目、北

川町、大字喜多久、清滝一丁目、清見佐夜町（一部）、葛葉一

丁目、葛葉二丁目、葛葉三丁目、大字黒川（一部）、黒川西一

丁目、黒川西二丁目、黒川西三丁目、黒川東一丁目、黒川東二

丁目、小森江一丁目、小森江二丁目、小森江三丁目、大字猿喰、

寺内一丁目、寺内二丁目、寺内三丁目、寺内四丁目、寺内五丁

目、大字白野江、白野江一丁目、白野江二丁目、白野江三丁目、

白野江四丁目、城山町、新開、新門司一丁目、新門司二丁目、 

 木曜日 
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 新門司三丁目、新門司北一丁目、新門司北二丁目、新門司北三

丁目、瀬戸町、大字大里（一部）、大里桜ケ丘、大里戸ノ上二

丁目、大里戸ノ上三丁目、大里戸ノ上四丁目、大里東二丁目、

大里東三丁目、大里東四丁目、大里東五丁目、大里元町、高砂

町、太刀浦海岸、大字田野浦、田野浦一丁目、田野浦二丁目、

田野浦三丁目、田野浦海岸、大字恒見、恒見町、永黒一丁目、

永黒二丁目、中二十町、鳴竹一丁目（一部）、鳴竹二丁目、大

字畑（一部）、羽山一丁目、羽山二丁目、大字柄杓田、柄杓田

町、広石一丁目、広石二丁目、二タ松町、松崎町、丸山二丁目

（一部）、丸山吉野町、南本町、元清滝及び矢筈町 

小倉北区 青葉一丁目、青葉二丁目、足原一丁目、足原二丁目、愛宕一丁

目、愛宕二丁目、泉台一丁目、泉台二丁目、泉台三丁目、泉台

四丁目、板櫃町、鋳物師町、金田三丁目、上到津二丁目（一部）、

木町二丁目、木町三丁目、清水一丁目、清水二丁目、清水三丁

目、清水四丁目、清水五丁目、霧ケ丘一丁目、霧ケ丘二丁目、

霧ケ丘三丁目、金鶏町、熊本一丁目、熊本二丁目、熊本三丁目、

熊本四丁目、黒原一丁目、黒原二丁目、黒原三丁目、黄金二丁

目、菜園場一丁目、菜園場二丁目、皿山町、篠崎一丁目（一部）、

下到津一丁目、下到津四丁目、下到津五丁目、白銀二丁目、新

高田一丁目、新高田二丁目、高尾一丁目、竪林町、中井口（一

部）、西港町（一部）、日明一丁目、日明二丁目、日明三丁目、

日明四丁目、日明五丁目、東篠崎一丁目（一部）、東篠崎三丁

目、東港一丁目、東港二丁目、平松町、弁天町、真鶴一丁目、

真鶴二丁目、緑ケ丘一丁目、緑ケ丘二丁目及び緑ケ丘三丁目 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

 赤坂一丁目、赤坂二丁目、赤坂三丁目、赤坂四丁目、赤坂五丁

目、大字足原、足立一丁目、足立二丁目、足立三丁目、大田町、

大手町、大畠一丁目、大畠二丁目、大畠三丁目、金田一丁目、

金田二丁目、上富野一丁目、上富野二丁目、上富野三丁目、上

富野四丁目、上富野五丁目、香春口一丁目、神岳一丁目、神岳

二丁目、貴船町、木町一丁目、木町四丁目、黄金一丁目、小文

字一丁目、小文字二丁目、山門町、下富野一丁目、下富野二丁

目、下富野三丁目、下富野四丁目、下富野五丁目、寿山町、城

内、昭和町、白銀一丁目、神幸町、末広一丁目、末広二丁目、

須賀町、砂津一丁目、砂津二丁目、砂津三丁目、大門一丁目、

大門二丁目、高浜一丁目、高浜二丁目、竪町一丁目、竪町二丁

目、田町、常盤町、大字富野、富野台、中島一丁目、中島二丁

目、長浜町、馬借一丁目（一部）、馬借二丁目（一部）、原町

一丁目、原町二丁目、妙見町、室町一丁目、室町二丁目、室町

三丁目及び吉野町 

 金曜日 
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 浅野一丁目、浅野二丁目、浅野三丁目、朝日ケ丘、井堀一丁目、

井堀二丁目、井堀三丁目、井堀四丁目、井堀五丁目、魚町一丁

目、魚町二丁目、魚町三丁目、魚町四丁目、宇佐町一丁目、宇

佐町二丁目、江南町、鍛冶町一丁目、鍛冶町二丁目、片野一丁

目、片野二丁目、片野三丁目、片野四丁目、片野五丁目、上到

津一丁目、上到津二丁目（一部）、上到津三丁目、上到津四丁

目、香春口二丁目、京町一丁目、京町二丁目、京町三丁目、京

町四丁目、米町一丁目、米町二丁目、紺屋町、堺町一丁目、堺

町二丁目、三郎丸三丁目、下到津二丁目、下到津三丁目、白萩

町、親和町、船頭町、船場町、高見台、高峰町、中井一丁目、

中井二丁目、中井三丁目、中井四丁目、中井五丁目、中井口（一

部）、中井浜、中津口一丁目、中津口二丁目、西港町（一部）、

萩崎町、馬借一丁目（一部）、馬借二丁目（一部）、馬借三丁

目、古船場町、三萩野一丁目、三萩野二丁目、三萩野三丁目、

都一丁目、都二丁目及び明和町 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 

 今町一丁目、今町二丁目、今町三丁目、片野新町一丁目、片野

新町二丁目、片野新町三丁目、熊谷一丁目、熊谷二丁目、熊谷

三丁目、熊谷四丁目、熊谷五丁目、黒住町、三郎丸一丁目、三

郎丸二丁目、重住三丁目、篠崎一丁目（一部）、篠崎二丁目、

篠崎三丁目、篠崎四丁目、篠崎五丁目、城野団地、高尾二丁目、

高坊一丁目、高坊二丁目、東篠崎一丁目（一部）、東篠崎二丁

目、東城野町、南丘一丁目、南丘二丁目、南丘三丁目及び若富

士町 

 木曜日 

 安部山、上葛原一丁目、上葛原二丁目、上吉田一丁目、上吉田

二丁目、上吉田三丁目、上吉田四丁目、上吉田五丁目、上吉田

六丁目、葛原一丁目、葛原二丁目、葛原三丁目、葛原四丁目、

葛原五丁目、葛原高松一丁目、葛原高松二丁目、葛原本町一丁

目（一部）、葛原本町二丁目、葛原本町三丁目、葛原本町四丁

目、葛原本町五丁目、重住一丁目、重住二丁目、下城野一丁目、

下城野二丁目、下城野三丁目（一部）、城野一丁目、城野二丁

目、城野三丁目、城野四丁目、中吉田一丁目、中吉田二丁目、

中吉田三丁目、中吉田四丁目、中吉田五丁目（一部）、中吉田

六丁目、西水町、蜷田若園一丁目、蜷田若園二丁目、蜷田若園

三丁目、沼新町一丁目、沼新町二丁目、沼新町三丁目、沼本町

一丁目、沼本町二丁目、沼本町三丁目、沼本町四丁目、沼緑町

一丁目、沼緑町二丁目、沼緑町三丁目、沼緑町四丁目、沼緑町

五丁目、八幡町、春ケ丘（一部）、東水町、富士見一丁目、富

士見二丁目、富士見三丁目、湯川一丁目、湯川二丁目、湯川三

丁目、湯川四丁目、湯川五丁目、湯川新町一丁目、湯川新町二

丁目、湯川新町三丁目、湯川新町四丁目、大字吉田、吉田にれ

の木坂一丁目、吉田にれの木坂二丁目、若園一丁目、若園二丁 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 
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 目、若園三丁目、若園四丁目及び若園五丁目

 石田町、石田南一丁目、石田南二丁目、石田南三丁目、大字石

原町、大字市丸、大字井手浦、大字合馬、大字長行（一部）、

大字頂吉、隠蓑、大字隠蓑、上石田一丁目、上石田二丁目、上

石田三丁目、上石田四丁目、上曽根一丁目、上曽根二丁目、上

曽根三丁目、上曽根四丁目、上曽根五丁目、上曽根新町、上貫

一丁目、上貫二丁目、上貫三丁目、企救丘一丁目、企救丘二丁

目、企救丘三丁目、企救丘四丁目（一部）、大字木下、大字朽

網、朽網西一丁目、朽網西二丁目、朽網西三丁目、朽網西四丁

目、朽網西五丁目、朽網西六丁目、朽網東一丁目、朽網東二丁

目、朽網東三丁目、朽網東四丁目、朽網東五丁目、朽網東六丁

目、葛原東一丁目、葛原東二丁目、葛原東三丁目、葛原東四丁

目、葛原東五丁目、葛原東六丁目、葛原本町一丁目（一部）、

葛原本町六丁目、葛原元町一丁目、葛原元町二丁目、葛原元町

三丁目、大字小森、大字志井（一部）、下石田一丁目、下石田

二丁目、下石田三丁目、下曽根一丁目、下曽根二丁目、下曽根

三丁目、下曽根四丁目、下曽根新町、下貫一丁目、下貫二丁目、

下貫三丁目、下貫四丁目、新曽根、大字新道寺、大字曽根、曽

根北町、大字曽根新田、曽根新田北一丁目、曽根新田北二丁目、

曽根新田北三丁目、曽根新田北四丁目、曽根新田北五丁目、曽

根新田北六丁目、曽根新田北七丁目、曽根新田南一丁目、曽根

新田南二丁目、曽根新田南三丁目、曽根新田南四丁目、大字高

津尾、大字田代、田原一丁目、田原二丁目、田原三丁目、田原

四丁目、田原五丁目、田原新町一丁目、田原新町二丁目、田原

新町三丁目、大字辻三、津田一丁目、津田二丁目、津田三丁目、

津田四丁目、津田五丁目、津田新町一丁目、津田新町二丁目、

津田新町三丁目、津田新町四丁目、津田南町、大字道原、大字

徳吉、徳吉南一丁目、徳吉南二丁目、徳吉南三丁目（一部）、

徳吉南四丁目、中曽根一丁目、中曽根二丁目、中曽根三丁目、

中曽根四丁目、中曽根五丁目、中曽根六丁目、中曽根新町、中

曽根東一丁目、中曽根東二丁目、中曽根東三丁目、中曽根東四

丁目、中曽根東五丁目、中曽根東六丁目、中貫一丁目、中貫二

丁目、中貫本町、大字長野、長野一丁目、長野二丁目、長野三

丁目、長野東町、長野本町一丁目、長野本町二丁目、長野本町

三丁目、長野本町四丁目、西貫一丁目、西貫二丁目、大字貫、

貫弥生が丘一丁目、貫弥生が丘二丁目、貫弥生が丘三丁目、貫

弥生が丘四丁目、沼南町一丁目、沼南町二丁目、沼南町三丁目、

葉山町一丁目（一部）、大字春吉、東貫一丁目、東貫二丁目、

東貫三丁目、平尾台一丁目、平尾台二丁目、平尾台三丁目、舞

ケ丘一丁目、舞ケ丘二丁目、舞ケ丘三丁目、舞ケ丘四丁目、舞

ケ丘五丁目、舞ケ丘六丁目、南若園町、大字母原、八重洲町、

 金曜日 
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 山手三丁目、大字山本、大字横代、横代北町一丁目、横代北町

二丁目、横代北町三丁目、横代北町四丁目、横代北町五丁目、

横代葉山、横代東町一丁目、横代東町二丁目、横代東町三丁目、

横代東町四丁目、横代東町五丁目、横代南町一丁目、横代南町

二丁目、横代南町三丁目、横代南町四丁目、横代南町五丁目及

び大字呼野 

 大字石田、大字長行（一部）、長行西一丁目、長行西二丁目、

長行西三丁目、長行西四丁目、長行西五丁目、長行東一丁目、

長行東二丁目、長行東三丁目、蒲生一丁目、蒲生二丁目、蒲生

三丁目、蒲生四丁目、蒲生五丁目、大字志井（一部）、志井一

丁目、志井二丁目、志井三丁目、志井四丁目、志井五丁目、志

井六丁目、志井公園、志井鷹羽台、下南方一丁目、下南方二丁

目、高野一丁目、高野二丁目、高野三丁目、高野四丁目、高野

五丁目、高野六丁目、徳吉西一丁目、徳吉西二丁目、徳吉西三

丁目、徳吉東一丁目、徳吉東二丁目、徳吉東三丁目、徳吉東四

丁目、徳吉東五丁目、徳吉南三丁目（一部）、徳力一丁目、徳

力二丁目、徳力三丁目、徳力四丁目、徳力五丁目、徳力六丁目、

徳力七丁目、徳力新町一丁目、徳力新町二丁目、徳力団地、長

尾一丁目、長尾二丁目、長尾三丁目、長尾四丁目、長尾五丁目、

長尾六丁目、大字堀越、大字南方、南方一丁目、南方二丁目、

南方三丁目、南方四丁目及び南方五丁目 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 

 企救丘四丁目（一部）、企救丘五丁目、企救丘六丁目、北方一

丁目、北方二丁目、北方三丁目、北方四丁目、北方五丁目、志

徳一丁目、志徳二丁目、下城野三丁目（一部）、下吉田一丁目、

下吉田二丁目、下吉田三丁目、下吉田四丁目、星和台一丁目、

星和台二丁目、中吉田五丁目（一部）、葉山町一丁目（一部）、

葉山町二丁目、葉山町三丁目、春ケ丘（一部）、日の出町一丁

目、日の出町二丁目、守恒一丁目、守恒二丁目、守恒三丁目、

守恒四丁目、守恒五丁目、守恒本町一丁目、守恒本町二丁目、

守恒本町三丁目、山手一丁目及び山手二丁目 

 木曜日 

若松区 老松一丁目、老松二丁目、大井戸町（一部）、北浜一丁目、北

浜二丁目、北湊町（一部）、桜町、高須東一丁目、高須東二丁

目、高須東三丁目、高須東四丁目、高須南一丁目、高須南二丁

目、高須南三丁目、高須南四丁目、高須南五丁目、中川町、西

園町（一部）、白山一丁目（一部）、浜町一丁目、浜町二丁目、

浜町三丁目、本町一丁目、本町二丁目及び本町三丁目 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

赤崎町（一部）、栄盛川町（一部）、上原町（一部）、北湊町

（一部）、響南町、小石本村町（一部）、下原町（一部）、高

須西二丁目（一番）、波打町、西小石町、原町、東小石町、ひ

びきの南一丁目（一部）、深町一丁目（一部）及び深町二丁目

（一部） 

 金曜日 
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 青葉台西一丁目、青葉台西二丁目、青葉台西三丁目、青葉台西 

四丁目、青葉台西五丁目、青葉台西六丁目、青葉台東一丁目、

青葉台東二丁目、青葉台南一丁目、青葉台南二丁目、青葉台南

三丁目、赤崎町（一部）、大字蜑住、大字有毛、大字安瀬、大

字安屋、大字大鳥居、大字小竹、大字乙丸、上原町（一部）、

鴨生田一丁目、鴨生田二丁目、鴨生田三丁目、鴨生田四丁目、

大字小石、小石本村町（一部）、小糸町、大字小敷、小敷ひび

きの一丁目、小敷ひびきの二丁目、小敷ひびきの三丁目、迫田

町、大字塩屋、塩屋一丁目、塩屋二丁目、塩屋三丁目、塩屋四

丁目、下原町（一部）、大字高須、高須北一丁目、高須北二丁

目、高須北三丁目、高須西一丁目、高須西二丁目（一部）、大

字竹並、棚田町、大字頓田、中畑町、大字畠田、畠田三丁目、

花野路一丁目、花野路二丁目、花野路三丁目、大字払川、ひび

きの、ひびきの北、ひびきの南一丁目、ひびきの南二丁目、響

町一丁目及び宮前町 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 

 赤岩町、赤島町、今光一丁目、今光二丁目、今光三丁目、栄盛

川町（一部）、大池町、大井戸町（一部）、大谷町、片山一丁

目、片山二丁目、片山三丁目、上原町（一部）、くきのうみ中

央、久岐の浜、新大谷町、大字修多羅、修多羅一丁目、修多羅

二丁目、修多羅三丁目、童子丸一丁目、童子丸二丁目、西園町

（一部）、西天神町、西畑町、白山一丁目（一部）、白山二丁

目、白山三丁目、畠田一丁目、畠田二丁目、畑谷町、東畑町、

東二島一丁目、東二島二丁目、東二島三丁目、東二島四丁目、

東二島五丁目、深町一丁目（一部）、深町二丁目（一部）、藤

ノ木一丁目、藤ノ木二丁目、藤ノ木三丁目、大字二島、二島一

丁目、二島二丁目、二島三丁目、二島四丁目、二島五丁目、二

島六丁目、古前一丁目、古前二丁目、南二島一丁目、南二島二

丁目、南二島四丁目、宮丸一丁目、宮丸二丁目、山手町、山ノ

堂町、百合野町、用勺町及び和田町 

 木曜日 

八幡東区 河内一丁目、河内二丁目、河内三丁目及び田代町 月曜日及び木

曜日 

金曜日 

大字尾倉、尾倉一丁目、尾倉二丁目、尾倉三丁目、神山町、 

園一丁目、 園二丁目、 園三丁目、 園四丁目、 園原町、

清田一丁目（一部）、清田二丁目、清田三丁目、清田四丁目、

大字小熊野、山路一丁目（一部）、山路松尾町、昭和三丁目、

槻田一丁目、槻田二丁目、天神町、西台良町、西本町一丁目、

西本町二丁目、西本町三丁目、西本町四丁目、花尾町、春の町

一丁目、春の町二丁目、春の町三丁目、春の町四丁目、春の町

五丁目、東台良町、平野三丁目、帆柱一丁目、帆柱二丁目、帆

柱三丁目、帆柱四丁目、帆柱五丁目、前田一丁目、前田二丁目、

前田三丁目、松尾町、桃園一丁目、桃園二丁目、桃園三丁目及 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 
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 び桃園四丁目   

 荒手一丁目、荒手二丁目、荒生田一丁目、荒生田二丁目、荒生

田三丁目、石坪町、猪倉町、祝町一丁目、祝町二丁目、枝光一

丁目、枝光二丁目、枝光三丁目、枝光四丁目、枝光五丁目、枝

光本町、大字大蔵、大蔵一丁目、大蔵二丁目、大蔵三丁目、大

谷一丁目、大谷二丁目、大平町、大宮町、勝山一丁目、勝山二

丁目、上本町一丁目、上本町二丁目、川淵町、清田一丁目（一

部）景勝町、山路一丁目（一部）、山路二丁目、山王一丁目、

山王二丁目、山王三丁目、山王四丁目、昭和一丁目、昭和二丁

目、白川町、末広町、諏訪一丁目、諏訪二丁目、高見一丁目、

高見二丁目、高見三丁目、高見四丁目、高見五丁目、竹下町、

茶屋町、中央一丁目、中央二丁目、中央三丁目、中尾一丁目、

中尾二丁目、中尾三丁目、中畑一丁目、中畑二丁目、西丸山町、

羽衣町、八王寺町、東田二丁目、東田三丁目、東鉄町、東丸山

町、東山一丁目、東山二丁目、日の出一丁目、日の出二丁目、

日の出三丁目、藤見町、宮田町、宮の町一丁目、宮の町二丁目

及び豊町 

 木曜日 

八幡西区 相生町、青山一丁目、青山二丁目、青山三丁目、穴生一丁目、

穴生二丁目、穴生三丁目、穴生四丁目、大字一瀬、市瀬一丁目、

市瀬二丁目、市瀬三丁目、大畑町、岡田町、御開一丁目、御開

二丁目、御開三丁目、御開四丁目、御開五丁目、大字上上津役、

上上津役一丁目、上上津役二丁目、上上津役三丁目、上上津役

四丁目、上上津役五丁目、上上津役六丁目、岸の浦一丁目、岸

の浦二丁目、貴船台、京良城町、熊西一丁目、熊西二丁目、皇

后崎町、河桃町、紅梅三丁目、紅梅四丁目、小鷺田町、大字小

嶺、小嶺二丁目（一部）、小嶺三丁目、幸神一丁目、幸神二丁

目、幸神三丁目、幸神四丁目、桜ケ丘町、陣原一丁目、陣原二

丁目、陣原三丁目、陣原四丁目、陣原五丁目、陣山一丁目（一

部）、陣山二丁目（一部）、陣山三丁目、瀬板一丁目、瀬板二

丁目、清納一丁目、清納二丁目、星和町、鷹の巣一丁目、鷹の

巣二丁目、鷹の巣三丁目、竹末一丁目、竹末二丁目、茶売町、

千代ケ崎一丁目、千代ケ崎二丁目、千代ケ崎三丁目、筒井町、

鉄王一丁目、鉄王二丁目、鉄竜一丁目、鉄竜二丁目、洞北町、

中須一丁目、鳴水町、西王子町、西川頭町、西神原町、西鳴水

一丁目、西鳴水二丁目、西曲里町、萩原一丁目、萩原二丁目、

萩原三丁目、東王子町、東川頭町、東神原町、東鳴水一丁目、

東鳴水二丁目、東鳴水三丁目、東鳴水四丁目、東鳴水五丁目、

東曲里町、引野一丁目、引野二丁目、引野三丁目、樋口町、平

尾町、別所町、別当町、本城一丁目、本城三丁目、本城四丁目、

本城五丁目、本城東一丁目、本城東二丁目、本城東三丁目、本

城東四丁目、本城東五丁目、本城東六丁目、町上津役東一丁目、 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 
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 町上津役東二丁目、町上津役東三丁目、南王子町、南八千代町、

元城町、山寺町、夕原町、力丸町（一部）、割子川一丁目及び

割子川二丁目 

 大字浅川、浅川一丁目、浅川二丁目、浅川学園台一丁目、浅川

学園台二丁目、浅川学園台三丁目、浅川学園台四丁目、浅川台

一丁目、浅川台二丁目、浅川台三丁目、浅川日の峯一丁目、浅

川日の峯二丁目、浅川日の峯三丁目、浅川日の峯四丁目、浅川

町、大字穴生、泉ケ浦一丁目、泉ケ浦二丁目、泉ケ浦三丁目、

医生ケ丘、上の原一丁目、上の原二丁目、上の原三丁目、上の

原四丁目、大字永犬丸、永犬丸一丁目、永犬丸二丁目、永犬丸

三丁目、永犬丸四丁目、永犬丸五丁目、永犬丸西町一丁目、永

犬丸西町二丁目、永犬丸西町三丁目、永犬丸西町四丁目、永犬

丸東町一丁目、永犬丸東町二丁目、永犬丸東町三丁目、永犬丸

南町一丁目、永犬丸南町二丁目、永犬丸南町三丁目、永犬丸南

町四丁目、永犬丸南町五丁目、大浦一丁目、大浦二丁目、大浦

三丁目、大平一丁目、大平二丁目（一部）、大平台、沖田一丁

目、沖田二丁目、沖田三丁目、沖田四丁目、沖田五丁目、折尾

一丁目、折尾二丁目、折尾三丁目、折尾四丁目、折尾五丁目、

春日台一丁目、春日台二丁目、春日台三丁目、春日台四丁目、

春日台五丁目、春日台六丁目、北鷹見町、楠木一丁目、楠木二

丁目、光明一丁目、光明二丁目、さつき台一丁目、さつき台二

丁目、里中一丁目、里中二丁目、里中三丁目、三ケ森一丁目、

三ケ森二丁目、三ケ森三丁目、三ケ森四丁目、下上津役一丁目、

下上津役二丁目、下上津役三丁目、下上津役四丁目、下上津役

元町、自由ケ丘、松寿山一丁目、松寿山二丁目、松寿山三丁目、

大膳一丁目、大膳二丁目、鷹見台一丁目、鷹見台二丁目、鷹見

台三丁目、鷹見台四丁目、東筑一丁目、東筑二丁目、塔野一丁

目、塔野二丁目、塔野三丁目、友田一丁目、友田二丁目、友田

三丁目、長崎町、中須二丁目、中の原一丁目、中の原二丁目、

中の原三丁目、西折尾町、大字則松、則松一丁目、則松二丁目、

則松三丁目、則松四丁目、則松五丁目、則松六丁目、則松七丁

目、則松東一丁目、則松東二丁目、東折尾町、日吉台一丁目、

日吉台二丁目、日吉台三丁目、藤原一丁目、藤原二丁目、藤原

三丁目、藤原四丁目、船越一丁目（一部）、北筑一丁目、北筑

二丁目、北筑三丁目、堀川町、大字本城（一部）、本城二丁目、

町上津役西一丁目、町上津役西二丁目、町上津役西三丁目（一

部）、町上津役西四丁目（一部）、的場町、丸尾町、三ツ頭一

丁目、三ツ頭二丁目、光貞台一丁目、光貞台二丁目、光貞台三

丁目、南鷹見町、美原町、美吉野町、森下町、八枝一丁目、八

枝二丁目、八枝三丁目、八枝四丁目、八枝五丁目、養福寺町、

力丸町（一部）、若葉一丁目、若葉二丁目及び若葉三丁目 

 金曜日 
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 池田一丁目、池田二丁目、池田三丁目、石坂一丁目、石坂二丁

目、石坂三丁目、岩崎一丁目、岩崎二丁目、岩崎三丁目、岩崎 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 

 四丁目、大平二丁目（一部）、大平三丁目、香月中央一丁目、

香月中央二丁目、香月中央三丁目、香月中央四丁目、香月中央

五丁目、香月西一丁目、香月西二丁目、香月西三丁目、香月西

四丁目、上香月一丁目、上香月二丁目、上香月三丁目、上香月

四丁目、吉祥寺町、楠北一丁目、楠北二丁目、楠北三丁目、大

字楠橋、楠橋上方一丁目、楠橋上方二丁目、楠橋下方一丁目、

楠橋下方二丁目、楠橋下方三丁目、楠橋西一丁目、楠橋西二丁

目、楠橋西三丁目、楠橋東一丁目、楠橋東二丁目、楠橋南一丁

目、楠橋南二丁目、熊手一丁目、熊手二丁目、熊手三丁目、黒

崎一丁目、黒崎二丁目、黒崎三丁目、黒崎四丁目、黒崎五丁目、

黒崎城石、紅梅一丁目、紅梅二丁目、小嶺一丁目、小嶺二丁目

（一部）、小嶺台一丁目、小嶺台二丁目、小嶺台三丁目、小嶺

台四丁目、大字木屋瀬、木屋瀬一丁目、木屋瀬二丁目、木屋瀬

三丁目、木屋瀬四丁目、木屋瀬五丁目、下畑町（一部）、白岩

町、陣山一丁目（一部）、陣山二丁目（一部）、菅原町、高江

一丁目、高江二丁目、高江三丁目、高江四丁目、高江五丁目、

田町一丁目、田町二丁目、茶屋の原一丁目、茶屋の原二丁目、

茶屋の原三丁目、茶屋の原四丁目、千代一丁目、千代二丁目、

千代三丁目、千代四丁目、千代五丁目、築地町、馬場山、馬場

山西、馬場山原、馬場山緑、東石坂町、東浜町、藤田一丁目、

藤田二丁目、藤田三丁目、藤田四丁目、船越一丁目（一部）、

船越二丁目、船越三丁目、舟町、大字本城（一部）、本城学研

台一丁目、本城学研台二丁目、本城学研台三丁目、町上津役西

三丁目（一部）、町上津役西四丁目（一部）、真名子一丁目、

真名子二丁目、椋枝一丁目、椋枝二丁目、屋敷一丁目、屋敷二

丁目及び八千代町 

 楠橋南三丁目、大字金剛、金剛一丁目、金剛二丁目、金剛三丁

目、金剛四丁目、大字笹田、下畑町（一部）、大字野面、野面

一丁目、野面二丁目、大字畑、馬場山東一丁目、馬場山東二丁

目、馬場山東三丁目、星ケ丘一丁目、星ケ丘二丁目、星ケ丘三

丁目、星ケ丘四丁目、星ケ丘五丁目、星ケ丘六丁目及び星ケ丘

七丁目 

 木曜日 

戸畑区 牧山一丁目、牧山二丁目、牧山三丁目、牧山四丁目、牧山海岸、

牧山新町、丸町一丁目、丸町二丁目及び丸町三丁目 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

浅生一丁目、浅生二丁目（一番）、浅生三丁目、沖台一丁目、

沖台二丁目、観音寺町、椎ノ木町、正津町、新川町、菅原一丁

目、菅原二丁目、菅原三丁目、菅原四丁目、高峰一丁目、高峰

二丁目、高峰三丁目、西大谷一丁目、西大谷二丁目、西鞘ケ谷 

 金曜日 
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 町、初音町、東大谷一丁目、東大谷二丁目及び東大谷三丁目   

 旭町、浅生二丁目（一部）、一枝一丁目、一枝二丁目、一枝三

丁目、一枝四丁目、川代一丁目、川代二丁目、北鳥旗町、銀座

一丁目、銀座二丁目、小芝一丁目、小芝二丁目、小芝三丁目、 

火曜日及び金

曜日 

木曜日 

 金比羅町、幸町、境川一丁目、境川二丁目、沢見一丁目、沢見

二丁目、三六町、汐井町、新池一丁目、新池二丁目、新池三丁

目、仙水町、千防一丁目、千防二丁目、千防三丁目、土取町、

天神一丁目、天神二丁目、天籟寺一丁目、天籟寺二丁目、大字

中原、中原西一丁目、中原西二丁目、中原西三丁目、中原東一

丁目、中原東二丁目、中原東三丁目、中原東四丁目、中本町、

東鞘ケ谷町、福柳木一丁目、福柳木二丁目、南鳥旗町、明治町、

元宮町、夜宮一丁目、夜宮二丁目及び夜宮三丁目 

※かん・びん及びペットボトルの町ごとの収集曜日は、水曜日とする。
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北九州市告示第１０５号 

 北九州市中小企業融資制度要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和２年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市中小企業融資制度要綱の一部を改正する告示 

 北九州市中小企業融資制度要綱（昭和４４年北九州市告示第５５号）の一部

を次のように改正する。 

 第７条第１項に次の１号を加える。 

 （１１） 事業承継資金 

 第８条第１項中「別に定める借入申込書に、市長が指定する手続により」を

「保証協会が指定する書式の借入申込書に所定の事項を記入し、市長が」に、

「から第８号」を「、第４号及び第６号から第９号」に、「同項第９号」を「

同項第５号の資金にあっては市長に、同項第１０号及び第１１号」に改め、同

条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定により借入申込書及び書類（以下「借入申込書等」という。）

の提出を受けた商工会議所は、借入申込書等の書類審査及び金融機関への送

付を行うものとする。 

 第８条第３項中「前項第１号」を「第１項」に、「より関係書類」を「より

借入申込書等の提出を受け、又は前項の規定により借入申込書等」に、「貸付

審査、関係書類」を「借入申込書等の書類審査、貸付審査、借入申込書等」に

、「を行う」を「及び融資の申込みを受け付けた旨の市長への報告を行う」に

改め、同条第４項中「第２項第２号又は」を削り、「関係書類」を「借入申込

書等」に改める。 

 第１３条各号列記以外の部分中「第２１条第２項」を「第３２条第２項」に

改める。 

 第２０条を第２１条とし、第１９条の次に次の１条を加える。 

（事業承継資金） 

第２０条 事業承継資金は、中小企業者における代表者の死亡等に起因する事

業の承継（以下この条において「事業承継」という。）に伴い、事業承継を

実施する中小企業者等に必要な資金を融資することにより、事業承継の円滑

化を図り、もって中小企業者の事業活動の継続に資することを目的として、

次に掲げるところにより行うものとする。 

（１） 融資対象者 市税を滞納していない次のアからウまでのいずれかに

該当する者とする。 

 ア 市内に事務所又は事業所を有し、かつ、現に事業を営んでいる中小企
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業者で、次の（ア）から（オ）までのいずれかに該当するもの 

  （ア） 国の全国統一保証制度である事業承継特別保証制度要綱（中小

企業庁制定令和元年１２月１７日付中庁第４号）に定める保証制度の

対象となる中小企業者 

  （イ） ３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有する中小企業

者 

  （ウ） 令和２年１月１日から令和７年３月３１日までの間に事業承継

を実施した中小企業者であって、当該事業承継の日から３年を経過し

ていないもの 

  （エ） 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（平成２０

年法律第３３号。以下「経営承継円滑化法」という。）第１３条第１

項に規定する経営承継関連保証の対象となる者として保証協会が経営

承継関連保証事務取扱要領（福岡県信用保証協会制定平成２０年９月

１９日付け）で定める中小企業者 

  （オ） 経営承継円滑化法第１３条第３項に規定する経営承継準備関連

保証の対象となる者として保証協会が経営承継準備関連保証事務取扱

要領（福岡県信用保証協会制定平成３０年７月９日付け）で定める中

小企業者 

 イ 市内に事務所又は事業所を有し、かつ、現に事業を営んでいる中小企

業者の代表者で、経営承継円滑化法第１３条第２項に規定する特定経営

承継関連保証の対象となる者として保証協会が特定経営承継関連保証事

務取扱要領（福岡県信用保証協会制定平成３０年４月１日付け）で定め

るもの 

 ウ 市内居住者で、かつ、事業を営んでいない個人で、経営承継円滑化法

第１３条第４項に規定する特定経営承継準備関連保証の対象となる者と

して保証協会が特定経営承継準備関連保証事務取扱要領（福岡県信用保

証協会制定平成３０年７月９日付け）で定めるもの 

（２） 資金の使途 運転資金及び設備資金とする。 

（３） 融資限度額 １融資対象者につき２億円以内とする。 

（４） 融資利率 金融機関の定める率とする。 

（５） 融資期間 

 ア 運転資金は、１２０月（１２月間の据置期間を含む。）以内とする。 

 イ 設備資金は、１８０月（１２月間の据置期間を含む。）以内（第１号

ア（ア）に該当する者にあっては、１２０月（１２月間の据置期間を含

む。）以内）とする。 
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（６） 担保及び保証人 

 ア 担保は、必要に応じて徴する。 

 イ 保証人は、次に掲げるところによるものとする。 

  （ア） 第１号ア（ア）に該当する者については、徴しない。 

  （イ） 第１号ア（イ）及び（ウ）に該当する者については、当該者が

法人である場合にあっては原則として当該者の代表者を連帯保証人と

し、当該者が個人である場合にあっては原則として徴しない。 

  （ウ） 第１号ア（エ）に該当する者については、保証協会が経営承継

関連保証事務取扱要領で定めるところによる。 

  （エ） 第１号ア（オ）に該当する者については、保証協会が経営承継

準備関連保証事務取扱要領で定めるところによる。 

  （オ） 第１号イに該当する者については、保証協会が特定経営承継関

連保証事務取扱要領で定めるところによる。 

  （カ） 第１号ウに該当する者については、保証協会が特定経営承継準

備関連保証事務取扱要領で定めるところによる。 

（７） 信用保証 保証協会の保証に付し、保証料の率は、融資額に対して

年１．９０パーセント以内（第１号ウに該当する者にあっては、１．１５

パーセント以内）とする。 

（８） 返済方法 一括償還又は分割償還とする。 

   付 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１３条各号列記以

外の部分の改正規定は、令和２年３月３１日から施行する。 
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北九州市公告第２１７号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定によ

り道路を指定したので、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）

第１０条第１項の規定により、次のとおり公告する。 

  令和２年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治 

１ 道路の種類 

  建築基準法第４２条第１項第４号の道路 

２ 指定年月日及び指定番号 

  令和２年３月３１日 第９４４９０６号 

３ 道路の位置、延長及び幅員 

位置 
延長（ｍ） 幅員（ｍ） 

起点 終点 

北九州市八幡西

区折尾五目１３

０８番地先 

北九州市八幡西

区堀川町１３０

１－１番地先 

１２４．４ １８．０～２１．４
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北九州市公告第２１８号 

 都市公園の供用を開始するので、都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第

２条の２の規定により、次のとおり公告する。 

令和２年３月３１日 

                  北九州市長 北 橋 健 治   

１ 供用を開始する都市公園の名称、位置及び区域 

公園番号   名   称     位   置     区   域   

４８０４ 北九州市立舟尾山

緑地 

北九州市若松区ひ

びきの北 

北九州市若松区ひ

びきの北の一部 

２ 供用開始の期日 

  令和２年３月３１日 

なお、供用開始に係る区域を示す図面を、北九州市建設局公園緑地部公園

管理課においてこの公告の日から２週間一般の縦覧に供する。 
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北九州市公告第２１９号 

 都市公園の区域を変更するので、北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置

及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条例第７号）第１４条の２の規定

により、次のとおり公告する。 

令和２年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治  

１ 区域を変更する都市公園の名称、位置及び変更に係る区域 

２ 変更の期日 

  令和２年３月３１日 

  なお、変更に係る区域を示す図面を、北九州市建設局公園緑地部公園管理 

課においてこの公告の日から２週間一般の縦覧に供する。 

公園番号   名  称    位  置  区   域 

３０３５ 北九州市立大森公

園 

北九州市門司区大

里東一丁目３番及

び４番 

北九州市門司区大

里東一丁目４番の

一部 

３５４０ 北九州市立延命寺

臨海公園 

北九州市小倉北区

赤坂海岸１番、２

番及び３番 

北九州市小倉北区

赤坂海岸１番の一

部 

３９８３ 北九州市立中曽根

西公園 

北九州市小倉南区

中曽根五丁目３番

北九州市小倉南区

中曽根五丁目３番

の一部 
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北九州市公告第２２０号 

 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定によ

る大規模小売店舗の変更事項の届出があったので、同条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出及び添付書類

を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、意見書を北九州市長に提出す

ることができる。 

  令和２年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

パークプラザ三萩野 

  北九州市小倉北区吉野町１０番２０号 

２ 大規模小売店舗を設置する者 

  株式会社エフワイ 

  北九州市小倉南区上吉田四丁目１４番２２号 

  代表取締役 各務秀人 

３ 変更した事項 

 （１） 大規模小売店舗の名称及び所在地 

   変更前 

   吉野町商業ビル計画 

   北九州市小倉北区吉野町１０番２０号 

   変更後 

   パークプラザ三萩野 

   北九州市小倉北区吉野町１０番２０号 

 （２） 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては代表者の氏名 

   変更前 

   株式会社エフワイ 

   北九州市小倉南区上吉田四丁目１４番２２号 

   代表取締役 各務夏実 

   変更後 

   株式会社エフワイ 

   北九州市小倉南区上吉田四丁目１４番２２号 

   代表取締役 各務秀人 
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 （３） 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並

びに法人にあっては代表者の氏名 

   変更前 

   株式会社サンキュードラッグ 

   北九州市門司区黒川西三丁目１番１３号 

   代表取締役社長 平野健二 

   他１者 

   その他未定 

   変更後 

   株式会社サンキュードラッグ 

   北九州市門司区黒川西三丁目１番１３号 

   代表取締役社長 平野健二 

   他１者 

４ 変更の年月日 

 （１） 前項第１号 平成２６年１２月１日 

 （２） 前項第２号 平成２６年７月１日 

 （３） 前項第３号 平成３０年１０月１日 

５ 変更する理由 

  営業政策上の理由による。 

６ 届出年月日 

令和２年３月１８日 

７ 縦覧場所 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市産業経済局地域・観光産業振興部商業・サービス産業政策課  

８ 縦覧期間 

  この公告の日から令和２年７月３１日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の

毎日午前８時３０分から午後５時まで 

９ 意見書の提出要領 

   次に掲げる事項を記載した文書を令和２年７月３１日までに北九州市産業

経済局地域・観光産業振興部商業・サービス産業政策課に到着するように提

出すること。 

 （１） 氏名又は団体名及び団体にあっては、その代表者の氏名 

 （２） 住所又は所在地 

 （３） 連絡先電話番号 
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 （４） 大規模小売店舗の名称及び所在地 

 （５） 意見 
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北九州市公告第２２１号 

 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定によ

る大規模小売店舗の変更事項の届出があったので、同条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出及び添付書類

を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、意見書を北九州市長に提出す

ることができる。 

  令和２年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

ＪＲ九州小倉駅ビル 

  北九州市小倉北区浅野一丁目２番２号ほか 

２ 大規模小売店舗を設置する者 

  株式会社ＪＲ小倉シティ 

  北九州市小倉北区浅野一丁目１番１号 

  代表取締役社長 濱田真知子 

３ 変更した事項 

 （１） 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては代表者の氏名 

   変更前 

   小倉ターミナルビル株式会社 

   北九州市小倉北区浅野一丁目１番１号 

   代表取締役社長 山下信二 

   変更後 

   株式会社ＪＲ小倉シティ 

   北九州市小倉北区浅野一丁目１番１号 

   代表取締役社長 濱田真知子 

 （２） 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並

びに法人にあっては代表者の氏名 

   変更前 

   株式会社アズノゥアズ 

   東京都渋谷区富ヶ谷二丁目２４番７号 

   代表取締役社長 浅見英理 

   他９９者 
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   変更後 

   株式会社アズノゥアズ 

   東京都渋谷区富ヶ谷二丁目２４番７号 

   代表取締役社長 浅見英理 

   他１０２者 

４ 変更の年月日 

 （１） 前項第１号の商号 平成３１年４月１日 

 （２） 前項第１号の代表者 令和元年６月２６日 

 （３） 前項第２号 令和２年３月２１日 

５ 変更する理由 

  営業政策上の理由による。 

６ 届出年月日 

令和２年３月２４日 

７ 縦覧場所 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市産業経済局地域・観光産業振興部商業・サービス産業政策課  

８ 縦覧期間 

  この公告の日から令和２年７月３１日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の

毎日午前８時３０分から午後５時まで 

９ 意見書の提出要領 

   次に掲げる事項を記載した文書を令和２年７月３１日までに北九州市産業

経済局地域・観光産業振興部商業・サービス産業政策課に到着するように提

出すること。 

 （１） 氏名又は団体名及び団体にあっては、その代表者の氏名 

 （２） 住所又は所在地 

 （３） 連絡先電話番号 

 （４） 大規模小売店舗の名称及び所在地 

 （５） 意見 
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北九州市公告第２２３号 

港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３条の３第９項の規定により、北九

州港港湾計画の変更の概要を次のとおり公告する。 

 令和２年３月３１日 

                       北九州港港湾管理者 北九州市      

                       代表者 北九州市長 北 橋 健 治   

１ 港湾計画の変更の概要 

  北九州港港湾計画の改訂の概要（平成２４年北九州市公告第２６号）によ

りその概要を公告した北九州港港湾計画について変更した事項は、次のとお

りである。 

（１） 公共埠頭計画 

岸壁 

地区名 

変更

前後

の別

水 深 

（メートル）

バース

数 

延 長 

（メートル）

埠頭用地 

（ヘクタ 

ール） 

響灘東地区 

前 
１３ １ ２６０

７ 
１０ １ １７０

後 
１３ １ ２６０

１１ 
１０ １ １７０

（２） 臨港交通施設計画 

道路 

名称 起点 終点 車線数

臨港道路響灘東埠頭２号道路 響灘東埠頭 響灘１号道路 ４

（３） 土地造成及び土地利用計画 

  土地利用計画 

地区名 
面積（ヘクタール） 

用途 
変更前 変更後 

響灘東地区 

２８ ３１ 埠頭用地 

４８ ４７ 港湾関連用地 

１，０１３ １，０１１ 工業用地 

６４ ６３ 交通機能用地 

 （４） 港湾の効率的な運営に関する事項 

   海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成 

する区域 

ふ
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地区名 区域 

響灘東地区 
岸壁 水深１３ｍ １バース 延長２６０ｍ 

埠頭用地 面積８ｈａ 

 （５） その他重要事項 

   海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成 

する区域の設定に伴い、港湾施設の規模や配置等の見直しの検討が必要 

であることから、「利用形態の見直しの検討が必要な区域」を設定する。 

２ 港湾計画の縦覧場所 

  北九州市門司区西海岸一丁目２番７号 

北九州市港湾空港局港湾整備部計画課 
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北九州市訓令第３号

庁中一般  

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う関係訓令の整備に関する訓令

を次のように定める。

令和２年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う関係訓令の整備に 

関する訓令 

 （北九州市職員出勤簿処理規程の一部改正） 

第１条 北九州市職員出勤簿処理規程（昭和３８年北九州市訓令第６号）の一

部を次のように改正する。 

第１条中「職員（特別職の職員及び臨時的任用職員を除く。以下同じ」を

「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般

職に属する職員（以下「職員」という」に、「にあって」を「において」に

改め、「いう」の次に「。以下同じ」を加える。 

第５条第１項第１３号ア（ア）及び（イ）以外の部分中「に規定する週休

日」を「の週休日」に改め、同号イ中「に規定する勤務を要しない日」を「

の週休日」に改め、同号に次のように加える。 

 ウ 北九州市会計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する規則（令和元年北九州市規則第３７号。以下「規則」

という。）第４条第１項又は第２項の週休日 

  （ア） 日曜日                     日   

（イ） 土曜日                     土 

（ウ） 日曜日及び土曜日以外の週休日         週 休  

 エ 規則第４条第３項の週休日              週 休  

第５条第１項第１５号ア及びイ以外の部分中「第８条第１項」の次に「又

は規則第１４条第１項」を加え、同項第１６号中「第８条第２項」の次に「

又は規則第１４条第３項」を加え、「代休日」を「休日に代わる日」に改め

、同項第１８号ア及びイ以外の部分中「第１１号」を「第１２号」に、「第

２２号から第２６号まで」を「第２３号から第２７号まで」に改め、同項第

２０号中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削り、「に規定する許可」を

「の許可」に改め、同条第３項中「第１０号ウ」の次に「、第１１号」を加

え、「又は第２３号」を「、第２３号又は第２７号」に改める。 

第７条中「第５条第１項第１３号イ」を「第５条第１項第１３号イからエ

まで」に、「又は」を「若しくは」に、「及び」を「又は」に改める。 
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第９条第１項中「第１号様式」を「地方公務員法第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員及び同法第２２条の３第１項その他の法令の規定に

より臨時的に任用された職員（以下「会計年度任用職員等」という。）以外

の職員にあっては第１号様式、会計年度任用職員等にあっては第２号様式」

に改め、同条第２項各号列記以外の部分中「第２号様式」を「会計年度任用

職員等以外の職員にあっては第３号様式、会計年度任用職員等にあっては第

４号様式」に改め、同条第３項中「第８条第２項」を「前条第２項」に、「

第３号様式」を「第５号様式」に改める。 

第３号様式を第５号様式とし、第２号様式を第３号様式とし、同様式の次

に次の１様式を加える。 

第１号様式の次に次の１様式を加える。 
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（北九州市職員当直規程の一部改正） 

第２条 北九州市職員当直規程（昭和３８年北九州市訓令第７号）の一部を次

のように改正する。 

  第１条中「の規定にもとづき、市の宿直および日直」を「及び北九州市会

計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則

（令和元年北九州市規則第３７号）第１１条の宿直勤務及び日直勤務」に改

める。 

  第２条の見出しを「（当直者）」に改め、同条各号列記以外の部分中「当

直員」を「当直を行う職員（以下「当直者」という。）」に改め、「長」の

次に「（当直を行う庁舎の北九州市庁内管理規則（昭和４７年北九州市規則

第１８号）第３条の管理責任者をいう。以下同じ。）」を加え、「または」

を「又は」に、「、当てる」を「充てる」に改め、同条各号列記以外の部分

ただし書中「一」を「いずれか」に、「ものは、当直勤務」を「者は、当直

」に改め、同条第１号中「所属長（」を削り、「および」を「及び」に、「

者）」を「者」に改め、同条第３号中「臨時的任用職員および」を「地方公

務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年

度任用職員、同法第２２条の３第１項その他の法令の規定により臨時的に任

用された職員及び」に改める。 

  第３条第１項各号列記以外の部分中「当直員」を「当直者」に改め、同条

第２項中「よりがたい」を「より難い」に、「当直員」を「当直者」に改め

る。

 （北九州市職員記章規程の一部改正） 

第３条 北九州市職員記章規程（昭和３８年北九州市訓令第２１号）の一部を

次のように改正する。 

  第３条を次のように改める。

  （職員の定義）

第３条 この規程において「職員」とは、地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第３条第２項に規定する一般職に属する職員（同法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員及び同法第２２条の３第１項その他

の法令の規定により臨時的に任用された職員を除く。）をいう。

（北九州市副市長以下専決規程の一部改正）

第４条 北九州市副市長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１０号）の

一部を次のように改正する。

  別表第２の２の表第１５号中「臨時的任用（重要又は異例なものを除く。

）」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に

98



規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の職の設

定（重要又は異例なものを除く。）、任用及び退職」に改める。

  別表第３の１６の表を別表第３の１７の表とし、別表第３の８の表から別

表第３の１５の表までを１表ずつ繰り下げる。

別表第３の７の表の局長の項第４５号を削り、同項中第４６号を第４５号

とし、第４７号から第８３号までを１号ずつ繰り上げ、同項第８４号を削り

、同項第８５号中「介護保険法」の次に「（平成９年法律第１２３号）」を

加え、同号を同項第８３号とし、同項中第８６号を第８４号とし、第８７号

から第９５号までを２号ずつ繰り上げ、同表の難病相談支援センター所長の

項の次に次のように加える。

地域福祉推進

課長

（１） 会計年度任用職員の職の設定（介護保険法第

５８条第１項に規定する指定介護予防支援の業務に

従事する会計年度任用職員に係るものに限る。）

  別表第３の７の表を別表３の８の表とし、別表第３の６の表を別表第３の

７の表とし、別表第３の５の表を別表第３の６の表とする。

  別表第３の４の表の副市長の項第１号を次のように改める。

（１） 係員（地方公務員法第３条第２項に規定する一般職に属する職員（

会計年度任用職員及び同法第２２条の３第１項その他の法令の規定により

臨時的に任用された職員（以下「臨時的任用職員」という。）を除く。）

のうち局長、室長、部長、課長、係長その他これらに準ずる職員以外のも

のをいう。次号及び第３号において同じ。）の任用配置

  別表第３の４の表の局長の項第３号を次のように改める。

 （３） 地方公務員法第３条第３項第３号に規定する特別職に属する職員（

顧問弁護士を除く。）の職の設定

  別表第３の４の表の総務部長の項第２号を次のように改める。

 （２） 地方公務員法第３条第３項第３号に規定する特別職に属する職員（

顧問弁護士に限る。）の職の設定、任免及び退職

  別表第３の４の表の人事部長の項第１号を次のように改める。

 （１） 地方公務員法第３条第３項第３号に規定する特別職に属する職員（

顧問弁護士を除く。）の任免及び退職

  別表第３の４の表の安全管理担当部長の項中「安全管理担当部長」を「安

全管理担当参事」に改め、同項第１号を次のように改める。

（１） 北九州市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例（昭和４２年北九州市条例第５０号）第３条第２項の規定による認定
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  別表第３の４の表の人事課長の項第１号を次のように改める。

 （１） 会計年度任用職員の職の設定（重要なものに限る。）

  別表第３の４の表の人事課長の項中第６号を第７号とし、第２号から第５

号までを１号ずつ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。

 （２） 臨時的任用職員の任用配置及び退職

  別表第３の４の表の給与課長の項第７号を次のように改める。

 （７） 北九州市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第６条各号に掲げる補償の支給

別表第３の４の表を別表第３の５の表とし、別表第３の３の表の次に次の

１表を加える。

４ 企画調整局に関する事項

専決権者 専決事項

国際政策課長 （１） 会計年度任用職員の職の設定（語学指導等を

行う外国青年招致事業の国際交流員である会計年度

任用職員に係るものに限る。）

 （北九州市区長以下専決規程の一部改正）

第５条 北九州市区長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１１号）の一

部を次のように改正する。

  別表第１の２の表第１５号中「臨時的任用（重要又は異例なものを除く。

）」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に

規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の職の設

定（重要又は異例なものを除く。）、任用及び退職」に改める。

 （北九州市職員証に関する規程の一部改正）

第６条 北九州市職員証に関する規程（昭和４３年北九州市訓令第２１号）の

一部を次のように改正する。

  第１条中「、職員（」の次に「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号

）第３条第２項に規定する」を加え、「臨時的任用職員」を「同法第２２条

の２第１項に規定する会計年度任用職員及び同法第２２条の３第１項その他

の法令の規定により臨時的に任用された職員」に改める。

 （北九州市職員人事評価規程の一部改正）

第７条 北九州市職員人事評価規程（昭和４３年北九州市訓令第２６号）の一

部を次のように改正する。

  第１条中「職員」を「同法第３条第２項に規定する一般職に属する職員（

以下「職員」という。）」に、「ついて」を「関し」に改める。
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  第４条各号列記以外の部分中「１月１日」の次に「（地方公務員法第２２

条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」とい

う。）については、市長が指定する期日）」を加え、同条第１号中「第６条

第１項に規定する評価期間中に採用され、」を削り、同条第２号を次のよう

に改める。

（２） 地方公務員法第２２条の３第１項その他の法令の規定により臨時

的に任用された職員

第５条各号列記以外の部分中「次に掲げる」を「前条各号に掲げる職員及

び市長が指定した」に改め、「期日」の次に「（以下「特別評価実施日」と

いう。）」を加え、同条各号を削る。

  第６条第２項各号列記以外の部分中「に定めるとおり」を「の各号に定め

る職員の区分に応じ、当該各号に定める期間」に改め、同項各号を次のよう

に改める。

（１） 第４条第１号の職員 採用の日から特別評価実施日の前日までの

期間

  （２） 前号の職員以外の職員 市長が別に定める期間

  第６条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。

 ２ 前項の規定にかかわらず、会計年度任用職員の定期評価の評価期間は、

採用の日から当該定期評価の期日の前日までとする。

 第７条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 第１項、第３項及び前項の規定にかかわらず、会計年度任用職員の定期

評価の手続は評価及び確認とし、次条の勤務成績評価票の審査及び確認は

当該会計年度任用職員が所属する局区室の庶務担当課の課長が行うものと

する。 

  第１０条中「総務局長」の次に「（会計年度任用職員の評価票は、当該会

計年度任用職員が所属する局区室の庶務担当課の課長 ）」を加える。 

 第１１条第１項中「職員（」の次に「会計年度任用職員を除く。」を加え

る。 

 別表中 

係員 係長 課長 部長 局長 総務局長 

会計年度

任用職員 

係長 課長    

係員 係長 課長 部長 局長 総務局長 

「

「

に

」

を
」
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改める。 

付 則 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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北九州市訓令第４号

                             庁中一般

北九州市副市長以下専決規程及び北九州市事業所長等専決規程の一部を改正

する訓令を次のように定める。

令和２年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市副市長以下専決規程及び北九州市事業所長等専決規程の

一部を改正する訓令

（北九州市副市長以下専決規程の一部改正）

第１条 北九州市副市長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１０号）の

一部を次のように改正する。

  別表第３の５の表中「収税課長」を「収税企画課長」に改める。

別表第３の１３の表中「整備保全課長」を「整備課長」に改める。

別表第３の１４の表中「警防部消防団・市民防災課長」を「消防団課長」

に改める。

 （北九州市事業所長等専決規程の一部改正）

第２条 北九州市事業所長等専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１２号）の

一部を次のように改正する。

 別表第２の１８の表中「区画整理事業課長」を「整備課長」に改める。

付 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

103



北九州市訓令第５号

                             庁中一般

北九州市副市長以下専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市副市長以下専決規程の一部を改正する訓令

北九州市副市長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１０号）の一部を

次のように改正する。

別表第３の１３の表の港営部長の項中「第５条第１項」を「第５条」に改め

る。

付 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。
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北九州市訓令第６号

                             庁中一般

 令和２年国勢調査北九州市実施本部設置規程を次のように定める。

  令和２年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治 

令和２年国勢調査北九州市実施本部設置規程

 （設置）

第１条  令和２年国勢調査（以下「国勢調査」という。）を適正かつ円滑に実

 施するため、令和２年国勢調査北九州市実施本部（以下「本部」という。）

を設置する。

２ 各区に令和２年国勢調査区実施本部（以下「区本部」という。）を設置す

る。

 （組織）

第２条 本部に、次の部及び班を置く。

 総務部

  総務班

職員部

  職員班

 広報部

  広報班

 水面調査部

  水面調査班

２ 区本部に調査班を置く。

３ 本部及び区本部に、必要に応じて参与を置くことができる。

 （事務分掌）

第３条 本部の組織の事務分掌は、次のとおりとする。

 総務部

  総務班

   （１） 本部の庶務に関すること。

   （２） 国勢調査の実施のための計画（以下「実施計画」という。）の

策定、指導及び連絡調整に関すること。

   （３） 国勢調査指導員（以下「指導員」という。）及び国勢調査員（

以下「調査員」という。）の候補者の推薦に関すること。

   （４） 前３号に掲げる事務に付帯する事務及び他の部の所管に属しな

いこと。
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職員部

  職員班

   （１） 区本部の行う指導員の候補者（職員に限る。）の選考に対する

支援に関すること。

   （２） 指導員及び調査員に任命された職員の服務に関すること。

 広報部

  広報班

   （１） 国勢調査の広報に関すること。

水面調査部

  水面調査班

   （１） 水面調査区に係る国勢調査の実施に関すること。

２ 区本部の組織の事務分掌は、次のとおりとする。

調査班

  （１） 区本部の庶務に関すること。

  （２） 指導員及び調査員の候補者の選考に関すること。

  （３） 関係機関との連絡調整に関すること。

  （４） 区内の国勢調査の実施に関すること。

  （５） 指導員及び調査員の指導並びにこれらの者との連絡に関すること

。

  （６） 国勢調査の関係書類の審査及び整理並びに結果の集計に関するこ

と。

  （７） 前各号に掲げる事務に付帯する事務に関すること。

 （職員）

第４条 本部に本部長及び副本部長、部に部長、本部の班に班長、副班長及び

部員を置く。

２ 本部長は企画調整局事務担任副市長、副本部長は企画調整局長、総務部長

は企画調整局政策部長、職員部長は総務局人事部長、広報部長は広報室長、

水面調査部長は港湾空港局港営部長、総務班長は企画調整局政策部大規模調

査担当課長、職員班長は総務局人事部人事課長、広報班長は広報室広報課長

、水面調査班長は港湾空港局港営部業務担当課長の職にある者をもって充て

、本部の副班長及び部員は、職員のうちから市長が命ずる。

３ 区本部に区本部長及び区副本部長、区本部の班に班長、副班長及び部員を

置く。

４ 区本部長は区長、区副本部長は区次長、調査班長は区役所総務企画課長の

職にある者をもって充て、区本部の副班長及び部員は、職員のうちから市長
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が命ずる。

５ 本部の参与は本部長が、区本部の参与は区本部長が指定する者をもって充

てる。

 （職務等）

第５条 本部における本部長等の職務は、次のとおりとする。

 （１） 本部長は、市長の命を受け、所掌事務を掌理し、所属職員を指揮監

督する。

 （２） 副本部長は、上司の命を受け、所掌事務を掌理し、所属職員を指揮

監督し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務

を代理する。

 （３） 部長、班長及び副班長は、上司の命を受け、所掌事務を掌理し、所

属職員を指揮監督する。

 （４） 部員は、上司の命を受け、担任事務を処理する。

２ 区本部における区本部長等の職務は、次のとおりとする。

 （１） 区本部長は、本部長の命を受け、所掌事務を掌理し、所属職員を指

揮監督する。

 （２） 区副本部長は、上司の命を受け、所掌事務を掌理し、所属職員を指

揮監督し、区本部長に事故があるとき、又は区本部長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。

 （３） 班長及び副班長は、上司の命を受け、所掌事務を掌理し、所属職員

を指揮監督する。

 （４） 部員は、上司の命を受け、担任事務を処理する。

３ 本部の参与は本部長が必要と認めるときに本部の、区本部の参与は区本部

長が必要と認めるときに区本部の事務の企画調整に参画する。

 （会議）

第６条 本部に、総括会議及び班長会議を置く。

２ 総括会議は、本部長、副本部長、区本部長、総務部長、職員部長、広報部

長、水面調査部長、本部の参与及び総務班長をもって構成し、国勢調査の推

進に関する基本的問題について検討し、調整する。

３ 班長会議は、本部及び区本部の班長をもって構成し、実施計画に基づく事

務の処理上の問題について検討し、調整する。

４ 総括会議は本部長が、班長会議は総務班長が招集する。

５ 班長会議は、その検討及び調整に係る事項に応じ、総務班長が必要と認め

る班長をもって会議を開くことができる。

６ 本部長は総括会議における協議事項に関係のある班長、副班長又は部員を
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、総務班長は班長会議における協議事項に関係のある副班長又は部員を、当

該会議に参加させ、その説明を求めることができる。

 （委任）

第７条 この規程に定めるもののほか、国勢調査の実施に関し必要な事項は、

本部長が定める。

   付 則

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。
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北九州市上下水道局公告３６号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市上下水道局物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程

（平成７年北九州市水道局管理規程第６号）第２条において準用する北九州市

物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第

７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  令和２年３月３１日 

               北九州市上下水道局長 中 西 満 信 

１ 特定役務の名称及び数量 

  日明浄化センター汚泥搬出業務委託 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市上下水道局下水道部施設課 

  北九州市小倉北区大手町１番１号 

３ 落札者を決定した日 

  令和２年２月２７日 

４ 落札者の名称及び住所 

  株式会社環境システム 

  北九州市小倉北区東港一丁目６番１号 

５ 落札金額 

  ４３，３８５，１００円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 一般競争入札の公告をした日 

  令和２年１月１７日 

８ 落札方式 

  最低価格による。 
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北九州市立高等理容美容学校規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会規則第８号 

北九州市立高等理容美容学校規則の一部を改正する規則 

北九州市立高等理容美容学校規則（昭和３９年北九州市教育委員会規則第９

号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   北九州市立の各種学校の高等理容美容学校規則 

第１条各号列記以外の部分中「北九州市立高等理容美容学校（以下「理容美

容学校」という。）」を「理容美容学校」に改め、同条を第１条の２とし、第

１条として次の１条を加える。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１３４条第１

項に規定する各種学校である北九州市立高等理容美容学校（以下「理容美容

学校」という。）の課程、入学定員、修業期間、卒業、入学、退学等につい

て必要な事項を定めるものとする。 

 第５条第１項第４号を次のように改める。 

 （４） 冬季休業日 １２月２１日から翌年の１月７日までの日 

 第８条の見出し中「とその承認手続」を削り、同条の次に次の２条を加える

。 

 （学習の評価） 

第８条の２ 学習の評価は、学年末に、各学期末において行う学科及び実習の

試験の成績等を総合的に勘案して行う。 

（単位の授与） 

第８条の３ 校長は、教科課目を履修した者に対し、前条に定める学習の評価

により、所定の単位を与える。 

２ 単位の認定は、別に定めるところによる。 

第９条の次に次の１条を加える。 

（職員） 

第９条の２ 理容美容学校に校長、教頭、教員及び事務職員を置く。 

２ 校長は、校務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

３ 教頭は、校長の命を受け、担任事務を処理する。 

 第１２条中「（昭和２２年法律第２６号）」を削る。 

110



 第１５条第１項中「うえ」を「上、」に改め、同条第２項第１号中「これ」

を「これら」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

 （転入学） 

第１５条の２ 校長は、転入学を志願する者があるときは、理容科又は美容科

のそれぞれにおいて欠員がある場合に限り、選考により、転入学を許可する

ことができる。この場合において、転入学の志願をできる者は、第３項にお

いて準用する第１３条に規定する入学願書を校長に提出する日において、次

の各号に掲げる学科の区分に応じ、当該各号に定める者とする。 

（１） 理容科 理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第３条第３項に規

定する理容師養成施設（次項において「理容師養成施設」という。）にお

いて理容師になるのに必要な知識及び技能を修得中の者 

（２） 美容科 美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第４条第３項に規

定する美容師養成施設（次項において「美容師養成施設」という。）にお

いて美容師になるのに必要な知識及び技能を修得中の者 

２ 前項の規定により転入学を許可された者が、在籍していた理容師養成施設

又は美容師養成施設において取得した単位は、理容美容学校において取得し

た単位とみなす。 

３ 第１３条から前条までの規定は、転入学について準用する。 

４ 前３項に定めるもののほか、転入学について必要な事項は、校長が別に定

める。 

 第１６条の見出しを「（退学及び転学）」に改め、同条中「退学し」の次に

「、又は転学し」を加える。 

 第１７条第５項中「よる」を「より延長された」に改める。 

 第２５条中「第２３条」を「第２３条第２号」に改め、「又は」の次に「同

条第３号に規定する」を加える。 

第２９条中「踏まえた」を「踏まえ、」に改め、「除く」の次に「。次項に

おいて「学校関係者」という」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による評価は、学校関係者のうちから校長が選任した２人以上

の者により行うものとする。 

第３０条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

本則に次の１条を加える。 

（委任） 

第３１条 この規則の施行について必要な事項は、教育委員会の承認を得て校

長が別に定める。 

 第１号様式中「（第１３条関係）」を「（第１３条、第１５条の２関係）」
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に改める。 

付 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項第４号

の改正規定は、公布の日から施行する。 

112



北九州市立の専修学校の高等理容美容学校規則をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会規則第９号 

北九州市立の専修学校の高等理容美容学校規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１２４条に規

定する専修学校である北九州市立高等理容美容学校（以下「理容美容学校」

という。）の課程、入学定員、修業期間、卒業、入学、退学等について必要

な事項を定めるものとする。 

（課程等） 

第２条 理容美容学校の課程、学科、入学定員及び修業期間は、次のとおりと

する。 

（１） 課程 

専門課程 

（２） 学科及び入学定員 

理容科 ４０人 

美容科 ４０人 

（３） 昼間又は夜間において授業を行う学科の別 

理容科 昼間学科 

美容科 昼間学科 

（４） 修業期間 ２年 

（在学期間） 

第３条 在学期間は、４年を超えることができない。 

（学年） 

第４条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第５条 学年を分け、次の３学期とする。 

第１学期 ４月１日から８月２０日まで 

第２学期 ８月２１日から１２月３１日まで 

第３学期 １月１日から３月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、校長は、教育上必要があるときは、学年を分け

、２学期とすることができる。この場合において、校長はあらかじめその理

由及び期日を付し、教育委員会の承認を受けなければならない。 

113



（休業日） 

第６条 休業日は、次のとおりとする。ただし、校長は、必要があると認める

ときは、あらかじめ教育委員会に届け出て臨時に休業し、又は休業日を変更

することができる。 

（１） 日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日 

（２） 開校記念日 ５月２３日 

（３） 夏季休業日 ７月２１日から８月２０日までの日 

（４） 冬季休業日 １２月２１日から翌年の１月７日までの日 

（５） 学年末休業日 ３月２５日から同月３１日までの日 

２ 前条第２項の規定により学年を分け、２学期とする場合は、校長は、秋季

休業日を設けることができる。この場合において、校長はあらかじめその理

由及び期日を付し、教育委員会の承認を受けなければならない。 

（非常変災による臨時休業） 

第７条 校長は、非常変災その他急迫の事情があるときは、前条の規定にかか

わらず、臨時に授業を行わないことができる。この場合において、校長は、

次に掲げる事項を直ちに教育委員会に報告しなければならない。 

（１） 授業を行わない期間 

（２） 非常変災その他急迫の事情の概要 

（３） その他校長が必要と認める事項 

（教科課目及び単位数） 

第８条 教科課目及び単位数は、別表のとおりとする。 

２ 校長は、毎年度開始前に、各学年における教科課目及び単位数を定めなけ

ればならない。 

３ 校長は、前項の規定により定めた教科課目及び単位数を公表するものとす

る。 

（教育指導計画） 

第９条 校長は、毎年度開始前に、法令等の定めるところにより理容美容学校

の教育指導計画を編成しなければならない。 

２ 前項の教育指導計画には、各学年における教科課目及び単位数並びに各教

科課目の指導の重点を記載しなければならない。 

３ 校長は、毎年度当初において、第１項の規定により編成した教育指導計画

を教育委員会に届け出なければならない。 

（学校行事の計画） 

第１０条 理容美容学校の教育活動として県外で行事を実施する場合には、校
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長は、あらかじめ教育委員会に届け出なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、宿泊を要する行事を実施する場合には、校長は

、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。 

（学習の評価） 

第１１条 学習の評価は、学年末に、各学期末において行う学科及び実習の試

験の成績等を総合的に勘案して行う。 

（単位の授与） 

第１２条 校長は、教科課目を履修した者に対し、前条に定める学習の評価に

より、所定の単位を与える。 

２ 単位の認定は、別に定めるところによる。 

（卒業） 

第１３条 所定の課程を修了し卒業と認定された者には、卒業証書を授与する 

。 

２ 卒業の認定は、別に定めるところによる。 

（職員） 

第１４条 理容美容学校に校長、教頭、教員及び事務職員を置く。

２ 校長は、校務を掌理し、所属職員を指揮監督する。

３ 教頭は、校長の命を受け、担任事務を処理する。

（入学） 

第１５条 入学は、学年の始めとする。 

（生徒の募集） 

第１６条 生徒募集の期日は、教育委員会が定める。 

（入学資格） 

第１７条 理容美容学校に入学できる者は、学校教育法第９０条第１項の規定

に該当する者とする。 

（入学志願手続） 

第１８条 入学を志願する者は、入学願書（第１号様式）及び次に掲げる書類

を校長に提出しなければならない。 

（１） 高等学校の卒業証明書若しくは卒業見込証明書又は高等学校を卒業

した者と同等以上の学力を有することを証明する書類 

（２） 高等学校卒業者及び卒業見込者にあっては、調査書 

（入学許可） 

第１９条 入学は、別に定める選考基準に基づいて、校長が許可する。 

（誓約書及び保証人） 

第２０条 入学を許可された者は、入学後１０日以内に保証人と連署の上、誓
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約書（第２号様式）を校長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する保証人は、次の各号のいずれかに該当する者で学校に対し

て生徒に関する一切の責任を負うことができるものでなければならない。 

（１） 本人の父母、兄姉、後見人又はこれらに準ずる者 

（２） 雇用者又は北九州市において理容業若しくは美容業を営む者 

３ 保証人を変更し、又は保証人の住所、氏名等に変更があったときは、直ち

に校長に届け出なければならない。 

（転入学） 

第２１条 校長は、転入学を志願する者があるときは、理容科又は美容科のそ

れぞれにおいて欠員がある場合に限り、選考により、転入学を許可すること

ができる。この場合において、転入学の志願をできる者は、第３項において

準用する第１８条に規定する入学願書を校長に提出する日において、次の各

号に掲げる学科の区分に応じ、当該各号に定める者とする。 

（１） 理容科 理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第３条第３項に規

定する理容師養成施設（次項において「理容師養成施設」という。）にお

いて理容師になるのに必要な知識及び技能を修得中の者 

（２） 美容科 美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第４条第３項に規

定する美容師養成施設（次項において「美容師養成施設」という。）にお

いて美容師になるのに必要な知識及び技能を修得中の者 

２ 前項の規定により転入学を許可された者が、在籍していた理容師養成施設

又は美容師養成施設において取得した単位は、理容美容学校において取得し

た単位とみなす。 

３ 第１８条から前条までの規定は、転入学について準用する。 

４ 前３項に定めるもののほか、転入学について必要な事項は、校長が別に定

める。 

（退学及び転学） 

第２２条 生徒が退学し、又は転学しようとするときは、その理由その他必要

な事項を記入し、保証人と連署して校長に願い出なければならない。 

（休学） 

第２３条 生徒が病気その他やむを得ない理由により修学することができない

ときは、期間を定め、医師の診断書又は詳細な理由書を添え、保証人と連署

して校長に休学を願い出ることができる。 

２ 校長は、休学の理由を適当と認めるときは、休学を許可することができる

。 

３ 休学の期間は、１年以内とする。ただし、校長が特別の理由があると認め
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る者に対しては、更に１年を超えない範囲内で、この期間を延長することが

できる。 

４ 前項ただし書又はこの項の規定により延長された期間は、校長が引き続き

前項の特別の理由があると認める者に対しては、更に１年を超えない範囲内

で延長することができる。 

５ 前項の規定により延長された期間の末日は、その者に係る休学の期間の初

日から起算して２年を超えることができない。 

６ 休学の期間は、在学期間には算入しない。 

第２４条 校長は、病気のため修学することが適当でないと認められる生徒に

対して、休学を命ずることができる。 

２ 前条第６項の規定は、前項の規定による休学について準用する。 

（復学） 

第２５条 休学中の者が復学しようとするときは、その理由及び期日を付し、

医師の診断書その他その理由を証するに足る書類を添え、保証人と連署して

校長に願い出て、その許可を受けなければならない。 

（入学料等） 

第２６条 入学料、授業料、入学選考料及び実習費の金額及び徴収方法につい

ては、北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市

条例第８号）の定めるところによる。 

２ 休学期間中の授業料は、免除する。ただし、月の途中において休学し、又

は復学する場合は、休学し、又は復学した日の属する月分の授業料は納入し

なければならない。 

（授業料の減免） 

第２７条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認める者について

は、授業料を減免することができる。 

（１） 経済的理由により修学困難な者 

（２） 前号に掲げる者のほか、特に免除する必要がある者 

（表彰） 

第２８条 表彰については、別に定めるところによる。 

（懲戒） 

第２９条 校長は、教育上必要があるときは生徒に対し次に掲げる懲戒を行う

ことができる。 

（１） 訓告 

（２） 停学 

（３） 退学 
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（懲戒による退学） 

第３０条 前条第３号に規定する退学は、次の各号のいずれかに該当する者に

対してのみ行うことができる。 

（１） 生徒としての本分を失い、改善の見込みがないと認められる者 

（２） 成績不良のため成業の見込みがないと認められる者 

（３） 正当な理由がなく出席の常でない者 

（４） 授業料の納付を怠った者 

（懲戒処分の報告） 

第３１条 第２９条第２号に規定する停学又は同条第３号に規定する退学の処

分を行ったときは、校長は、速やかにその理由を付し、教育委員会に報告し

なければならない。 

（事故発生等の報告） 

第３２条 生徒の集団的疾病、死亡事故又は傷害その他の不祥事件等が発生し

た場合は、校長は、速やかに教育委員会に報告しなければならない。 

（非常災害対策及び防火の計画） 

第３３条 校長は、毎年度初め理容美容学校の非常災害対策及び防火の計画を

作成しなければならない。 

（自己評価） 

第３４条 校長は、理容美容学校の教育活動その他の学校運営の状況について

、自ら評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の評価を行うに当たっては、校長は、理容美容学校の実情に応じ、適

切な項目を設定して行うものとする。 

（学校関係者評価） 

第３５条 校長は、前条第１項の規定による評価の結果を踏まえ、理容美容学

校の生徒の保護者その他の理容美容学校の関係者（理容美容学校の職員を除

く。次項において「学校関係者」という。）による評価を行い、その結果を

公表するよう努めるものとする。 

２ 前項の規定による評価は、学校関係者のうちから校長が選任した２人以上

の者により行うものとする。 

（評価結果の報告） 

第３６条 校長は、第３４条第１項の規定による評価の結果及び前条第１項の

規定により評価を行った場合はその結果を、教育委員会に報告するものとす

る。 

（委任） 

第３７条 この規則の施行について必要な事項は、教育委員会の承認を得て校
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長が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（令和２年度の理容美容学校の入学に係る入学選考の特例） 

２ この規則の施行の日前に北九州市立高等理容美容学校規則の一部を改正す

る規則（令和２年北九州市教育委員会規則第８号）による改正前の北九州市

立高等理容美容学校規則（昭和３９年北九州市教育委員会規則第９号）第１

１条及び第１３条の規定により行われた令和２年度の各種学校の北九州市立

高等理容美容学校の入学に係る入学選考は、この規則の規定により行われた

入学選考とみなす。 

別表（第８条関係） 

教科課目及び単位数 

課目 単位数 

理容科   美容科 

必修 関係法規・制度       １       １ 

 衛生管理       ３       ３ 

 保健       ３       ３ 

 香粧品化学       ２       ２ 

 文化論       ２       ２ 

 理容技術理論       ５  

 美容技術理論        ５ 

 運営管理       １       １ 

 理容実習 ３０  

 美容実習  ３０ 

 小計 ４７ ４７ 

選択 ２０ ２０ 

合計 ６７ ６７ 

備考 単位の計算方法は、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果等 

を考慮して、３０時間から４５時間までの範囲で校長が定める授業時間 

をもって１単位とする。

119



第１号様式（第１８条、第２１条関係） 

                                        （日本産業規格Ａ４） 

1
2
0



第２号様式（第２０条関係） 

                                        （日本産業規格Ａ４） 

1
2
1



北九州市教育委員会会計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務時間、休日

、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

                     北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会規則第１０号 

北九州市教育委員会会計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務

時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

北九州市教育委員会会計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務時間、休日

、休暇等に関する規則（令和２年北九州市教育委員会規則第２号）の一部を次

のように改正する。 

第３条第３項第１号及び第２号を次のように改める。 

（１） 配偶者等（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。以下同じ。）及び会計年度任用職員等との関係において一

方又は双方が典型とされない性的指向又は性自認を有し、当該会計年度任

用職員等と婚姻関係と異ならない程度の実質を備える社会生活を営む関係

（以下「パートナーシップ関係」という。）にある者として教育委員会が

定めるもの（以下「パートナーシップ関係にある者」という。）をいう。

以下同じ。） 

（２） 会計年度任用職員等又は会計年度任用職員等とパートナーシップ関

係にある者の２親等以内の親族 

第３条第３項第３号中「配偶者」を「配偶者等」に改める。 

第１７条第１項中「については別表第１」を「のうち、任期が６箇月以上あ

るもの（再度の任用又は異なる会計年度任用の職若しくは臨時的任用の職への

任用（以下「再度の任用等」という。）により再度の任用等前の任期と通算す

ると任期が６箇月以上となる者を含む。）については別表第１のアの表、任期

が６箇月に満たないもの（再度の任用等により再度の任用等前の任期と通算す

ると任期が６箇月以上となる者を除く。）については別表第１のイの表」に、

「については別表第２」を「のうち、任期が６箇月以上あるもの（再度の任用

等により再度の任用等前の任期と通算すると任期が６箇月以上となる者を含む

。）については別表第２のアの表、任期が６箇月に満たないもの（再度の任用

等により再度の任用等前の任期と通算すると任期が６箇月以上となる者を除く

。）については別表第２のイの表」に改める。 

第２４条第２項中「再度の任用又は異なる会計年度任用の職若しくは臨時的

任用の職への任用（以下「再度の任用等」という。）」を「再度の任用等」に
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改める。 

                 「 年次休暇付与日数 

ア 会計年度任用職員等の任期が６箇 

月以上ある者の年次休暇付与日数」 

用職員等の任期が６箇月以上の者に対し」を削り、同表の備考第２号中「会計

年度任用職員等の任期が６箇月に満たない者は、」を削り、「場合又は再度の

任用等により再度の任用等前の任期と通算すると任期が６箇月以上となる場合

は」を「者に対しては」に、「更新又は再度の任用等」を「更新」に改め、同

号ただし書を次のように改める。 

ただし、更新前の任期においてイの表又は別表第２のイの表の規定に

より年次休暇を付与されている者については、教育委員会が別に定める

。 

別表第１に次の１表を加える。 

イ 会計年度任用職員等の任期が６箇月に満たない者の年次休暇付与日数 

任期       年次休暇の日数     

１箇月以上２箇月未満 １日 

２箇月以上４箇月未満               ２日 

４箇月以上６箇月未満               ４日 

備考 この表を適用するに当たっては、アの表の備考第１号、第２号及び 

第４号の規定を準用する。この場合において、同表の備考第２号中「６ 

箇月」とあるのは、「１箇月」と読み替えるものとする。 

        「 年次休暇付与日数 

 ア 会計年度任用職員等の任期が６箇 

月以上ある者の年次休暇付与日数」 

「のアの表」を加え、「から第４号まで」を「、第２号及び第４号」に改め、

同表に次の１表を加える。 

イ 会計年度任用職員等の任期が６箇月に満たない者の年次休暇付与日数 

１週間当たり

の勤務日数 

年次休暇の日数 

任期が２箇月以上４箇月未満 任期が４箇月以上６箇月未満

４日            １日            ３日

３日            １日            ２日

２日             １日

別表第１中「年次休暇付与日数」を 

に改め、同表の備考第１号中「会計年度任

別表第２中「年次休暇付与日数」を 

に改め、同表の備考中「別表第１」の次に
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１日   

備考 この表を適用するに当たっては、別表第１のアの表の備考第１号、 

第２号及び第４号の規定を準用する。この場合において、同表の備考第 

２号中「６箇月」とあるのは、「２箇月」と読み替えるものとする。 

別表第３中１２の項を１３の項とし、９の項から１１の項までを１項ずつ繰

り下げ、同表の８の項中「任期が６箇月以上の会計年度任用職員等にあっては

付表第１、任期が６箇月未満の会計年度任用職員等にあっては付表第２」を「

付表」に改め、同項を同表の９の項とし、同表の７の項を同表の８の項とし、

同表の６の項を同表の７の項とし、同表の５の項中「配偶者」を「配偶者等」

に、「いう）。」を「いう。）」に改め、同項を同表の６の項とし、同表の４

の項を同表の５の項とし、同表中 

３ 骨髄移植

のための骨

髄の提供等

無給 必要と認めら

れる期間 

骨髄移植のための骨髄若しくは

末梢
しよう

血幹細胞移植のための末梢

血幹細胞の提供希望者としてそ

の登録を実施する者に対しての

登録の申出に伴い、又は配偶者

、父母、子及び兄弟姉妹以外の

者への骨髄移植のための骨髄若

しくは末梢血幹細胞移植のため

の末梢血幹細胞の提供に伴う必

要な検査、入院等をする場合に

与えられるものとする。 

３ 骨髄移植

のための骨

髄の提供等

無給 必要と認めら

れる期間 

骨髄移植のための骨髄若しくは

末梢
しよう

血幹細胞移植のための末梢

血幹細胞の提供希望者としてそ

の登録を実施する者に対しての

登録の申出に伴い、又は配偶者

等、父母、子及び兄弟姉妹以外

の者への骨髄移植のための骨髄

若しくは末梢血幹細胞移植のた

めの末梢血幹細胞の提供に伴う

必要な検査、入院等をする場合

に与えられるものとする。 

を

「

」

「

に
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４ 職員の結

婚又はパー

トナーシッ

プ形成 

有給 休業日を除き

、５日以内の

引き続く日数

（１） 結婚の日又はパートナ

ーシップ形成の日は、休暇の

期間内のいずれかの日又は休

暇の期間に連続する日でなけ

ればならない。 

（２） 前号のパートナーシッ

プ形成の日とは、パートナー

シップ関係を有することとな

る日として教育委員会が認め

た日をいう。 

改める。 

別表第３の付表第２を削り、別表第３の付表第１を次のように改める。 

別表第３の付表 

       死亡した者 忌引日数 

配偶者等      １０日 

血族   １親等の直系尊属（父母）      １０日 

 １親等の直系卑属（子）      １０日 

 ２親等の直系尊属（祖父母）       ５日 

 ２親等の直系卑属（孫）       ５日 

 ２親等の傍系者（兄弟、姉妹）       ５日 

 ３親等の傍系尊属（伯叔父母）       ２日 

 ３親等の傍系卑属（甥姪）       ２日 

 ４親等の傍系者（従兄弟、従姉妹）       ２日 

姻族 １親等の直系尊属       ５日 

 １親等の直系卑属       ５日 

 ２親等の直系尊属       ２日 

 ２親等の傍系者       ２日 

 ３親等の傍系尊属       １日 

備考 

 （１） 生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる。 

（２） いわゆる代襲相続の場合において、祭具等の継承を受けた者は 

、１親等の直系血族に準ずる。 

 （３） 会計年度任用職員等とパートナーシップ関係にある者の血族の 

場合は、姻族に準ずる。 

」
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付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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北九州市教育委員会第１号会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当

に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

                     北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美   

北九州市教育委員会規則第１１号 

北九州市教育委員会第１号会計年度任用職員の報酬、費用弁償及

び期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

北九州市教育委員会第１号会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当

に関する規則（令和２年北九州市教育委員会規則第４号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第３項中「第１１条まで」の次に「（語学指導等を行う外国青年招致

事業の実施のために任用する職員（第１６条第１項において「語学指導等職員

」という。）にあっては、第４条を除く。）」を加える。 

 第７条第１項中「職員」を「第２条第２項第３号に掲げる職員」に改め、同

条第２項中「命ぜられた」の次に「前項の」を加える。 

 第１５条第２号中「通勤手当に関する規則第６条から第８条までの規定の例

により算出した額（当該例による場合における同条第１項第１号に規定する支

給単位期間は、１箇月とする。」を「前号に定める額（」に改める。 

第１６条第１項中「である者」の次に「（語学指導等職員を除く。）」を加

える。 

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の会計年度任用職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

                     北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会規則第１２号 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の会計年度任用職

員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の会計年度任用職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する規則（令和２年北九州市教育委員会規則第５号）の

一部を次のように改正する。 

第１１条第２項第１号及び第２号を次のように改める。 

 （１） 配偶者等（配偶者及び会計年度任用職員との関係において一方又は

双方が典型とされない性的指向又は性自認を有し、当該会計年度任用職員

と婚姻関係と異ならない程度の実質を備える社会生活を営む関係（以下「

パートナーシップ関係」という。）にある者として教育委員会が定めるも

の（以下「パートナーシップ関係にある者」という。）をいう。以下同じ

。） 

 （２） 会計年度任用職員又は会計年度任用職員とパートナーシップ関係に

ある者の２親等以内の親族 

 第１１条第２項第３号中「配偶者」を「配偶者等」に改める。 

第１６条第１項中「については別表第１」を「のうち、任期が６箇月以上あ

るもの（再度の任用又は異なる会計年度任用の職への任用（以下「再度の任用

等」という。）により再度の任用等前の任期と通算すると任期が６箇月以上と

なる者を含む。）については別表第１のアの表、任期が６箇月に満たないもの

（再度の任用等により再度の任用等前の任期と通算すると任期が６箇月以上と

なる者を除く。）については別表第１のイの表」に、「については別表第２」

を「のうち、任期が６箇月以上あるもの（再度の任用等により再度の任用等前

の任期と通算すると任期が６箇月以上となる者を含む。）については別表第２

のアの表、任期が６箇月に満たないもの（再度の任用等により再度の任用等前

の任期と通算すると任期が６箇月以上となる者を除く。）については別表第２

のイの表」に改める。 

第２３条第２項中「再度の任用又は異なる会計年度任用の職への任用（以下

「再度の任用等」という。）」 を「再度の任用等」に改める。 

「 年次休暇付与日数 
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                  ア 会計年度任用職員の任期が６箇月 

以上ある者の年次休暇付与日数」 

職員の任期が６箇月以上の者に対し」を削り、同表の備考第２号中「会計年度

任用職員の任期が６箇月に満たない者は、」を削り、「場合又は再度の任用等

により再度の任用等前の任期と通算すると任期が６箇月以上となる場合は」を

「者に対しては」に、「更新又は再度の任用等」を「更新」に改め、同号ただ

し書を次のように改める。 

ただし、更新前の任期においてイの表又は別表第２のイの表の規定に

より年次休暇を付与されている者については、教育長が別に定める。 

別表第１に次の１表を加える。 

イ 会計年度任用職員の任期が６箇月に満たない者の年次休暇付与日数 

任期 年次休暇の日数 

１箇月以上２箇月未満               １日 

２箇月以上４箇月未満               ２日 

４箇月以上６箇月未満               ４日 

備考 この表を適用するに当たっては、アの表の備考第１号、第２号及び 

第４号の規定を準用する。この場合において、同表の備考第２号中「６ 

箇月」とあるのは、「１箇月」と読み替えるものとする。 

「 年次休暇付与日数 

                  ア 会計年度任用職員の任期が６箇月 

以上ある者の年次休暇付与日数」 

のアの表」を加え、「から第４号まで」を「、第２号及び第４号」に改め、同

表に次の１表を加える。 

イ 会計年度任用職員の任期が６箇月に満たない者の年次休暇付与日数 

１週間当たり

の勤務日数 

年次休暇の日数 

任期が２箇月以上４箇月未満 任期が４箇月以上６箇月未満

４日            １日            ３日

３日            １日            ２日

２日             １日

１日   

備考 この表を適用するに当たっては、別表第１のアの表の備考第１号、 

第２号及び第４号の規定を準用する。この場合において、同表の備考第 

別表第１中「年次休暇付与日数」を 

に改め、同表の備考第１号中「会計年度任用 

別表第２中「年次休暇付与日数」を 

に改め、同表の備考中「別表第１」の次に「 
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２号中「６箇月」とあるのは、「２箇月」と読み替えるものとする。 

別表第３中１２の項を１３の項とし、９の項から１１の項までを１項ずつ繰

り下げ、同表の８の項中「任期が６箇月以上の会計年度任用職員にあっては付

表第１、任意が６箇月未満の会計年度任用職員にあっては付表第２」を「付表

」に改め、同項を同表の９の項とし、同表の７の項を同表の８の項とし、同表

の６の項を同表の７の項とし、同表の５の項中「配偶者」を「配偶者等」に改

め、同項を同表の６の項とし、同表の４の項を同表の５の項とし、同表中 

３ 骨髄移植

のための骨

髄の提供等

無給 必要と認めら

れる期間 

骨髄移植のための骨髄若しくは

末梢
しよう

血幹細胞移植のための末梢

血幹細胞の提供希望者としてそ

の登録を実施する者に対しての

登録の申出に伴い、又は配偶者

、父母、子及び兄弟姉妹以外の

者への骨髄移植のための骨髄若

しくは末梢血幹細胞移植のため

の末梢血幹細胞の提供に伴う必

要な検査、入院等をする場合に

与えられるものとする。 

３ 骨髄移植

のための骨

髄の提供等

無給 必要と認めら

れる期間 

骨髄移植のための骨髄若しくは

末梢
しよう

血幹細胞移植のための末梢

血幹細胞の提供希望者としてそ

の登録を実施する者に対しての

登録の申出に伴い、又は配偶者

等、父母、子及び兄弟姉妹以外

の者への骨髄移植のための骨髄

若しくは末梢血幹細胞移植のた

めの末梢血幹細胞の提供に伴う

必要な検査、入院等をする場合

に与えられるものとする。 

４ 職員の結

婚又はパー

トナーシッ

プ形成 

有給 休業日を除き

、５日以内の

引き続く日数

（１） 結婚の日又はパートナ

ーシップ形成の日は、休暇の

期間内のいずれかの日又は休

暇の期間に連続する日でなけ

」

「

「

を

に
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     ればならない。 

（２） 前号のパートナーシッ

プ形成の日とは、パートナー

シップ関係を有することとな

る日として教育委員会が認め

た日をいう。 

改める。 

別表第３の付表第２を削り、別表第３の付表第１を次のように改める。 

別表第３の付表 

       死亡した者  忌引日数 

配偶者等     １０日

血族 １親等の直系尊属（父母）     １０日

 １親等の直系卑属（子）     １０日

 ２親等の直系尊属（祖父母）      ５日

 ２親等の直系卑属（孫）      ５日

 ２親等の傍系者（兄弟、姉妹）      ５日

 ３親等の傍系尊属（伯叔父母）      ２日

 ３親等の傍系卑属（甥姪）      ２日

 ４親等の傍系者（従兄弟、従姉妹）      ２日

姻族 １親等の直系尊属      ５日

 １親等の直系卑属      ５日

 ２親等の直系尊属      ２日

 ２親等の傍系者      ２日

 ３親等の傍系尊属      １日

備考 

（１） 生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる。 

（２） いわゆる代襲相続の場合において、祭具等の継承を受けた者は

、１親等の直系血族に準ずる。 

（３） 会計年度任用職員とパートナーシップ関係にある者の血族の場

合は、姻族に準ずる。 

付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

」
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の第１号会計年度任用職員の

報酬、費用弁償及び期末手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

令和２年３月３１日 

                     北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会規則第１３号 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の第１号会計年度

任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する規則の一部を改

正する規則 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の第１号会計年度任用職員の

報酬、費用弁償及び期末手当に関する規則（令和２年北九州市教育委員会規則

第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「第１１条まで」の次に「（語学指導等を行う外国青年招致

事業の実施のために任用する職員（第１６条第１項において「語学指導等職員

」という。）にあっては、第４条を除く。）」を加える。 

 第６条第１項中「職員」を「第２条第２項第３号に掲げる職員」に改め、同

条第２項中「命ぜられた」の次に「前項の」を加える。 

第１５条第２号中「通勤手当に関する規則第６条から第８条までの規定の例

により算出した額（当該例による場合における同条第１項第１号に規定する支

給単位期間は、１箇月とする。」を「前号に定める額（」に改める。 

第１６条第１項中「である者」の次に「（語学指導等職員を除く。）」を加

える。 

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う関係規則の整備に関する規則

をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

                   北九州市教育委員会 

                      教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会規則第１４号 

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う関係規則の整備に 

関する規則 

 （北九州市教育委員会職員の職名等に関する規則の一部改正） 

第１条 北九州市教育委員会職員の職名等に関する規則（昭和３８年北九州市

教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「勤務する」の次に「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号

）第３条第２項に規定する」を加え、「臨時的任用職員のうち北九州市職員

の給与に関する条例（昭和３８年北九州市条例第２４号）第２７条第１項又

は北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条

例（平成２８年北九州市条例第５７号）第４５条第１項の規定の適用を受け

る者を除く。」を削る。 

第２条中「準用する。」の次に「この場合において、市規則第２条ただし

書中「市長」とあるのは、「教育委員会」と読み替えるものとする。」を加

える。 

（北九州市教職員表彰規則の一部改正）

第２条 北九州市教職員表彰規則（昭和４０年北九州市教育委員会規則第６号

）の一部を次のように改正する。

  第１条中「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与

に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号）第２条第１号」を「北九

州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇

等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号）第１条」に改める。

  第４条中「、教職員」の次に「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員又は同法第２２条の３

第１項その他の法令の規定により臨時的に任用された職員（以下「会計年度

任用職員等」という。）を除く。以下この条及び第８条第１号において同じ

。）」を加える。

  第８条第１号中「、教職員となった日から起算し」を削り、「まで」の次

に「の教職員として在籍した期間」を加え、同条第２号中「（昭和２５年法

律第２６１号）」を削り、「教職員」の次に「及び会計年度任用職員等」を
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加え、同条第４号を削る。

 （北九州市教育委員会職員被服貸与規則の一部改正） 

第３条 北九州市教育委員会職員被服貸与規則（昭和４４年北九州市教育委員

会規則第７号）の一部を次のように改正する。 

  第１条を次のように改める。

  （趣旨）

 第１条 北九州市教育委員会の職員の職務の執行上必要な被服の貸与につい

ては、別に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。

（北九州市教育委員会職員安全衛生管理規則の一部改正） 

第４条 北九州市教育委員会職員安全衛生管理規則（昭和５３年北九州市教育

委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

  第３条を次のように改める。

  （定義）

第３条 この規則において「職員」とは、第５条第３項を除き、北九州市立

学校に勤務する職員並びに教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に

属する教育機関（社会教育施設（図書館及び視聴覚センターを除く。）及

び北九州市立埋蔵文化財センターを除く。以下同じ。）に勤務する職員で

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般

職に属するものをいう。 

  第９条の表の左欄中「第１５条第３項」の次に「、第２０条の２」を加え

る。 

（北九州市教育委員会の権限に属する事務を市長の補助機関たる職員等に補

助執行させることに関する規則の一部改正）

第５条 北九州市教育委員会の権限に属する事務を市長の補助機関たる職員等

に補助執行させることに関する規則（平成元年北九州市教育委員会規則第１

６号）の一部を次のように改正する。

  第６条第１１号中「臨時的任用職員又は嘱託職員の賃金又は」を「会計年

度任用職員の」に改める。

 （北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給料の調整額に

関する規則の一部改正）

第６条 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給料の調整

額に関する規則（平成２９年北九州市教育委員会規則第７号）の一部を次の

ように改正する。

第２条第２項中「教職員の給料」を「教職員（次条の会計年度任用職員で

ある教職員を除く。以下この項において同じ。）の給料」に改め、「第２６
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１号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「同法」を「法」に改め、

同条の次に次の１条を加える。

（会計年度任用教職員の給料の調整額）

第３条 法第２２条の２第１項第２号に掲げる会計年度任用職員である教職

員の給料の調整額は、前条第２項の規定が適用される教職員の例による。

（北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の特殊勤務手当に

関する規則の一部改正） 

第７条 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の特殊勤務手

当に関する規則の一部改正（平成２９年北九州市教育委員会規則第９号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２項を次のように改める。 

２ 教職員給与条例第３８条第４項に規定する教育委員会規則で定める時間

は、３時間３０分とする。

（北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手当及び勤

勉手当に関する規則の一部改正）

第８条 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手当及

び勤勉手当に関する規則（平成２９年北九州市教育委員会規則第１０号）の

一部を次のように改正する。

第１条中「第３２条」の次に「（第１項に係る部分に限り、教職員給与条

例第４６条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。

）」を加える。

第２条に次の１項を加える。

２ 教職員給与条例第４６条第３項において教職員給与条例第３２条第１項

の規定を読み替えて適用する場合における同項前段の教育委員会規則で定

める期間は、６箇月とし、任用期間が６箇月未満の教職員には、期末手当

を支給しない。

第３条第１号中「前条各号」を「前条第１項各号」に改め、同条第２号ア

からエまで以外の部分中「臨時又は非常勤である者（法第２８条の５第１項

又は第２８条の６第２項の規定により採用された職員（以下「再任用短時間

勤務職員」という。）、育児休業法第１８条第１項に規定する短時間勤務職

員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）及び北九州市一般職の任期付

職員の採用に関する条例（平成１５年北九州市条例第６２号）第４条の規定

により採用された職員（以下「任期付条例第４条職員」という。）を除

く。）」を「支給日に期末手当が支給されない者」に改め、同号エを同号オ

とし、同号ウを同号エとし、同号イを同号ウとし、同号アの次に次のように
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加える。

イ 報酬条例の適用を受ける会計年度任用職員（非常勤職員の報酬、費

用弁償及び期末手当に関する条例（昭和３８年北九州市条例第７３号

。以下「報酬条例」という。）の適用を受ける法第２２条の２第１項

第１号に掲げる教職員をいう。以下同じ。）

第３条第３号アからエまで以外の部分中「（臨時又は非常勤である者（再

任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員、地方公共団体の一般職の任期

付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第５条各項に規定す

る短時間勤務職員、国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第８１条の

５第１項に規定する短時間勤務の官職を占める者及び国家公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第１０９号）第２３条第２項に規定する任期

付短時間勤務職員を除く。）を除く。）」を削り、同号ウ中「国立大学法人

等」を「国公立大学法人等」に改め、「第９条第１項」の次に「及び第１４

条第１項」を加え、同条に次の２項を加える。

２ 教職員給与条例第４６条第３項において教職員給与条例第３２条第１項

の規定を読み替えて適用する場合における同項後段の教育委員会規則で定

める期間は、６箇月とし、任用期間が６箇月未満の教職員には、期末手当

を支給しない。

３ 教職員給与条例第４６条第３項において教職員給与条例第３２条第１項

の規定を読み替えて適用する場合における同項後段の教育委員会規則で定

める者は、第１項各号に掲げる教職員とし、これらの教職員には、期末手

当を支給しない。

第４条中「前条第２号」を「前条第１項第２号」に、「期末手当」を「、

期末手当」に改める。

第５条中「常勤の教職員（教職員給与条例の適用を受ける教職員で第８条

第２項第３号に規定する教職員給与条例第４５条教職員又は非常勤職員以外

の教職員をいう。以下同じ。）、再任用短時間勤務教職員（法第２８条の５

第１項又は第２８条の６第２項の規定により採用された教職員をいう。以下

同じ。）、任期付短時間勤務教職員（育児休業法第１８条第１項に規定する

短時間勤務職員である教職員をいう。以下同じ。）又は任期付条例第４条教

職員（北九州市一般職の任期付職員の採用に関する条例第４条の規定により

採用された教職員をいう。以下同じ。）」を「教職員」に改める。

第８条第２項第１号中「第２条第１号」を「第２条第１項第１号」に改め

、同項第３号中「第２条第５号若しくは」を「第２条第１項第５号又は」に

改め、「又は教職員給与条例第４５条教職員（教職員給与条例第４５条第１
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項の規定の適用を受ける教職員をいう。以下同じ。）若しくは非常勤職員

（教職員給与条例第４６条の規定の適用を受ける教職員をいう。以下同

じ。）」を削り、同条第３項を削る。

第９条第１項各号列記以外の部分中「次に掲げる者」の次に「（第１号に

掲げる者及び第３号に掲げる者のうち法第２２条の２第１項第１号に掲げる

職員であるものにあっては、任命権者が定める規則その他の規程により定め

られた１週間当たりの勤務時間が１５時間３０分以上の者に限る。）」を加

え、「第４号から第７号まで」を「第５号から第８号まで」に、「在職期

間」を「期間」に改め、同項中第７号を第８号とし、第１号から第６号まで

を１号ずつ繰り下げ、同項に第１号として次の１号を加える。

（１） 報酬条例の適用を受ける会計年度任用職員

第９条第２項中「期間」を「在職した期間」に改め、「及び第３項」を削

る。

第１３条第１号中「第２条第１号」を「第２条第１項第１号」に改める。

第１４条第１項各号列記以外の部分中「勤勉手当を」を「、勤勉手当を」

に改め、同項ただし書を削り、同項第１号中「休職にされていた者。」を

「次のいずれかに該当する教職員であった者」に改め、同号ただし書を削り

、同号に次のように加える。

ア 第２条第１項第１号、第２号、第５号から第７号まで又は第９号の

いずれかに該当する教職員

イ 休職にされていた教職員（公務等傷病による休職者を除く。）

ウ 派遣職員

エ 法人派遣職員

第１４条第１項第２号及び第３号を次のように改める。

（２）  その退職の後勤勉手当基準日までの間において次に掲げる者

（支給日に勤勉手当が支給されない者を除く。）となった者

ア 教職員給与条例の適用を受ける教職員

イ 給与条例の適用を受ける職員

ウ 企業職員

エ 北九州市の特別職に属する地方公務員

（３） その退職に引き続き次に掲げる者となった者

ア 北九州市の職員以外の地方公務員（教育長が定める者を除く。）

イ 国家公務員（教育長が定める者を除く。）

ウ 国公立大学法人等に使用される者（教育長が定める者を除く。）

エ 派遣条例第１０条に規定する特定法人の役職員（教育長が定める者
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を除く。）

第１４条第１項第４号及び第５号を削る。

第２０条第２項第１号中「第２条第１号」を「第２条第１項第１号」に、

「若しくは第９号」を「又は第９号」に改め、「又は教職員給与条例第４５

条教職員若しくは非常勤職員」を削り、同項第５号中「第１７条第１項」の

次に「又は北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号。以下「

教職員勤務時間等条例」という。）第１５条の規定により教育委員会が別に

定めるもの（以下「教育委員会規則等」という。）」を加え、「及び同規則

第１８条第１項」を「、同規則第１８条第１項又は教育委員会規則等」に改

め、「介護時間」という。）」の次に「及び教育委員会規則等に規定する育

児時間又は公務外の負傷若しくは疾病による休暇」を加え、同項第６号中「

再任用短時間勤務教職員、任期付短時間勤務教職員又は任期付条例第４条教

職員」を「法第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第２項の規定により

採用された教職員、育児休業法第１８条第１項に規定する短時間勤務教職員

又は北九州市一般職の任期付職員の採用に関する条例（平成１５年北九州市

条例第６２号）第４条の規定により採用された教職員」に、「北九州市立の

小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例（平成２８年北九州市条例第６０号。以下「教職員勤務時間等条例」

という。）」を「教職員勤務時間等条例」に改め、同条第４項各号列記以外

の部分中「除算は行わない」を「除算しない」に改め、同項中第１号を削り

、第２号を第１号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り上げる。

（北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手当に関す

る条例施行規則の一部改正）

第９条 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手当に

関する条例施行規則（平成２９年北九州市教育委員会規則第１２号）の一部

を次のように改正する。 

第２条を次のように改める。 

第２条 削除 

 （北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日

、休暇等に関する条例施行規則の一部改正）

第１０条 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間

、休日、休暇等に関する条例施行規則（平成２９年北九州市教育委員会規則

第１４号）の一部を次のように改正する。

  第１条中「非常勤職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２
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８条の５第１項又は第２８条６第２項の規定により採用された教職員（以下

「再任用短時間勤務教職員」という。）及び地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第１８条

第１項又は北九州市一般職の任期付職員の採用に関する条例（平成１５年北

九州市条例第６２号）第４条の規定により採用された教職員（以下「任期付

短時間勤務教職員」という。）を除く。）及び地方公務員法第２２条第２項

、女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律（昭和３０年

法律第１２５号）第３条第１項、育児休業法第６条第１項第２号及び北九州

市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年北九州市条例第５７号）

第９条第１項第２号の規定により臨時的に任用される教職員（以下「臨時的

任用教職員」という。）のうち北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学

校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号）第４５

条第１項の規定の適用を受けるもの」を「地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年

度任用職員」という。）」に改める。 

  第２条第２項中「、育児休業法」を「、地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）」に改め、

同条第３項中「再任用短時間勤務教職員」を「地方公務員法第２８条の５第

１項又は第２８条の６第２項の規定により採用された教職員（以下「再任用

短時間勤務教職員」という。）」に改め、同条第４項中「任期付短時間勤務

教職員」を「育児休業法第１８条第１項又は北九州市一般職の任期付職員の

採用に関する条例（平成１５年北九州市条例第６２号）第４条の規定により

採用された教職員（以下「任期付短時間勤務教職員」という。）」に改める

。 

  第７条第２項中「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の給与に関する条例第２条第２号に規定する教育職員をいう」を「教職員の

うち学校事務職員及び学校栄養職員を除く」に改める。 

  第１３条第３項中「臨時的任用教職員」を「地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２２条の３第１項その他の法令の規定により臨時的に任用

された教職員」に改める。 

  第２２条第１項各号列記以外の部分中「該当する職員」を「該当する者」

に、「（以下「規則適用異動教職員」という。）となった場合において、そ

の教職員」を「となった場合における当該教職員（以下「規則適用異動教職

員」という。）」に、「基づき」を「より」に改め、同項第１号中「受ける

職員」の次に「（会計年度任用職員及び地方公務員法第２２条の３第１項そ

139



の他の法令の規定により臨時的に任用された職員（以下「会計年度任用職員

等」という。）を除く。）」を加え、同項第２号中「企業職員」の次に「（

会計年度任用職員等を除く。）」を加え、同条第２項及び第３項中「基づき

」を「より」に改める。 

  第２４条を第２５条とし、第２３条の次に次の１条を加える。 

第２４条 会計年度任用職員等が引き続きこの規則の適用を受ける職員とな

った場合における当該職員（以下「規則適用会計年度任用職員等」という

。）に対し異動日から異動日の属する休暇年度の末日までに与える年次休

暇の日数は、第１３条第１項及び第２項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる規則適用会計年度任用職員等の区分に応じ、当該各号に定める日数

とする。ただし、１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の

時間数の変更により、これにより難いと認める場合は、教育長が別に定め

る。 

（１） 次号以外の規則適用会計年度任用職員等 第１３条第１項に定め

る日数に規則適用会計年度任用職員等が異動日の前日までに適用を受け

ていた勤務時間、休日、休暇等に関する条例、規則、規程その他任命権

者が定めるもの（以下「従前の会計年度任用職員等に係る条例等」とい

う。）により使用できるとされた年次休暇の日数を加えた日数（当該加

えた日数が、２０日を超えるときは２０日、労働基準法第３９条第１項

から第３項までに規定する日数に満たないときは当該規定する日数）か

ら異動日の前日までに既に使用した年次休暇の日数を差し引いた日数 

（２） 育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員又は任期付短時間

勤務職員である規則適用会計年度任用職員等 第１３条第１項ただし書

及び第２項に定める日数に規則適用会計年度任用職員等が従前の会計年

度任用職員等に係る条例等により使用できるとされた年次休暇の日数を

加えた日数（当該加えた日数が、同項に定める日数を超えるときは同項

に定める日数、労働基準法第３９条第１項から第３項までに規定する日

数に満たないときは当該規定する日数）から異動日の前日までに既に使

用した年次休暇の日数を差し引いた日数 

２ 異動日の前日までに、従前の会計年度任用職員等に係る条例等により規

則適用会計年度任用職員等に与えられた特別休暇、病気休暇、介護休暇及

び介護時間に相当する休暇は、この規則の規定により与えられたものとみ

なす。 

付 則 

（施行期日） 
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１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行に関し必要な経過措置は、教育長が別に定める。 
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

                     北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会規則第１５号 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則（平成２９年北九州市教育委員会規則第１４号）

の一部を次のように改正する。 

第９条第３項第１号及び第２号を次のように改める。 

 （１） 配偶者等（配偶者及び教職員との関係において一方又は双方が典型

とされない性的指向又は性自認を有し、当該教職員と婚姻関係と異ならな

い程度の実質を備える社会生活を営む関係（以下「パートナーシップ関係

」という。）にある者として教育委員会が定めるもの（以下「パートナー

シップ関係にある者」という。）をいう。以下同じ。） 

 （２） 教職員又は教職員とパートナーシップ関係にある者の２親等以内の

親族 

 第９条第３項第３号中「配偶者」を「配偶者等」に改める。 

 第１３条第３項中「教職員」の次に「及び育児休業法第６条第１項第１号の

規定により任期を定めて採用された教職員」を加える。 

別表第４の３の項中「配偶者」を「配偶者等」に改め、同表の５の項を次の

ように改める。 

５ 職員の結

婚又はパー

トナーシッ

プ形成 

休業日を除き

、５日以内の

引き続く日数 

（１） 結婚の日又はパートナーシッ

プ形成の日は、休暇の期間内のいず

れかの日又は休暇の期間に連続する

日でなければならない。ただし、教

育職員にあっては、結婚の日又はパ

ートナーシップ形成の日前５日から

当該結婚の日又はパートナーシップ

形成の日後６月を経過する日までの

間に当該休暇を取得できるものとす 

 る。 
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  （２） 前号のパートナーシップ形成

の日とは、パートナーシップ関係を

有することとなる日として教育委員

会が認めた日をいう。 

別表第４の７の項中「配偶者」を「配偶者等」に改め、同表の８の項中「男

性職員」を「職員」に、「配偶者」を「配偶者等」に改め、同表の９の項及び

１３の項中「配偶者」を「配偶者等」に改める。 

 別表第４の付表中「配偶者」を「配偶者等」に改め、同表の備考に次の１項

を加える。 

３ 教職員とパートナーシップ関係にある者の血族の場合は、姻族に準ず

る。  

付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第４の５の項の規定は、この規則の施行の日以後にその期間

が開始する特別休暇から適用し、同日前にその期間が開始する特別休暇につ

いては、なお従前の例による。 
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手当及び勤勉

手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和２年３月３１日

             北九州市教育委員会

教育長 田 島 裕 美

北九州市教育委員会規則第１６号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手

当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手当及び勤勉

手当に関する規則（平成２９年北九州市教育委員会規則第１０号）の一部を次

のように改正する。

付則第８項を次のように改める。

８ 別表第２の規定の適用については、令和３年３月３１日までの間、同表の

教育職給料表（３）及び教育職給料表（４）の項教職員の欄に掲げる教職員

のうち職務の級３級及び特２級の教職員（職務の級３級の教職員にあっては

、教頭の職を占める者を除く。）、別表第２の行政職給料表の項教職員の欄

に掲げる教職員のうち職務の級４級の教職員並びに別表第２の備考第３項の

規定の適用を受ける教職員にあっては同表中「１００分の５（教育長が別に

定める教職員にあっては、１００分の７．５）」とあるのは「１００分の１

０」と、同表の教育職給料表（３）及び教育職給料表（４）の項教職員の欄

に掲げる教職員のうち職務の級２級の教職員、別表第２の行政職給料表の項

教職員の欄に掲げる教職員のうち職務の級３級の教職員並びに別表第２の医

療職給料表（２）の項教職員の欄に掲げる教職員にあっては別表第２中「１

００分の７．５」とあるのは「１００分の８」とする。

 付則第９項を削る。

別表第２中

職務の級４級、３級及び特２級の教職員

職務の級２級の教職員（教育長が定める教

職員に限る。）

職務の級４級、３級及び特２級の教職員

職務の級２級の教職員（教育長が定める教

職員に限る。）

職務の級４級の教職員

「

を

「

」
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職務の級３級及び特２級の教職員並びに２

級の教職員（教育長が定める教職員に限る

。）

職務の級４級の教職員

職務の級３級及び特２級の教職員並びに２

級の教職員（教育長が定める教職員に限る

。）

改め、同表の備考第３項中「１００分の１０」を「１００分の５（教育長が別

に定める教職員にあっては、１００分の７．５）」に改める。

   付 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

に

」
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北九州市教育委員会訓令第１号 

                            庁中一般 

北九州市教育委員会職員証に関する規程及び北九州市教育委員会事務専決規

程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和２年３月３１日 

                     北九州市教育委員会 

教育長 田 島 裕 美 

北九州市教育委員会職員証に関する規程及び北九州市教育委員会 

事務専決規程の一部を改正する訓令 

（北九州市教育委員会職員証に関する規程の一部改正）

第１条 北九州市教育委員会職員証に関する規程（昭和４３年北九州市教育委

員会訓令第８号）の一部を次のように改正する。

  第１条中「その他教育長が特に必要と認めた職員（臨時的任用職員を除く

。）」を「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規

定する一般職に属する職員（同法第２２条の２第１項に規定する会計年度任

用職員及び同法第２２条の３第１項その他の法令により臨時的に任用された

職員を除く。）その他教育長が特に必要と認めた職員をいう。）」に改める

。

（北九州市教育委員会事務専決規程の一部改正）

第２条 北九州市教育委員会専決規程（昭和４４年北九州市教育委員会訓令第

３号）の一部を次のように改正する。

  第４条第１号中「臨時的任用職員及び嘱託職員」を「会計年度任用職員」

に改める。

別表中

任用

及び

配置

法令又は

条例に基

づく教育

関係委員

で教育委

員会が別

に定める

もの及び

規則に基

づく教育

関係委員

   〔総務部長〕 

嘱託職員 

〔教職員部長〕

学校嘱託職員 

 〔総務課長〕

臨時的任用職

員 

〔教職員課長

〕 

臨時的任用学

校職員 

〔小、中学校

長等〕 

１４日以内の

臨時的任用学

嘱託職員

の任用及

び配置の

うち、重

要なもの

について

は、別に

定めると

ころによ

る。 

「

を
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       校職員及び学

校嘱託職員（

教員及び学校

事務職員を除

く。） 

職の

設定

      〔総務課長〕

事務局及び教

育機関（学校

を除く。）に

配置される会

計年度任用職

員及び臨時的

任用職員 

〔教職員課長

〕 

学校に配置さ

れる会計年度

任用職員及び

臨時的任用職

員 

〔小、中学校

長等〕 

学校に配置さ

れる１４日以

内の任用期間

の会計年度任

用職員（教員

及び学校事務

職員を除く。

） 

任用

及び

配置

法令又は

条例に基

づく教育

   〔総務部長〕 

事務局及び教育

機関（学校を除

 〔総務課長〕

事務局及び教

育機関（学校

嘱託職員

の任用及

び配置の

に

「

」
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 関係委員

で教育委

員会が別

に定める

もの及び

規則に基

づく教育

関係委員

   く。）に配置さ

れる非常勤職員

（会計年度任用

職員を除く。）

〔教職員部長〕

学校に配置され

る非常勤職員（

会計年度任用職

員を除く。） 

 を除く。）に

配置される会

計年度任用職

員及び臨時的

任用職員 

〔教職員課長

〕 

学校に配置さ

れる会計年度

任用職員及び

臨時的任用職

員 

〔小、中学校

長等〕 

学校に配置さ

れる１４日以

内の任用期間

の会計年度任

用職員（教員

及び学校事務

職員を除く。

） 

うち、重

要なもの

について

は、別に

定めると

ころによ

る。 

改め、同表の公傷病の支給の項中「臨時的任用職員及び非常勤の職員」を「事

務局及び教育機関（学校を除く。）に配置される臨時的任用職員及び非常勤職

員」に、「臨時的任用学校職員及び学校嘱託職員」を「学校に配置される会計

年度任用職員及び臨時的任用職員」に改める。

付 則 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

」
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 住居手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和２年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅

北九州市人事委員会規則第２号                        

   住居手当に関する規則の一部を改正する規則

住居手当に関する規則（昭和４６年北九州市人事委員会規則第９号）の一部

を次のように改正する。 

 第４条中「同項第３号」を「単身赴任手当に関する規則第５条第３項第３号

」に、「１万２，０００円」を「１万６，０００円」に改める。

 付則第４項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める

。

 付則に次の１項を加える。

 （令和３年４月１日における届出の特例）

５ 令和３年３月３１日において北九州市職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例（令和元年北九州市条例第３８号）付則第８項及び第９項の規定

による住居手当を支給されている職員又は北九州市立の小学校、中学校及び

特別支援学校の教職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和元年

北九州市条例第４５号）付則第８項及び第９項の規定による住居手当を支給

されている教職員であって、令和３年４月１日においても引き続き当該住居

手当に係る住宅を借り受け、家賃を支払っているもののうち、同日に条例第

１４条の２第１項各号に該当することとなるもの又は北九州市立の小学校、

中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市

条例第５７号）第２１条第１項各号に該当することとなるものについては、

令和２年３月３１日において支給されていた住居手当に係る第５条の規定に

より行われた届出（北九州市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

付則第８項及び第９項並びに北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校

の教職員の給与に関する条例の一部を改正する条例付則第８項及び第９項の

規定による住居手当に関する規則（令和２年北九州市人事委員会規則第４号

）第６条において準用する第５条の規定による届出が行われた場合には、当

該届出）を令和３年４月１日において支給されることとなる住居手当に係る

同条の規定により行われた届出とみなす。 

   付 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第４条の改正規定（

「同項第３号」を「単身赴任手当に関する規則第５条第３項第３号」に改める

部分に限る。）は、公布の日から施行する。

149



義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

令和２年３月３１日 

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅   

北九州市人事委員会規則第３号 

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則 

義務教育等教員特別手当に関する規則（昭和５０年北九州市人事委員会規則

第２１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項第３号中「別表第３」を「別表第５」に改め、同号を同項第５

号とし、同項第２号中「別表第２」を「別表第３」に改め、同号を同項第３号

とし、同号の次に次の１号を加える。 

 （４） 教職員給与条例第３７条第１項に規定する教育職員で北九州市会計

年度任用教職員の給料に関する規則（令和２年北九州市教育委員会規則第

６号。以下この号及び第６号において「教職員給料規則」という。）別表

第１の教育職（３）相当職の項の適用を受けるもの 教職員給料規則第３

条の規定によりその者の給料の月額を決定するための職務の級及び号給に

対応する別表第４に掲げる額 

第３条第１項第１号の次に次の１号を加える。 

（２） 給与条例第２５条の３第１項に規定する教育職員で北九州市教育委

員会会計年度任用職員の給料に関する規則（令和２年北九州市教育委員会

規則第３号。以下この号において「給料規則」という。）別表第１の教育

職（１）相当職の項の適用を受けるもの 給料規則第３条の規定によりそ

の者の給料の月額を決定するための職務の級及び号給に対応する別表第２

に掲げる額 

第３条第１項に次の１号を加える。 

（６） 教職員給与条例第３７条第１項に規定する教育職員で教職員給料規

則別表第１の教育職（４）相当職の項の適用を受けるもの 教職員給料規

則第３条の規定によりその者の給料の月額を決定するための職務の級及び

号給に対応する別表第６に掲げる額 

 第３条第２項第３号及び第４号中「別表第２」を「別表第３」に改め、同項

第５号及び第６号中「別表第３」を「別表第５」に改める。 

別表第３を別表第５とし、別表第２を別表第３とし、同表の次に次の１表を

加える。 

別表第４（第３条関係） 
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職務の級

号給 

１級 

１号給から４号給まで 

円

２，０００

５号給から８号給まで ２，０００

９号給から１２号給まで ２，１００

１３号給から１６号給まで ２，２００

１７号給から２０号給まで ２，３００

２１号給から２４号給まで ２，４００

２５号給から２８号給まで ２，６００

２９号給から３２号給まで ２，７００

３３号給から３６号給まで ２，８００

３７号給から４０号給まで ２，９００

４１号給から４４号給まで ３，１００

４５号給から４８号給まで ３，２００

４９号給から５２号給まで ３，３００

５３号給から５６号給まで ３，４００

５７号給から６０号給まで ３，５００

６１号給から６４号給まで ３，６００

６５号給から６８号給まで ３，７００

６９号給から７２号給まで ３，８００

７３号給から７６号給まで ３，９００

７７号給から８０号給まで ４，０００

８１号給から８４号給まで ４，１００

８５号給から８８号給まで ４，１００

８９号給から９２号給まで ４，２００

９３号給から９６号給まで ４，３００

９７号給から１００号給まで ４，４００

１０１号給から１０４号給まで ４，４００

１０５号給から１０８号給まで ４，５００

１０９号給から１１２号給まで ４，５００

１１３号給から１１６号給まで ４，６００

１１７号給から１２０号給まで ４，７００

１２１号給から１２４号給まで ４，７００

１２５号給から１２８号給まで ４，８００
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１２９号給から１３２号給まで ４，９００

１３３号給から１３６号給まで ４，９００

１３７号給から１４０号給まで ４，９００

１４１号給から１４４号給まで ５，０００

１４５号給から１４８号給まで ５，１００

１４９号給から１５２号給まで ５，１００

１５３号給から１５６号給まで ５，１００

１５７号給から１６０号給まで ５，２００

１６１号給から１６４号給まで ５，３００

１６５号給から１６８号給まで ５，３００

１６９号給から１７２号給まで ５，３００

１７３号給から１７６号給まで ５，４００

１７７号給 ５，４００

別表第１の次に次の１表を加える。 

別表第２（第３条関係） 

     職務の級

号給 

１級 

１号給から４号給まで 

   円

２，０００

５号給から８号給まで ２，０００

９号給から１２号給まで ２，１００

１３号給から１６号給まで ２，２００

１７号給から２０号給まで ２，３００

２１号給から２４号給まで ２，４００

２５号給から２８号給まで ２，６００

２９号給から３２号給まで ２，７００

３３号給から３６号給まで ２，８００

３７号給から４０号給まで ２，９００

４１号給から４４号給まで ３，１００

４５号給から４８号給まで ３，２００

４９号給から５２号給まで ３，３００

５３号給から５６号給まで ３，５００

５７号給から６０号給まで ３，６００

６１号給から６４号給まで ３，７００
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６５号給から６８号給まで ３，８００

６９号給から７２号給まで ３，９００

７３号給から７６号給まで ４，０００

７７号給から８０号給まで ４，１００

８１号給から８４号給まで ４，１００

８５号給から８８号給まで ４，２００

８９号給から９２号給まで ４，３００

９３号給から９６号給まで ４，４００

９７号給から１００号給まで ４，４００

１０１号給から１０４号給まで ４，５００

１０５号給から１０８号給まで ４，６００

１０９号給から１１２号給まで ４，７００

１１３号給から１１６号給まで ４，７００

１１７号給から１２０号給まで ４，８００

１２１号給から１２４号給まで ４，９００

１２５号給から１２８号給まで ４，９００

１２９号給から１３２号給まで ４，９００

１３３号給から１３６号給まで ５，０００

１３７号給から１４０号給まで ５，１００

１４１号給から１４４号給まで ５，１００

１４５号給           ５，１００

別表第５の次に次の１表を加える。 

別表第６（第３条関係） 

職務の級

号給 

１級 

１号給から４号給まで 

    円

２，０００

５号給から８号給まで ２，０００

９号給から１２号給まで ２，１００

１３号給から１６号給まで ２，２００

１７号給から２０号給まで ２，３００

２１号給から２４号給まで ２，４００

２５号給から２８号給まで ２，６００

２９号給から３２号給まで ２，７００
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３３号給から３６号給まで ２，８００

３７号給から４０号給まで ２，９００

４１号給から４４号給まで ３，１００

４５号給から４８号給まで ３，２００

４９号給から５２号給まで ３，３００

５３号給から５６号給まで ３，４００

５７号給から６０号給まで ３，５００

６１号給から６４号給まで ３，６００

６５号給から６８号給まで ３，７００

６９号給から７２号給まで ３，８００

７３号給から７６号給まで ３，９００

７７号給から８０号給まで ４，０００

８１号給から８４号給まで ４，１００

８５号給から８８号給まで ４，１００

８９号給から９２号給まで ４，２００

９３号給から９６号給まで ４，３００

９７号給から１００号給まで ４，４００

１０１号給から１０４号給まで ４，４００

１０５号給から１０８号給まで ４，５００

１０９号給から１１２号給まで ４，５００

１１３号給から１１６号給まで ４，６００

１１７号給から１２０号給まで ４，７００

１２１号給から１２４号給まで ４，７００

１２５号給から１２８号給まで ４，８００

１２９号給から１３２号給まで ４，９００

１３３号給から１３６号給まで ４，９００

１３７号給 ４，９００

付 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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 北九州市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例付則第８項及び第９

項並びに北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関す

る条例の一部を改正する条例付則第８項及び第９項の規定による住居手当に関

する規則をここに公布する。

令和２年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅

北九州市人事委員会規則第４号                        

   北九州市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例付則第８

項及び第９項並びに北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学

校の教職員の給与に関する条例の一部を改正する条例付則第８項

及び第９項の規定による住居手当に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

（令和元年北九州市条例第３８号。以下「改正給与条例」という。）付則第

８項及び第９項並びに北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職

員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和元年北九州市条例第４５

号。以下「改正教職員給与条例」という。）付則第８項及び第９項の規定に

よる住居手当に関し必要な事項を定めるものとする。

 （適用除外職員）

第２条 改正給与条例付則第８項の人事委員会規則で定める職員及び改正教職

員給与条例付則第８項の人事委員会規則で定める教職員は、次に掲げる職員

及び教職員とする。

（１） 令和２年３月３１日において改正給与条例第２条の規定による改正

前の北九州市職員の給与に関する条例（昭和３８年北九州市条例第２４号

。以下この条及び次条において「改正前給与条例」という。）第１４条の

２第１項第１号に該当していた職員であって、次に掲げる職員のいずれか

に該当するもの

ア 改正給与条例第２条の規定による改正後の北九州市職員の給与に関す

る条例第１４条の２の規定を適用するとしたならば新たに同条第１項第

２号に該当することとなる職員

イ 改正前給与条例第１４条の２の規定を適用するとしたならば同条第１

項第１号に該当しないこととなる職員

（２） 令和２年３月３１日において改正教職員給与条例第２条の規定によ

る改正前の北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与

に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下この条及び次条に
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おいて「改正前教職員給与条例」という。）第２１条第１項第１号に該当

していた教職員であって、次に掲げる教職員のいずれかに該当するもの

ア 改正教職員給与条例第２条の規定による改正後の北九州市立の小学校

、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例第２１条の規定

を適用するとしたならば新たに同条第１項第２号に該当することとなる

教職員

イ 改正前教職員給与条例第２１条の規定を適用するとしたならば同条第

１項第１号に該当しないこととなる教職員

（３） 令和２年３月３１日において改正前給与条例第１４条の２第１項各

号のいずれにも該当していた職員であって、同条の規定を適用するとした

ならば同項各号のいずれか又は全てに該当しないこととなるもの

（４） 令和２年３月３１日において改正前教職員給与条例第２１条第１項

各号のいずれにも該当していた教職員であって、同条の規定を適用すると

したならば同項各号のいずれか又は全てに該当しないこととなるもの

（５） 改正給与条例付則第８項に規定する旧手当額が２，０００円以下と

なる職員

（６） 改正教職員給与条例第８項に規定する旧手当額が２，０００円以下

となる教職員

（７） 第１号、第３号及び第５号に掲げる職員に準ずる職員として人事委

員会が定める職員

（８） 第２号、第４号及び第６号に掲げる教職員に準ずる教職員として人

事委員会が定める教職員

（家賃の月額に変更があった場合の旧手当額）

第３条 改正給与条例付則第８項及び改正教職員給与条例付則第８項の人事委

員会規則で定める額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定

める額を基礎として改正前給与条例第１４条の２第２項又は改正前教職員給

与条例第２１条第２項の規定により算出される住居手当の月額に相当する額

とする。

（１） 変更後の家賃の月額が当該変更前に支給されていた改正給与条例付

則第８項又は改正教職員給与条例付則第８項の規定による住居手当の月額

の算出の基礎となった家賃の月額（以下この号及び次号において「旧家賃

月額」という。）より高い場合（第３号に掲げる場合を除く。） 旧家賃

月額

（２） 変更後の家賃の月額が旧家賃月額より低い場合（次号に掲げる場合

を除く。） 変更後の家賃の月額
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（３） 令和２年３月３１日において改正前給与条例第１４条の２第１項各

号のいずれにも該当していた場合又は改正前教職員給与条例第２１条第１

項各号のいずれにも該当していた場合 人事委員会が定める額

（確認及び決定）

第４条 各任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、令和２年３月３１日

に改正前給与条例第１４条の２又は改正前教職員給与条例第２１条の規定に

より支給されていた住居手当に係る事実（同月２日から同年４月１日までの

間における当該住居手当に係る家賃の月額の変更を含む。）を住居手当に関

する規則（昭和４６年北九州市人事委員会規則第９号。以下「住居手当規則

」という。）第５条に規定する住居届その他の資料により確認し、当該住居

手当を受けていた職員又は教職員が、改正給与条例付則第８項の職員又は改

正教職員給与条例付則第８項の教職員たる要件を具備する場合は、同日にお

いて支給すべき改正給与条例付則第８項及び第９項又は改正教職員給与条例

付則第８項及び第９項の規定による住居手当の月額を決定しなければならな

い。

（支給の始期及び終期）

第５条 改正給与条例付則第８項及び第９項並びに改正教職員給与条例付則第

８項及び第９項の規定による住居手当の支給は、令和２年４月から開始し、

職員又は教職員が改正給与条例付則第８項の職員又は改正教職員給与条例付

則第８項の教職員たる要件を欠くに至った日の属する月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月の前月）又は令和３年３月のいずれか早い

月をもって終わる。

（住居手当規則の準用）

第６条 住居手当規則第５条から第９条まで（第８条第１項を除く。）の規定

は、改正給与条例付則第８項及び第９項並びに改正教職員給与条例付則第８

項及び第９項の規定による住居手当の支給について準用する。この場合にお

いて、住居手当規則第５条中「職員は、新たに条例第１４条の２第１項の職

員たる要件を具備するに至った場合又は住居手当の受給開始後にその者の居

住する住宅、家賃の額等の変更があった場合は」とあるのは「北九州市職員

の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和元年北九州市条例第３８号

）付則第８項及び第９項の規定による住居手当を受けている職員又は北九州

市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例の一部

を改正する条例（令和元年北九州市条例第４５号）付則第８項及び第９項の

規定による住居手当を受けている教職員は、その居住する住宅、家賃の額等

に変更があった場合には、当該変更に係る事実を」と、住居手当規則第６条
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第１項中「決定し、又は改定しなければならない」とあるのは「改定しなけ

ればならない」と、同条第２項中「前項」とあるのは「北九州市職員の給与

に関する条例の一部を改正する条例付則第８項及び第９項並びに北九州市立

の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例付則第８項及び第９項の規定による住居手当に関する規則（令和

２年北九州市人事委員会規則第４号）第４条又は前項」と、住居手当規則第

８条第２項中「改定する。前項ただし書の規定は、住居手当の月額を増額し

て改定する場合について準用する」とあるのは「改定する」と読み替えるも

のとする。

（雑則）

第７条 この規則に定めるもののほか、改正給与条例付則第８項及び第９項並

びに改正教職員給与条例付則第８項及び第９項の規定による住居手当の支給

に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

   付 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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北九州市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布

する。

令和２年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅  

北九州市人事委員会規則第５号

北九州市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

北九州市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年北九州市人事委員会規

則第１７号）の一部を次のように改正する。

別表の個別の市長部局の本庁の項中「人材育成係長」を「人材開発係長」に

改める。

付 則

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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北九州市人事委員会訓令第１号

庁中一般

北九州市人事委員会事務局長以下専決規程の一部を改正する訓令を次のよう

に定める。

令和２年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅  

北九州市人事委員会事務局長以下専決規程の一部を改正する訓令

 北九州市人事委員会事務局長以下専決規程（昭和４４年北九州市人事委員会

訓令第１号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第７条」を「第８条」に改める。

第２条中第２０号を第２１号とし、第１１号から第１９号までを１号ずつ繰

り下げ、同条第１０号中「臨時的任用」を「法第２２条の３第１項その他の法

令の規定による臨時的任用」に改め、同号を同条第１１号とし、同条第９号の

次に次の１号を加える。

（１０） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。

）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用

職員」という。）に係る条件付採用の期間の延長の承認に関すること。

別表の任用・配置の項中「臨時的任用職員」を「会計年度任用職員及び臨時

的任用職員」に改める。

付 則  

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１条の改正規定は

、令和２年３月３１日から施行する。
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北九州市監査委員告示第４号 

北九州市監査委員の事務局職員の職名等に関する規程の一部を改正する告示

を次のように定める。 

  令和２年３月３１日 

北九州市監査委員 井 上   勲 

同        廣 瀨 隆 明 

同        香 月 耕 治 

同        河 田 圭一郎 

北九州市監査委員の事務局職員の職名等に関する規程の一部を改   

正する告示 

北九州市監査委員の事務局職員の職名等に関する規程（昭和３８年北九州市

監査委員告示第２号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「一般職に属する職員（臨時的任用職員を除く。」を「地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般職に属する職員

（」に改める。 

   付 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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北九州市監査委員訓令第１号 

                             庁中一般 

 北九州市監査委員協議会規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和２年３月３１日 

                北九州市監査委員  井 上   勲   

                同         廣 瀨 隆 明   

                同         香 月 耕 治   

同 河 田 圭一郎  

   北九州市監査委員協議会規程の一部を改正する訓令 

 北九州市監査委員協議会規程（昭和４６年北九州市監査委員訓令第１号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条中第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、

第３号中「監査結果」を「監査等の結果」に、「意見等」を「意見及び勧告」

に改め、同号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加

える。 

 （２） 監査基準（法令の規定により監査委員が行うこととされている監査

、検査、審査その他の行為（以下「監査等」という。）の適切かつ有効

な実施を図るための基準をいう。）の策定及び変更に関すること。 

   付 則 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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北九州市監査委員訓令第２号

                             庁中一般

 北九州市監査委員の事務局長以下専決規程の一部を改正する訓令を次のよう

に定める。

  令和２年３月３１日

北九州市監査委員 井 上   勲

同        廣 瀨 隆 明

同        香 月 耕 治

同        河 田 圭一郎

   北九州市監査委員の事務局長以下専決規程の一部を改正する訓令

 北九州市監査委員の事務局長以下専決規程（昭和４３年北九州市監査委員訓

令第１号）の一部を次のように改正する。

 第３条監査第一課長専決事項の項第３号中「臨時職員」を「地方公務員法（

昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

及び同法第２２条の３第１項その他の法令の規定により臨時的に任用する職員

」に改める。

   付 則

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。
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北九州市監査委員訓令第３号 

                             庁中一般 

 北九州市監査事務処理規程を廃止する訓令を次のように定める。 

  令和２年３月３１日 

                北九州市監査委員  井 上   勲   

                同         廣 瀨 隆 明   

                同         香 月 耕 治   

同 河 田 圭一郎  

   北九州市監査事務処理規程を廃止する訓令 

 北九州市監査事務処理規程（昭和４６年北九州市監査委員訓令第２号）は、

廃止する。 

   付 則 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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